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（本報告書における記載内容の注意事項） 

 

 本報 告 書に 記述 して い る「 指 摘 」 及 び 「意 見 」 につ いて  

  「 指摘 」と は、 財 務に 関 す る 事 務 の執 行 に おい て① 法 令 ・ 条 例 ・規 則 等に 抵触 す

るも の 、② 有効 性・ 効 率性 ・ 経 済 性 の 観点 か ら 著し く問 題 が あ る も ので 改 善を 求め

るも の であ る。  

  「 意見 」と は、 ① 「指 摘 」 に は 該 当し な い が、 組織 及 び 運 営 の 合理 化 の観 点か ら

意見 を 述べ るも の、 ② その 他 改 善 が 望 まし い も のを いう 。  

 

 端数 処 理  

  本 報告 書の 数値 は 、原 則 と し て 単 位未 満 の 端数 を切 り 捨 て て 表 示し て いる 。そ の

ため 、 文中 や表 中に お ける 内 訳 金 額 を 加減 算 し た場 合、 合 計 金 額 と 一致 し ない こと

があ る 。ま た、 公表 さ れて い る 統 計 資 料等 を 使 用し てい る 場 合 に は 、原 則 とし てそ

の数 値 をそ のま ま使 用 して い る た め 、 端数 処 理 が不 明確 な 場 合 も あ る。 パ ーセ ンテ

ージ 比 率は 表示 単位 未 満を 四 捨 五 入 し てい る 。  

 

 報告 書 の数 値等 の出 典  

  本 報告 書の 数値 等 は、 原 則 と し て 岐阜 市 が 公表 して い る 資 料 、 ある い は監 査対 象

とし た 組織 から 入手 し た資 料 を 用 い て いる 。 そ の場 合、 原 則 と し て 数値 等 の出 典は

明示 し てい ない 。本 報 告書 の 数 値 等 の うち 、 岐 阜市 以外 が 公 表 し て いる 資 料あ るい

は監 査 対象 とし た組 織 から 入 手 し た 資 料以 外 の 数値 等を 用 い た も の 、あ る いは 他の

地方 公 共団 体等 の数 値 等を 表 示 し た も のに つ い ては 、そ の 出 典 を 明 示し て いる 。  

 

 報告 書 の数 値等 の正 確 性 

本報 告 書中 に監 査人 に よる 試 算 ・ 推 計 の数 値 ・ 金額 は、 監 査 人 に提 示の あ っ た 資

料に 限 定し て行 った も ので 、 そ の 数 値 ・金 額 の 正確 性を 保 証 す る も ので は ない 。  
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第 1 包括外部監査の概要 

 

１ 外 部監 査の 種類  

 

地方 自 治法 第 252 条 の 37 第 1 項 に基 づ く 包括 外 部 監 査で ある 。  

 

２ 選 定し た特 定の 事 件（ テ ー マ ）  

 

岐阜 市 病院 事業 の財 務 に関 す る 事 務 の 執行 及 び 経営 に係 る 事 業 の 管 理に つ いて  

 

３ 事 件（ テー マ） を 選定 し た 理 由  

 

岐阜 市（ 以下「 市 」と い う。）は 、「 岐阜 市行 財 政 改革 プ ラ ン（ 令和 2 年～ ６ 年度 ）」

に お い て 、 重 点 取 り 組 み 事 項 と し て 、 公 営 企 業 の 経 営 健 全 化 の 推 進 を 掲 げ て い る 。 

加え て 、人 口減 少・ 少 子高齢 社 会 に お い て も 一 定の 圏域 人口 を 有 し 、活 力 あ る 社

会経 済 を維 持す るた め の拠 点 を 形 成 す るた め 、 総務 省の 「 連 携 中枢 都市 圏 構 想 推進

要綱 」 に基 づき 形成 し た岐 阜 連 携 都 市 圏に お い て、 圏域 の 住 民 が 安 心し て 快適 に暮

らす こ とが でき るよ う 様々 な 施 策 ・ 連 携事 業 に 積極 的に 取り 組 ん で いく た め の 岐阜

連携 都 市圏 ビジ ョン（ 令 和 5 年～ 9 年度 ）を 策定 し、圏域 住 民 の 健康 寿 命の 延伸 に

つな が る取 り組 み、 医 療需 要 に 対 応 し た体 制 の 確保 等、 地 域 医 療 の 充実 に 向け て取

り組 む こと とし てい る 。 

従前 よ り、 平成  27 年  3 月に 総務 省 が 公 表 し た「 新公 立 病 院 改 革 ガイ ド ライ ン」

を受 け て、市 は 、平 成 29 年 3 月に「岐 阜市 民病 院 新改 革 プ ラ ン（ 平 成 28～32 年

度版 ）」（以 下「 新 改 革 プラ ン 」と い う 。）を 策定し 、医 療 の 高 度化 、人材 確保・育 成

及び 労 働環 境の 改善 、 健全 経 営 の 維 持 に取 り 組 んで きた と こ ろ で は ある が 、よ り一

層の 取 り組 みが 必要 に なる と 思 わ れ る 。  

さら に 、病 院事 業会 計 の総 資 産 と 医 業 収 益 は い ずれ も 200 億円 超 と 一般 会計 予算

規模 と 比し ても 多額 で 、ま た 近 年 の 決 算で は 、 医業 損失 の 計 上 を 余 儀な く され る厳

しい 状 況と なっ てい る 。 

この よ うに 病院 事業 は 市に と っ て 重 要 性の 高 い 施策 であ り 、当 該事 業を 対 象 と し

て 監 査 を 実 施 す る こ と は 大 き な 意 義 が あ る と 判 断 し 、「 岐 阜 市 病 院 事 業 の 財 務 に 関

する 事 務の 執行 及び 経 営に 係 る 事 業 の 管理 に つ いて 」を テ ー マ と し て選 定 した 。  
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４ 外 部監 査の 対象 部 署 

 

岐阜 市 民病 院  

 

５ 外 部監 査の 対象 期 間 

 

令和 ４ 年度（自 ：令 和 ４ 年 4 月 1 日 至 ： 令 和５ 年 3 月  31 日）  

ただ し 、必 要が ある と 判断 し た 場 合 に は、 令 和 ３年 度以 前 に 遡 り 、 また 、 一部 令

和５ 年 度に つい ても 対 象と し た 。  

 

６ 外 部監 査の 実施 期 間 

 

自  令和 5 年 ６月 １ 日    至 令 和 ６ 年 2 月 １日  

 

７ 外 部監 査の 方法  

 

（１ ） 監査 の主 な要 点  

 

① 病 院事 業の 個別 業 務に つ い て 適 切 に管 理 が 実施 され て い る か 。  

② 医 療機 器等 の投 資 につ い て は 、 そ の稼 働 見 込や 採算 性 を 、 ま た 、委 託 業務 に

つい て は、 契約 方法 等 が適 切 に 行 わ れ てい る か 。  

③ 医 業収 入等 の調 定 、徴 収 の 管 理 は 適切 に 実 施さ れて い る か 。  

④ 資 産の 管理 は、 適 切に 実 施 さ れ て いる か 。  

⑤ 病 院情 報シ ステ ム のセ キ ュ リ テ ィ 管理 が 適 切に 実施 さ れ て い る か。  

 

（２ ） 主な 監査 手続  

 

① 関 係法 令、 条例 、 規則 、 規 程 等 の 確認  

② 関 連資 料の 閲覧  

③ 担 当者 への 状況 聴 取 

④ 質 問書 の回 答入 手 及び 内 容 分 析  

⑤ 管 理台 帳の 閲覧 、 必要 に 応 じ て 関 連資 料 と 照合  
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８ 外 部監 査人 を補 助 した 者  

 

公認 会 計士 ・税 理士   矢 野 厚 登  

公認 会 計士 ・税 理士   冨  孝 史  

公認 会 計士 ・税 理士   古 川 有 樹  

公認 会 計士 ・税 理士   弓 削 幸 恵  

公認 会 計士 ・税 理士   酒 谷 宜 幸  

公認 会 計士 ・税 理士   古 川 典 明  

その 他         １ 名  

 

 

９ 指 摘・ 意見 の件 数  

 

32 件（内訳：指摘 4 件、意見 28 件）  

 

 

10 利 害 関 係  

 

包括 外 部監 査の 対象 と して の 特 定 の 事 件に つ き 、地 方自 治 法第 252 条 の 29 の 規

定に よ り記 載す べき 利 害関 係 は な い 。  
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第２ 岐阜市病院事業の概要 

 

１ 設 置根 拠及 び理 念 ・基 本 方 針  

 

（１ ） 設置 根拠  

 

   岐阜 市病 院事 業 の設 置 等 に 関 す る条 例（ 昭和 41 年 岐阜 市 条 例 第 32 号 ）に基 づ

き病 院 事業 を岐 阜市 が 設置 し た も の で ある 。  

 

 

（２ ） 理念 ・基 本方 針  

   岐阜 市 民 病 院 は 、「心 にひ び く 医 療 の 実践 」と の 理 念の 下、次の ６ つ の 基 本 方 針

を掲 げ てい る。  

 

１ 患 者さ んの 権利 を 尊重 し 、 心 温 ま る医 療 を 行い ます 。  

１ 安 全で 信頼 され る チー ム 医 療 を 行 いま す 。  

１ 地 域の 医療 機関 と 連携 し 、 患 者 さ ん中 心 の 継続 した 医 療 を 行 い ます 。  

１ 地 域の 中核 病院 と して 、最 新 か つ 高 度な 医療 を 提 供 で き るよ う 努 めま す。 

１ 職 員が 生き 生き と 働く こ と が で き る環 境 づ くり に努 め ま す 。  

１ 病 院の 理念 を理 解 し、 専 門 性 を 持 った 人 材 を育 成し ま す 。  
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２ 事 業概 要  

 

（１ ） 組織  

 

① 機 構（ 令和 ４年 4 月 1 日時 点）      

 

出 典 ： 令 和 ４ 年 病 院 概 要 p.3 を 監 査 人 が 加 工  

 

 （ 注 １ ） 医 療 安 全 局 の 下 に 、 医 療 安 全 推 進 部 （ 医 療 安 全 推 進 室 、 医 療 機 器 安 全 管 理 室 ）、 感 染 対

策 部 （ 感 染 対 策 室 ） が あ る 。  

 （ 注 ２ ）研 修 セ ン タ ー の 下 に 、初 期 臨 床 研 修 室 、後 期 臨 床 研 修 室 、医 療 ス タ ッ フ 研 修 室 が あ る 。  

 （ 注 3）各 セ ン タ ー は 、循 環 器 病 セ ン タ ー 、消 化 器 病 セ ン タ ー 、肝 ・ 胆 ・ 膵 セ ン タ ー 、脳 卒 中 セ

ン タ ー 、血 液 腫 瘍 セ ン タ ー 、認 知 症 疾 患 医 療 セ ン タ ー 、緩 和 医 療 セ ン タ ー（ 緩 和 医 療 科

部 ） で あ る 。  

 （ 注 4）内 科 系 診 療 局 の 下 に 、総 合 内 科 部 、糖 尿 病 ・ 内 分 泌 内 科 部 、総 合 診 療 ・ リ ウ マ チ 膠 原 病

セ ン タ ー（ 膠 原 病 内 科 部 ）、第 一 内 科 部 、腎 臓 内 科 部（ 腎 臓 病・血 液 浄 化 セ ン タ ー ）、循
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環 器 内 科 部 （ 心 不 全 セ ン タ ー 、 循 環 器 画 像 診 断 部 ）、 第 二 内 科 部 、 消 化 器 内 科 部 （ 消 化

器 内 視 鏡 部 、肝 臓 内 科 部 、胆 膵 内 科 部 ）、血 液 内 科 部 、脳 神 経 内 科 部 、呼 吸 器 内 科 部（ 呼

吸 器 腫 瘍 内 科 部 、 呼 吸 器 病 セ ン タ ー 、 肺 腫 瘍 セ ン タ ー ）、 小 児 科 部 （ 小 児 血 液 疾 患 セ ン

タ ー ）、放 射 線 科 部（ 画 像 診 断 部 、放 射 線 治 療 部 ）、精 神 科 部（ 精 神 科 デ イ・ケ ア セ ン タ

ー 、 精 神 科 技 術 室 ） が あ る 。  

 （ 注 5）外 科 系 診 療 局 の 下 に 、外 科 部（ 消 化 器 外 科 部 、内 視 鏡 外 科 部 、肝・胆・膵 外 科 部 ）、乳 腺

外 科 部 、整 形 外 科 部 、形 成 外 科 部 、脳 神 経 外 科 部 、心 臓 血 管 外 科 部 、呼 吸 器 外 科 部 、皮

膚 科 部 、 泌 尿 器 科 部 （ 泌 尿 器 科 内 視 鏡 部 ）、 産 婦 人 科 部 （ 産 婦 人 科 内 視 鏡 部 、 婦 人 科 腫

瘍 部 、産 婦 人 科 内 視 鏡 治 療 セ ン タ ー ）、眼 科 部（ 眼 科 技 術 室 ）、耳 鼻 い ん こ う 科 部（ 頭 頚

部 外 科 部 ）、リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科 部（ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科 技 術 室 ）、歯 科 口 腔 外 科 部

（ 歯 科 部 、 口 腔 ケ ア セ ン タ ー 、 歯 科 技 術 室 ）、 麻 酔 科 部 が あ る 。  

 （ 注 ６ ）が ん 診 療 局 の 下 に 、が ん 診 療 統 括 部 、が ん 診 療 支 援 部（ が ん 相 談・が ん 就 労 支 援 室（ が

ん 相 談 支 援 セ ン タ ー 、が ん 就 労 支 援 セ ン タ ー ）、院 内 が ん 登 録 室 、が ん 診 療 人 材 育 成 室 ）、

外 来 化 学 療 法 部 、 緩 和 ケ ア セ ン タ ー 、 放 射 線 治 療 セ ン タ ー が あ る 。  

 （ 注 ７ ） 救 急 診 療 局 の 下 に 、 救 急 診 療 部 、 集 中 治 療 部 が あ る 。  

 （ 注 ８ ）医 療 技 術 局 の 下 に 、中 央 手 術 部 、中 央 放 射 線 部（ 画 像 検 査 室 、放 射 線 治 療 室 、放 射 線 安

全 管 理 室 ）、 中 央 検 査 部 （ 臨 床 検 査 科 部 、 生 理 検 査 室 、 臨 床 検 査 室 、 中 央 採 血 室 、 病 理

診 断 科 部 、 病 理 検 査 室 、 輸 血 部 、 輸 血 検 査 室 ）、 健 康 管 理 セ ン タ ー 、 臨 床 工 学 室 、 栄 養

管 理 室 が あ る 。  

 （ 注 ９ ）先 端 医 療 支 援 局 の 下 に 、病 理 診 断 研 究 セ ン タ ー 、ゲ ノ ム 医 療 セ ン タ ー 、治 験・臨 床 研 究

管 理 セ ン タ ー が あ る 。  

 （ 注 10） 薬 剤 部 の 下 に 、 薬 務 室 、 調 剤 室 、 医 薬 品 情 報 管 理 室 が あ る 。  

 （ 注 11）医 療 推 進 局 の 下 に 、医 療 情 報 部（ 医 療 情 報 室 、医 療 情 報 係 ）、診 療 情 報 管 理 室（ 診 療 情

報 管 理 係 ）、医 療 ク ラ ー ク 室 、地 域 連 携 部（ 地 域 連 携 室 ）、入 退 院 支 援 セ ン タ ー が あ る 。  

 （ 注 12） 医 療 相 談 係 の 下 に 、 相 談 支 援 セ ン タ ー が あ る 。  
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② 委 員会 （令 和５ 年 4 月 1 日 時点 ）  

 

災害対策委員会

地域医療支援委員会

改革プラン評価委員会

褥瘡対策委員会

糖尿病療養指導委員会

セーフティ・ネット委員会

CPT委員会

病院機能評価受審準備委員会

認知症疾患医療センター運営委員会

患者サービス委員会

集中治療室・ハイケアユニット運営委員会

救急室運営委員会

RRS委員会

クリニカルパス推進委員会

栄養管理委員会

保険診療適正化委員会

医療機器安全管理委員会

薬事委員会

中央手術委員会

医療ガス・安全管理委員会

年報編集委員会

内科専門研修プログラム管理委員会

特定行為管理委員会

図書室管理委員会

医療機器購入委員会

病院情報システム委員会

広報委員会

病

院

管

理

者

会

議

病

院

経

営

会

議

病

院

運

営

会

議

中央放射線委員会

研修管理委員会

診療材料委員会

輸血療法委員会

DPCコーティング委員会

がん診療局合同委員会

診療録等管理委員会

中央検査委員会

臨床倫理委員会

利益相反審査委員会

治験審査委員会

臨床研究審査委員会

岐阜市病院事業安全衛生委員会

ハラスメント防止委員会

個人情報保護適正管理委員会

感染対策委員会

職場環境改善支援委員会

地域連携部運営委員会

医療安全対策委員会
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（２ ） 施設 の概 要  

 

① 設 備  

 

令和 4 年 病院 概要 に記 載 され た令 和５ 年２ 月 1 日現 在の 岐 阜市 民病 院の 設 備  

は、 次 のと おり であ る 。 

 

  敷 地面 積 23,009 ㎡ 

区分  建物 延 面 積

（㎡ ）  

構造  

玄関 棟  1,438  鉄骨 造 ３階 建  

北診 療 棟  3,726  鉄筋 コ ンク リー ト造 ３ 階建  

中央 診 療棟  22,468  鉄筋 鉄 骨コ ンク リー ト 造 10 階建  

西診 療 棟  22,704  鉄骨 一 部鉄 筋コ ンク リ ート 造 11 階

建 

IMRT 棟  165  鉄筋 コ ンク リー ト造 １ 階建  

駐車 場 棟  2,958  鉄骨 造 ２階 建  

エネ ル ギー 棟  1,286  鉄筋 コ ンク リー ト造 ２ 階建  

看護 専 門学 校  1,890  鉄筋 コ ンク リー ト造 ３ 階建  

看護 師 寮  934  鉄筋 コ ンク リー ト造 ３ 階建  

その 他 附属 建物  1,796   

合計  59,365   

出典 ： 令和 4 年病 院概 要 p.6 を 抜粋  
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② 病 床数  

   

   令和 4 年 4 月 1 日現 在 の岐 阜市 民病 院 の病棟 ・ 病 床 数 は 次 の と おり であ る。  

（出 典 ：令 和 4 年 病院 概 要 p.2 より 抜粋 ）  

 

 【 中 央診 療棟 】  

病棟  許 可 病 床 数

（床 ）  

主な 診 療科  

10 階 51 外 科  

泌尿 器 科  

呼吸 器 ・腫 瘍内 科  

呼吸 器 外科  

９階  54 消 化器 内科  

泌尿 器 科  

脳神 経 外科  

８階  53 循 環器 内科  

内科 （ 総合 診療 ・膠 原 病内 科 ）  

整形 外 科  

耳鼻 い んこ う科  

７階  50 外 科  

整形 外 科  

小児 科  

耳鼻 い んこ う科  

６階  55 糖 尿病 ・内 分泌 内科  

整形 外 科  

呼吸 器 ・腫 瘍内 科  

歯科 口 腔外 科  

５階 HCU ８   －  

 

５階  50 消 化器 内科  

外科  

心臓 血 管外 科  

４階  44 消 化器 内科  

血液 内 科  

乳腺 外 科  

産婦 人 科  

脳神 経 外科  



10 

 

病棟  許 可 病 床 数

（床 ）  

主な 診 療科  

３階 HCU・

循 環 器 病 セ

ンタ ー  

20  －  

３ 階 集 中 治

療室  

６  －  

 

 

 

 【西 診 療 棟 】  

病棟  許 可 病 床 数

（床 ）  

主な 診 療科  

10 階 28  －  

９階  46 血 液内 科  

８階  50 循 環器 内科  

脳神 経 内科  

腎臓 内 科  

消化 器 内科  

眼科  

皮膚 科  

７階  50 精 神科  

 

 

 

 

 

区分  一般  精 神  計  

病床 数 （床 ）  515 50 565 
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（３ ） 沿革  

 

昭和 16 年 12 月  

 

 

昭和 44 年 ４ 月  

昭和 57 年 ２ 月    

平成 ８ 年４ 月  

 

平成 11 年 １ 月  

 

平成 12 年 度  

平成 14 年 ４ 月    

平成 14 年 ８ 月    

 

平成 16 年 ４ 月  

平成 17 年 １ 月    

平成 19 年 ２ 月    

平成 20 年 ４ 月  

平成 22 年 ３ 月    

平成 23 年 10 月   

平成 29 年 ４ 月   

平成 30 年 10 月   

平成 31 年 ４ 月  

 

令和 ２ 年 4 月  

 

 

 

令和 ４ 年４ 月  

岐阜 市 玉宮 町に あっ た 診療 所 を 病 院 と して 現 在 地に 移転 。そ

の 後 数 回 に わ た っ て 改 築 整 備 を 計 画 。 11 の 診 療 科 と 病 床 数

470 床 、建 築面 積 11,490 ㎡を 有 する 総 合 病 院 とな る。  

整形 外 科を 増設 。  

病床 数 を 653 床に 増 床 。  

結核 病 床 、精 神 病 床 を そ れぞ れ 50 床と し て 、総 病床 数 を 659

床と す る。  

疾病 構 造の 変化 に伴 う 結核 患 者 の 減 少 に伴 い 、結核 病床 を 50

床廃 止 して 病床 数を 609 床と す る 。  

救急 関 連、 ドッ ク関 連 の改 修 、 MRI 棟の 増 設 工事 を 実 施 。  

地域 連 携部 を発 足。  

岐阜 市 の委 託を 受け 、市 医師 会の 協 力 に よ り 、小 児 夜 間 急 病

セン タ ーを 開設 。  

がん 医 療体 制の 充実 を 図る た め 呼 吸 器 腫瘍 内 科 部を 新設 。  

地域 が ん拠 点病 院指 定 。 

地域 医 療支 援病 院の 承 認。  

DPC（ 診断 群分 類 別 包 括 評価 ） の 対 象 病 院 と な る。  

「働 き やす い病 院」 の 認定 。  

岐阜 県 より 災害 拠点 病 院指 定 。  

岐阜 県 より 認知 症疾 患 医療 セ ン タ ー （ 基幹 型 ） 指定 。  

がん ゲ ノム 医療 連携 病 院指 定 。  

地方 公 営企 業法 規定 の 全部 を 適 用 。病 院の 運 営責 任 者 で あ る

病院 事 業管 理者 を設 置 。 

高度 急 性期 医療 のさ ら なる 充 実 を 図 る ため 、中 央診 療棟 3 棟

に「HCU・循 環 器 病 セ ン ター 、心不 全 セ ン タ ー 」とし て、新

たに HCU を 整 備 し 稼 働 。こ れに 加え 、個 室 化な ど 、 病 床 の

療養 環 境の 向上 を図 る ため 、 病 床 数 を 565 床 とす る 。  

岐阜 薬 科大 学と の教 育・研究 及び 医療 に関 わ る交 流 等 を 推 進

し、両者 の 一 層 の 発 展 と岐阜 市 域 の 医 療 、保 健 、福祉 を 発 展・

向上 さ せる こと を目 的 とし て 、 連 携 に 関す る 覚 書を 締結 し 、

学生 及 び薬 剤師 の教 育 ・研究 の場 と し て 、岐 阜市 民 病 院 内 に

健康 医 療薬 学研 究室（ サ テラ イト 研 究 室 ）を 開設 す る と と も

に、 薬 剤局 を設 置。  

出典 ： 令和 4 年病 院概 要 p.1、2 よ り抜 粋、 監査 人 加工  

https://gmhosp.jp/about/file/R4gaiyou202302.pdf 
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（４ ） 岐阜 市 民 病 院 の 職 員数  

 

地方 自 治法 第 172 条 第 3 項 によ り 、 常 勤 の 職員 で 一 般 職 に 属 す る も の（ 以下  

「職 員 」と いう 。） の 定数 に つ い ては 条例 で 定 めら れ て い る 。  

 

地方 自 治法 第 172 条  

第１ 項  前 11 条 に定 める 者 を 除 くほ か、 普 通 地方 公 共 団 体 に 職 員 を 置く 。  

 第 2 項  前 項の 職員 は、 普 通地 方公 共団 体 の⾧ が こ れ を 任 免 す る 。 

 第 ３ 項 第 1 項の 職 員 の定 数は 、 条 例 で こ れを 定 める 。た だし 、 臨時 又 は 非 常 勤

の職 に つい ては 、こ の 限り で な い 。  

 第 ４ 項 以下 、略  

 

 

岐阜 市 職員 定数 条例  

(目的 ) 

第 1 条 この 条 例 は 、 地 方自 治法 (昭 和 22 年 法 律 第 67 号)第 138 条第 6 項 、第

172 条 第 3 項 、第 191 条第 2 項及 び 第 200 条第 6 項、地方 教 育 行 政 の 組

織及 び 運営 に関 する 法 律(昭 和 31 年法 律 第 162 号)第 19 条 及 び 第 31 条

第 3 項 、農 業委 員会 等 に関 す る 法 律 (昭和 26 年法 律 第 88 号)第 26 条 第

2 項並 びに 消 防組 織法 (昭和 22 年 法 律第 226 号)第 11 条 第 2 項の 規 定 に

基づ き 、 議 会、 市 ⾧、 市⾧ の所 管 に属 す る 学 校、 公営 企 業 、 選 挙 管 理 委

員会 、 監 査 委員 、 教育 委員 会、 教 育委 員 会 の 所管 に属 す る 学 校 及 び 学 校

以外 の 教育 機関 、農 業 委 員会 並び に 消 防 機 関 に勤 務 する 一般 職の 職 員(臨

時又 は 非常 勤の 職員 を 除く 。以下 同 じ 。)の 定 数に 関 し必 要な 事項 を 定め

るも の とす る。  

(職員 の 定数 ) 

第 2 条 前条 の職 員の 定 数は 、別 表の とお り とす る 。  

 第 ３ 条以 下、 略  

 

別表 に よる と、 病院 事 業の 職 員 定 数 は 1,130 人 （令 和５ 年 度 ） と な って お り、

病院 で は定 数の 範囲 内 で職 員 を 配 分 す るこ と に なる 。な お 、令 和 4 年度 ま での 職

員定 数 は 950 人と な っ て おり 、令 和 ４ 年 以前 5 年間 の職 種 別職 員数 の推 移 は 次 の

とお り であ る。  
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① 正 職員 数の 最近 5 年 間の 推移  

 

※病 院 提供 資料 を監 査 人が 加 工  

※育 休 、休 職者 を含 む  

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

平成30年4月1日 平成31年4月1日 令和2年4月1日 令和3年4月1日 令和4年4月1日

医師（歯科医師含む） 129 140 147 151 150

看護師・助産師 492 563 600 593 591

薬剤師 29 34 33 33 35

診療放射線技師 29 29 29 30 30

臨床検査技師 32 32 31 32 31

臨床心理士 3 3 3 3 4

精神保健福祉士 1 1 1 1 1

理学療法士 21 21 22 23 24

作業療法士 8 10 8 9 11

言語聴覚士 4 3 4 4 4

視能訓練士 2 2 2 2 2

臨床工学技士 13 14 15 15 16

歯科衛生士 2 2 2 2 2

栄養士 5 5 5 7 7

医療ソーシャルワーカー 5 8 8 9 10

事務・技術職員 33 33 33 33 34

診療情報管理士 8 9 11 11 12

看護助手 7 5 4 3 3

ボイラー技師 2 1 1 0 0

看護専門学校専任教員 9 9 9 9 9

託児所保育士 1 2 1 1 2

835 926 969 971 978合計

医療技術員

事務員及び技術員

現業員

その他職員
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② 会 計年 度任 用企 業 職員 数 の 最 近 5 年 間の 推移  

 
※病 院 提供 資料 を監 査 人が 加 工  

 

 看 護 師・ 准看 護師 の 減少 は 、 平成 31 年 度 か ら令 和 2 年 度 に か け て、 正 職員 を増 員

する に あた り、 会計 年 度任 用 企 業 職 員 を減 員 し たこ との ほ か 、 採 用 者数 に 対し 、退 職

者数 が 上回 る状 況が 続 いて い る た め で ある 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

平成30年4月1日 平成31年4月1日 令和2年4月1日 令和3年4月1日 令和4年4月1日

医師（研修医・嘱託医） 39 34 32 36 37

看護師・准看護師 113 110 102 97 87

看護助手 91 86 89 88 85

介護福祉士 0 0 0 0 1

保健師 0 0 1 1 2

臨床心理士 2 2 3 2 1

視能訓練士 1 1 1 0 0

歯科衛生士 2 2 2 2 2

理学療法士 1 1 1 1 0

診療放射線技師 2 4 4 4 4

臨床検査技師 12 12 12 13 12

薬剤師 3 1 1 1 1

臨床工学技士 1 1 1 1 2

栄養士 1 1 1 1 0

医療ソーシャルワーカー 1 0 2 0 0

事務員及び技術員 156 152 156 163 162

託児所保育士・調理員 11 11 12 12 13

合計 436 418 420 422 409
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（５ ） 基本 指標  

 

①岐阜 市 民 病 院 の 基 本 指 標に 係る 比較 （ 過 去 ５年 ）  
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（病 床 数）  

    令 和２ 年 4 月に 中央 診療 棟 3 階 に「 HCU・循 環器 病 セ ン タ ー 、心不 全セ ン タ

ー」 と して 、新 たに HCU を整 備・ 稼 働 し た 。 これ に加 え個 室 化 な ど、 病 床 の

療養 環 境の 向上 を図 る ため 、 一 般 病 床 を 44 床 減少 し 、515 床 と し た 。  

  

   （入 院患 者）  

    令 和２ 年度 の 入院 患 者 数 は 168 千 人 と、 平 成 30 年 度 171 千人 及 び 令 和元 年

度 170 千 人 よ り 減 少 し て いる 。減少 要因 とし て新 型 コロ ナウ イル ス 感染 症（ 令

和 2 年 1 月 に 国 内で 1 例 目と なる 感染 者 を 確 認）の 影 響 に よ り、受 診控 え が顕

著に 影 響し たこ とが 挙 げら れ る 。 令 和 3 年 度 の 入院 患者 数は 174 千 人と令 和 2

年度 に 比し て増 加に 転 じて い る 。  

 

（病 床 利用 率）  

    病 床利 用率 は 、令 和 3 年度 ま で 逓 増 傾 向に あっ たが 、令 和 4 年 度は 79.4％ に

減少 し てい る。一 方 、一 人当 たり の 入 院 診 療 単価 は 、平 成 30 年度 66 千 円台 か

ら令 和 4 年度 80 千 円 台 へと 上昇 し て い る 。  

 

 （ 外 来患 者）  

    令 和 2 年度 の外 来 患 者 数（ 小児 夜 間 急病 セ ン タ ー ・ 休 日 急 病セ ンタ ー含 む）

は、 309 千 人と 、平 成 30 年 度 324 千 人 及 び 令 和元 年度 328 千 人と 入院 患 者 数

同様 、減 少 し てい る 。減 少要 因 と し て 新 型コ ロ ナ ウイ ルス 感 染 症 の 影 響に よ り、

受診 控 えが 顕著 に影 響 した こ と が 挙 げ られ る 。 令 和 3 年度 の 外 来 患 者 数 は 304

千人 、 令和 4 年度 は 308 千 人と 逓増 傾 向 に 転じ て い る 。  

    一 人当 たり の 外来 診 療 単 価 は 、平 成 30 年 度 16 千円 台か ら 令 和 4 年 度 22 千

円台 へ と上 昇し てい る 。入 院 診 療 単 価 及び 外 来 診療 単価 の 上 昇 要 因 とし て 、高

額薬 剤 の採 用、 外来 化 学療 法 患 者 の 増 加、 新 型 コロ ナウ イ ル ス 感 染 症の 影 響に

より 軽 症患 者の 受診 が 減少 し た こ と が 挙げ ら れ る。  

 

   （紹 介患 者）  

    平 成 30 年 度 か ら令 和 4 年 度ま で の 紹 介患 者数 は令 和 2 年 度に 減 少 し たも の

の、紹 介率（ 初診 患者 数の う ち 紹 介状 を持 参 した患 者 数 ）は 72.8％か ら 77.3%

で推 移 して おり 、平 均 74.3％ と な っ て い る 。 令和 2 年度 の紹 介患 者数 減 少は 、

新型 コ ロナ ウイ ルス 感 染症 の 影 響 に よ り、 受 診 控え が顕 著 に 影 響 し たこ と が挙

げら れ る。  

逆紹 介 率（ 初診 患 者 数 に対 す る 診 療情 報提 供 書 を発 行 し た 患 者 数 ）は 123.1%

から 153.5%と 推 移し てお り 、 平 均 140.8%に なっ てい る 。  
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（６ ） 経営 状況  

 

① 岐 阜市 民病 院の 財 政状 態 及 び 経 営 成績 の 推 移  

  

ア） 貸 借対 照表  

    

平成 30 年度 ～ 令 和４ 年度 の 貸 借 対 照 表の 推 移 は次 のと お り で あ る 。 

 
 

 

(単位:百万円)

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

資産の部

固定資産

有形固定資産

129 129 129 129 129

建物 22,509 23,062 23,259 23,426 23,607

減価償却累計額 △ 10,143 △ 10,776 △ 11,442 △ 12,120 △ 12,805

差引;建物簿価 12,366 12,286 11,816 11,305 10,802

構築物 70 70 70 70 70

減価償却累計額 △ 66 △ 66 △ 66 △ 66 △ 66

差引;構築物簿価 3 3 3 3 3

器械備品 9,952 10,362 10,548 10,846 10,771

減価償却累計額 △ 6,169 △ 6,678 △ 7,252 △ 7,867 △ 8,040

差引;器械備品簿価 3,783 3,683 3,296 2,978 2,730

車両 10 10 10 10 15

減価償却累計額 △ 9 △ 9 △ 9 △ 9 △ 9

差引;車両簿価 0 0 0 0 5

建設仮勘定 18 0 14 0 29

有形固定資産合計 16,302 16,104 15,261 14,418 13,701

投資その他の資産 506 514 472 441 419

⾧期前払消費税 506 514 472 441 419

固定資産合計 16,809 16,618 15,734 14,859 14,121

流動資産

現金預金 4,682 4,718 4,903 5,445 5,943

未収金 2,938 3,506 3,957 3,363 3,738

貸倒引当金 △ 17 △ 18 △ 21 △ 19 △ 25

差引:未収金簿価 2,921 3,488 3,935 3,344 3,713

貯蔵品 84 108 82 108 97

流動資産合計 7,688 8,315 8,922 8,898 9,754

資産合計 24,497 24,933 24,656 23,757 23,875

土地
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(単位:百万円)

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

負債の部

固定負債

企業債 11,352 10,638 9,246 8,507 7,996

退職給付引当金 1,429 1,689 1,950 2,211 2,472

固定負債合計 12,781 12,328 11,197 10,719 10,468

流動負債

企業債 2,034 2,152 1,999 1,385 1,273

未払金 1,642 2,157 2,105 1,938 2,057

賞与引当金 545 602 650 672 660

預り金 18 73 82 208 174

流動負債合計 4,240 4,985 4,838 4,205 4,165

繰延収益

⾧期前受金 12,169 13,084 14,187 15,197 15,609

収益化累計額 △ 8,736 △ 9,375 △ 10,030 △ 10,738 △ 11,229

差引:繰延収益 3,433 3,708 4,157 4,459 4,380

負債合計 20,454 21,022 20,193 19,383 19,014

資本の部

資本金 4,495 4,707 4,707 4,707 4,707

剰余金

資本剰余金 7 9 10 12 14

利益剰余金

建築改良積立金 445 445 445 445 445

未処理欠損金 △ 905 △ 1,250 △ 700 △ 791 △ 305

利益剰余金計 △ 460 △ 804 △ 255 △ 345 139

剰余金計 △ 452 △ 795 △ 244 △ 333 154

資本の部計 4,042 3,911 4,462 4,374 4,861

負債資本合計 24,497 24,933 24,656 23,757 23,875

出典:岐阜市民病院事業決算書(平成30年度~令和4年度）△はマイナス
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令和 ４ 年度 にお ける 対 前年 度 増 減 分 析 は次 の と おり であ る 。  

 

   ⅰ） 資産 の部  

【固 定 資産 】  

固定 資 産は 対前 年度 比 738 百 万円 (5.0％ )減少 し てい る。こ れは 主に 、償 却

資産 の 取得 によ る増 加 641 百 万円 が あ っ たも のの 、減 価 償却 によ る 減少 1,333

百万 円 及び ⾧期 前払 消 費税 の 減 少 21 百 万円 によ る も の であ る。  

【流 動 資産 】  

流動 資 産は 対前 年度 比 856 百 万円 (9.6％ )増加 し てい る。こ れは 主に 、現 金

預金 の 増加 497 百 万円 、未 収 金の 増加 369 百 万円 の 増 加 によ るも の で ある 。 

 

   ⅱ） 負債 の部  

【固 定 負債 】  

固定 負 債は 対前 年度 比 250 百 万円（ 2.3％ ）減 少 して い る 。こ れは 主 に 、退

職給 付 引当 金の 増加 260 百万 円 が あっ たも の の、企業 債の 減少 511 百万 円に

よる も ので ある 。  

【流 動 負債 】  

流動 負 債は 対前 年度 比 39 百万 円（ 0.9％） 減 少 して いる 。こ れ は 主 に、 未

払金 の 増加 118 百 万 円 あ った もの の、企業 債 の 減少 111 百万 円、預 り金 の減

少 33 百万 円 によ るも ので あ る 。  

 

   ⅲ） 資本 の部  

資本 の 部は 対前 年度 比 487 百 万円（ 1.1％ ）増 加 して い る 。こ れは 主 に 、令

和 4 年度 当期 利益 485 百万 円 を 計 上 し た こ と に よる もの であ る 。  
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イ） 損 益計 算書  

   

    平 成 30 年度 ～ 令和 ４年 度 の 損 益 計 算 書の 推移 は次 のと お りで あ る 。  

 
 

 

（単位：百万円）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

医業収益 17,121 18,169 18,769 20,152 20,517

 入院収益 11,416 11,899 12,272 13,123 13,169

 外来収益 5,318 5,891 6,179 6,689 7,041

 その他の医業収益 386 379 318 340 307

医業費用 19,000 19,534 20,761 21,414 21,492

 給与費 9,286 9,460 9,711 10,113 10,028

 材料費 5,109 5,516 5,965 6,552 6,615

 経費 2,940 2,924 3,479 3,149 3,414

 減価償却費 1,549 1,526 1,529 1,519 1,333

 資産減耗損 22 25 19 18 28

 研究研修費 94 84 59 63 74

医業損益 △ 1,878 △ 1,366 △ 1,992 △ 1,262 △ 975

医業外収益 2,021 2,208 3,629 2,626 2,586

 受取利息及び配当金 1 0 0 0 0

 補助金 36 40 1,369 478 521

 負担交付金 831 1,051 1,052 1,012 986

 ⾧期前受金戻入 844 829 831 835 750

 その他医業外収益 308 288 376 300 330

看護師養成所収益 124 153 128 123 138

 入学検定料、入学料及び事業料 12 13 12 12 13

 負担金交付金 111 140 115 111 125

 その他看護師養成所収益 0 0 2 1 0

託児所収益 42 47 44 42 57

 託児料 6 7 6 6 6

 補助金 2 3 3 3 2

 負担金交付金 33 37 36 33 49

 その他託児所収益 0 0 0 0 0

医業外費用 873 977 1,088 1,116 1,128

 支払利息及び企業債取扱諸費 160 137 116 95 78

 ⾧期前払消費税勘定償却 107 109 110 97 83

 雑損失 606 731 861 924 967

看護師養成所費用 123 152 127 122 136

 給与費 94 118 106 99 109

 経費 28 34 21 23 27

託児所費用 42 47 44 43 57

 給与費 37 44 41 40 54

 経費 5 3 3 3 3

経常利益 △ 729 △ 133 550 249 485
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出典 :岐阜 市 民病 院事 業決 算 書(平成 30 年度 ~令和 4 年度 ） △ はマ イ ナス  

 

令和 ４ 年度 にお ける 対 前年 度 増 減 分 析 は次 の と おり であ る  

 

ⅰ） 入 院収 益  

     医業 収益 の うち 入 院 収 益 は 13,169 百 万円 であ り 、 前 年 度 対 比 46 百万 円

（0.4％ ）増加 し て い る 。こ れ は 、入院 延患 者 数が 163,741 人（ 1 日 当 たり 449

人） と 、前 年度 と比 較 して 10,976 人（ 1 日 当た り 30 人 ）減 少 し た もの の、

平 均 在 院 日 数 の 短 縮 や 診 療 報 酬 改 定 に 伴 う 新 規 加 算 の 算 定 な ど に よ り 診 療

単価 が 上昇 した ため で ある 。  

 

ⅱ） 外 来収 益  

医業 収 益の うち 外来 収 益は 7,041 百 万円 で あ り、 前年 度 対 比 352 百万 円

（5.3％ ）増 加し てい る 。こ れ は 、外 来 患者 数 が 308,892 人（1 日 当 た り 1,271

人） と 前年 度と 比較 し て 4,343 人 （1 日 当 た り 13 人 ）増 加 し た こ と に加 え、

診療 単 価が 上昇 した た めで あ る 。  

 

   ⅲ） 給与 費  

     医業 費用 の うち 給 与 費 は 10,028 百 万円 で あ り 、前 年度 対 比 85 百万 円（ 0.8％）

減少 し てい る。 以下 の 内訳 科 目 別 増 減 表の 通 り 、給 料 が 44 百 万円 （1.1％）

増加 し た一 方で 、手 当 が 98 百 万円 （2.9％ ） 減 少し てい る 。 給 料 が 増加 した

主な 要 因は 、人 員増 加 によ る 医 療 技 術 員給 と 事 務員 給の 増 加 で あ る 。手 当が

減少 し た主 な要 因は 、 医師 に 対 す る 超 過勤 務 に 係る 手当 の 減 少 で あ る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

特別損失 0 0 0 340 0

 その他特別損失 340 0

当年度純利益 △ 729 △ 133 550 △ 91 485

前年度繰越欠損金 388 905 1,250 700 791

その他未処分利益剰余金変動額 △ 212 212 0 0 0

当年度未処理欠損金 905 1,250 700 791 306
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給与 費 の内 訳科 目別 増 減表  

 

 

ⅳ） 材 料費  

     医業 費用 の うち 材 料 費 は 6,615 百 万円 で あ り 、前 年度 対 比 62 百万 円（1.0%）

増加 し てい る。 以下 の 内訳 科 目 別 増 減 表の 通 り 、薬 品費 が 新 型 コ ロ ナウ イル

ス感 染 症治 療薬 や抗 が ん剤 購 入 の 影 響 で 147 百万 円 増 加 した 一方 で 、診 療材

料費 が 手術 件数 減少 の 影響 等 で 82 百 万 円 減 少 して い る 。  

 

材料 費 の内 訳科 目別 増 減表  

 
 

（単位：百万円）

区分 令和3年度 令和4年度 増減額 増減率

 給与費 10,113 10,028 △ 85 -0.8%

  （給料） 4,029 4,073 44 1.1%

  医師給 957 961 3 0.4%

  看護師給 1,943 1,934 △ 9 -0.5%

  医療技術員給 615 648 33 5.3%

  事務員給 384 402 18 4.7%

  現業員給 129 127 △ 2 -1.2%

  （手当） 3,393 3,296 △ 98 -2.9%

  医師手当 1,449 1,301 △ 148 -10.2%

  看護師手当 1,365 1,386 21 1.5%

  医療技術員手当 408 424 16 3.9%

  事務員手当 153 166 13 8.8%

  現業員手当 19 19 △ 0 -0.3%

  賞与引当金繰入額 665 650 △ 14 -2.2%

  報酬 0 0 △ 0 -38.2%

  法定福利費 1,362 1,363 1 0.1%

  退職給付費 618 603 △ 14 -2.3%

  児童手当 46 42 △ 4 -7.7%

（単位：百万円）

区分 令和3年度 令和4年度 増減額 増減率

 材料費 6,552 6,615 62 1.0%

  薬品費 4,692 4,838 147 3.1%

  診療材料費 1,838 1,755 △ 82 -4.5%

  給食材料費 20 17 △ 2 -12.6%

  医療消耗備品費 3 4 1 18.4%
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ⅴ） 経 費  

     医業 費用 の うち 経 費 は 3,414 百 万 円 であ り 、前 年 度比 265 百 万円 増 加し て

いる 。電 気 料 金 の値 上 が り等 の影 響 で 、光 熱 水費 が 前 年 比 169 百万 円（ 68.1%）

増加 し てい るこ とが 主 な要 因 で あ る 。  

 

 経 費 の内 訳科 目別 増 減表  

 

 

 

ⅵ） 減 価償 却費  

     医業 費用 の うち 減 価 償 却 費 は 1,333 百 万円 で あ り 、 前 年 度 比 186 百万 円

（12.3%）減 少 し て い る 。平成 28 年 度に 購 入し た 病 院 情 報 シス テ ム の減 価償

却の 減 少等 によ り、 器 械備 品 減 価 償 却 費が 減 少 して いる 。  

 

 

 

（単位：百万円）

区分 令和3年度 令和4年度 増減額 増減率

 経費 3,149 3,414 265 8.4%

  厚生福利費 16 16 △ 0 -0.4%

  報償費 231 223 △ 8 -3.6%

  旅費交通費 0 0 0 299.6%

  被服費 13 14 1 4.1%

  消耗品費 81 87 6 7.3%

  消耗備品費 9 10 1 14.7%

  光熱水費 248 417 169 68.1%

  燃料費 0 0 0 7.0%

  食糧費 2 2 0 0.9%

  印刷製本費 7 8 0 6.6%

  修繕費 71 99 28 39.0%

  保険料 24 32 8 30.9%

  賃借料 175 184 9 5.0%

  通信運搬費 25 25 △ 1 -2.6%

  委託料 2,052 2,092 40 1.9%

  公課費 0 0 △ 0 -72.8%

  諸会費 3 3 0 0.1%

  就職準備貸付金 6 7 1 16.1%

  貸倒引当金繰入額 19 25 6 30.2%

  雑費 164 171 7 4.2%
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減価 償 却費 の内 訳科 目 別増 減 表  

 

 

 

 

ⅶ） 医 業外 収益  

     医業 外収 益 は 2,586 百万 円で あり 、 前年 度比 39 百万 円 （1.5%） 減少 し て

いる 。 新型 コロ ナウ イ ルス 関 連 の 補 助 金や 助 成 金の 交付 の 影 響 で 補 助金 やそ

の他 医 業収 益が 増加 し てい る 一 方 、 減 価償 却 に 伴う 繰延 収 益 の 取 崩 額が 減っ

たこ と によ り⾧ 期前 受 戻入 は 減 少 し て いる 。  

 

 

ⅷ） 医 業外 費用  

     医業 外費 用 は 1,128 百万 円で あり 、 前年 度比 12 百万 円 （1.0%） 増加 し て

いる 。 主な 要因 は消 費 税の 精 算 に よ る 雑損 失 の 増加 であ る 。   

 

 

ⅸ） 看 護師 養成 所収 益 ・看 護 師 養 成 所 費用  

     看護 師養 成 所収 益 は 137 百万 円 で あり 、前 年 度 比 15 百 万円（ 11.8%）増 加

して い る。 主な 増加 要 因は 負 担 金 交 付 金の 増 加 であ る。  

     一方 看護 師 養成 所 費 用 は 135 百万 円 であ り、 前年 度比 14 百万 円（ 11.6%）

増加 し てい る。 主な 増 加要 因 は 退 職 給 付費 の 増 加等 によ る 給 与 費 の 増加 であ

る。  

 

ⅹ） 託 児所 収益 ・託 児 所費 用  

     託児 所収 益 は 56 百 万円 であ り、 前年 度 比 14 百 万 円 （33.9%）増 加し て い

る。 主 な増 加要 因は 負 担金 交 付 金 の 増 加で あ る 。  

     一方 託児 所 費用 は 56 百 万円 であ り、 前 年度 比 14 百 万 円 （33.3%） 増加 し

てい る 。主 な増 加要 因 は給 与 費 の 増 加 であ る 。  

 

 

 

（単位：百万円）

区分 令和3年度 令和4年度 増減額 増減率

 減価償却費 1,519 1,333 △ 186 -12.3%

  建物減価償却費 678 685 7 1.0%

  構築物減価償却費 0 0 0 0.0%

  器械備品減価償却費 841 648 △ 193 -22.9%
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３ 岐 阜市 病院 事業 を 取り 巻 く 環 境  

 

（１ ） 国の 医療 政策  

 

① 地 域包 括ケ アシ ス テム の 構 築  

地域 包 括ケ アシ ステ ム の実 現 へ 向 け て 日本 は 、 諸外 国に 例 を み な い スピ ー ドで  

高齢 化 が進 行し てい る 。  

 

65 歳以 上 の人 口 は 、 現 在 3,500 万 人を 超 え て おり 、2042 年の 約 3,900 万人 で  

ピー ク を迎 える が、そ の 後も 、75 歳以 上の 人 口 は増 加 し 続 け る こ と が 予想 され る。  

   この よう な状 況 の中 、団 塊の 世代 が 75 歳以 上と な る 2025 年（ 令和 7 年 ）以 降 

は、 国 民の 医療 や介 護 の需 要 が 、 さ ら に増 加 す るこ とが 見 込 ま れ て いる 。  

   この ため 、厚 生 労働 省 に お い て は 、2025 年（ 令 和７ 年）を目 途に 、高 齢 者の 尊 

厳の 保 持と 自立 生活 の 支援 の 目 的 の も とで 、 可 能な 限り 住 み 慣 れ た 地域 で 、自 分 

らし い 暮ら しを 人生 の 最期 ま で 続 け る こと が で きる よう 、 地 域 の 包 括的 な 支援 ・ 

サー ビ ス提 供体 制（ 地 域包 括 ケ ア シ ス テム ） の 構築 を推 進 し て い る 。  

   厚生 労 働 省 に お いて は 、 団塊 の世 代 が 75 歳以 上と なる 2025 年（ 令和 7 年 ）  

を目 途 に、 重度 な要 介 護状 態 と な っ て も住 み 慣 れた 地域 で 自 分 ら し い暮 ら しを 人 

生の 最 後ま で続 ける こ とが で き る よ う 、住 ま い ・医 療・ 介 護 ・ 予 防 ・生 活 支援 が 

一体 的 に提 供さ れる 地 域包 括 ケ ア シ ス テム の 構 築を 目指 す こ と と し てい る 。  

 

今後 、 認知 症高 齢者 の 増加 が 見 込 ま れ るこ と か ら、 認知 症 高 齢 者 の 地域 で の生  

活を 支 える ため にも 、 地域 包 括 ケ ア シ ステ ム の 構築 が重 要 で あ る 。   

   人口 が横 ばい で 75 歳以 上 の人 口 が 急 増 する 大都 市 部 、 75 歳以 上 の 人 口 の 増加  

は緩 や かだ が人 口は 減 少す る 町 村 部 等 、高 齢 化 の進 展状 況 に は 大 き な地 域 差が 生 

じて い る。   

地域 包 括ケ アシ ステ ム は、 保 険 者 で あ る市 町 村 や都 道府 県 が 、 地 域 の自 主 性や  

主体 性 に基 づき 、地 域 の特 性 に 応 じ て 作 り 上 げ てい くこ とが 必 要 と され て い る。  
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出典 ： 平成 28 年 3 月  地域 包括 ケ ア 研 究 会 報告 書  
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② 地 域医 療構 想  

今後 の 人口 減少 や高 齢 化に 伴 う 医 療 ニ ーズ の 変 化に 備え 、 質 の 高 い 医療 を 効率  

的に 提 供す るこ とを 目 的に 、 医 療 機 関 の機 能 分 化や 連携 を 促 す 内 容 で各 都 道府 県

が策 定 する もの とし て 平成 27 年 に 制 度 化 さ れ た。   

特に 病 院の 病床 機能 に おい て 、 高 度 急 性期 機 能 、急 性期 機 能 、 回 復 期機 能 、慢  

性期 機 能の ４つ に区 分 し、2025 年（ 令和 ７ 年 ）時点 にお い て 地 域で 不足 す る 病 床

区分 へ の転 換を 関係 者 の協 議 （ 地 域 医 療構 想 調 整会 議） に よ り 推 し 進め る もの で

ある 。 な お 、新 型コ ロ ナウ イ ル ス の 感 染拡 大 に よる 医療 提 供 体 制 へ の影 響 は見 ら

れた も のの 、「 感 染拡 大 時の 短期 的な 医療 需 要に は、各 都 道 府 県 の「医 療計 画 」に

基づ き 機動 的に 対応 す るこ と を 前 提 に 、地 域 医 療構 想に つ い て は 、 その 基 本的 な

枠組 み （病 床の 必要 量 の推 計 ・ 考 え 方 など ） を 維持 しつ つ 、 着 実 に 取り 組 みを 進

めて い く」 とし てい る 。  

（引 用 ：新 型コ ロナ ウ イルス 感 染 症 対 応 を 踏 ま えた 今後 の医 療 提 供 体制 の 構 築 に向

けた 考 え方  令 和 2 年 12 月 15 日  医 療 計 画 の見 直 し 等 に 関 す る 検 討 会）   

 

 
出 典  ： 厚 生 労 働 省 ホ ー ム ペ ー ジ  地 域 医 療 構 想  掲 載 図   
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③ 公 立病 院改 革  

総務 省 で進 めて いる 公 立病 院 改 革 は 、平 成 19 年 の公 立病 院 改 革 ガ イ ドラ イ ン、  

平成 27 年 の新 公立 病 院改 革 ガ イ ド ラ イン に よ り、 ２回 に わ た っ て 公立 病 院に 改

革プ ラ ンの 策定 を要 請 して き た 。  

令和 ４ 年か らは 公立 病 院経 営 強 化 ガ イ ドラ イ ン を示 し 、「 公 立 病 院 経 営強 化プ  

ラン 」 の策 定を 求め て いる 。 令 和 ４ 年 度か ら 令 和５ 年度 の 間 で 策 定 をす る こと と

して お り、 地域 医療 構 想を 踏 ま え た 機 能分 化 と 連携 強化 へ の 取 り 組 み、 感 染症 拡

大時 の 対応 や働 き方 改 革等 に よ る 影 響 を考 え た うえ で、 公 立 病 院 の 経営 を 強化 し

てい く こと を目 的と し てい る 。   

 

 
出 典 ： 「 持 続 可 能 な 地 域 医 療 提 供 体 制 を 確 保 す る た め の 公 立 病 院 経 営 強 化 ガ イ ド ラ イ ン 」 の 概 要  
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④ 医 師の 働き 方改 革 ・医 療 従 事 者 の 勤務 環 境 の改 善に つ い て    

人口 の 減少 、若 い世 代 の職 業 意 識 の 変 化、 医 療 ニー ズの 多 様 化 に 加 え、 医 師等  

の偏 在 など を背 景と し て医 療 機 関 に お ける 医 療 従事 者の 確 保 が 困 難 な中 、 質の 高

い医 療 提供 体制 を構 築 する た め に は 、 勤務 環 境 の改 善を 通 じ 、 医 療 従事 者 が健 康

で安 心 して 働く こと が でき る 環 境 整 備 が求 め ら れて いる 。   

    こう し た 中 で 、厚生 労 働 省 内 の プロ ジ ェ クト チー ム や 関 係 審 議会 等 での 議論 を 

経て 、医療 分野 の「雇 用の 質 」向 上の 取 り 組 み が進 めら れ る と と も に、平成 26 年 

10 月 1 日に は医 療機 関の 勤 務環 境改 善に 関 する 改 正 医 療 法 の 規 定 が 施行 され 、各 

医療 機 関が ＰＤ ＣＡ サ イク ル を 活 用 し て計 画 的 に勤 務環 境 改 善 に 取 り組 む 仕組 み 

（勤 務 環境 改善 マネ ジ メン ト シ ス テ ム ）が 導 入 され た。   

  

【勤 務 環境 改善 マネ ジ メン ト シ ス テ ム の概 要 】  

  

勤務 環 境改 善マ ネジ メ ント シ ス テ ム と は、各 医 療機 関 に お い て 、『 医 師 、看 護 師、

薬剤 師 、事 務職 員等 の 幅広 い 医 療 ス タ ッフ の 協 力の 下、 一 連 の 過 程 を定 め て継 続

的に 行 う自 主的 な勤 務 環境 改 善 を 促 進 する こ と によ り 、快 適な 職場 環 境を 形成 し、

医療 ス タッ フの 健康 増 進と 安 全 確 保 を 図る と と もに 、医 療 の 質 を 高 め、 患 者の 安

全と 健 康の 確保 に資 す るこ と 』 を 目 的 とし て 、 各医 療機 関 の そ れ ぞ れの 実 態に  

合っ た 形で 、自 主的 に 行わ れ る 任 意 の 仕組 み で ある 。  

   各医 療機 関に お いて は 、 国 が 定 めた 指 針 や手 引き を 参 照 し て 、多 職 種で 構成 す

る推 進 チー ム等 によ り 、現 状 の 把 握 ・ 分析 、 課 題の 抽出 を 行 い 、 で きる こ とか ら

改善 計 画を 策定 して 取 り組 み を 始 め て いる 。  

   また 、都 道 府県 ごと に 、勤 務 環 境 改善 に 取り 組む 医療 機関 を 支援 す る た め の「 医

療勤 務 環境 改善 支援 セ ンタ ー 」 を 順 次 設置 し 、 医療 労務 管 理 ア ド バ イザ ー （社 会

保険 労 務士 等）や 医業 経営 ア ド バ イ ザ ー（ 医 業 経営 コン サ ル タ ン ト 等）が 専門 的・

総合 的 な支 援を 行っ て いる 。  
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出典 ： 厚生 労働 省ホ ー ムペ ー ジ  

 

 

【医 療 機関 勤務 環境 評 価セ ン タ ー に つ いて 】  

 

厚生 労 働省 では 、良 質 かつ 適 切 な 医 療 を効 率 的 に提 供す る 体 制 の 確 保を 推 進す

るた め の医 療法 等の 一 部を 改 正 す る 法 律（ 令 和３ 年 法 律 第 49 号 。以下「 改正 法 」

とい う 。） 第２ 条 の 規 定に よ る 改 正 後 の 医 療 法（昭 和 23 年法 律 第 205 号 ）第 107

条第 １ 項の 規定 の例 に より 、「 医 療 機関 勤 務 環 境評 価セ ンタ ー（ 以 下「 評 価 セ ン タ

ー」 と いう 。）」 を指 定 する こ と と し て おり 、 令 和４ 年４ 月 １ 日 付 け で、 評 価セ ン

ター と して 、公 益社 団 法人 日 本 医 師 会 を指 定 し た。   

今後 、評 価 セ ン タ ー に よ る評 価に おい て は 、「 医 療機 関の 医師 の 労 働 時間 短 縮 の

取り 組 みの 評価 に関 す るガ イ ド ラ イ ン （ 評 価 項目 と 評 価 基 準 ）」 に 基づ いて 評 価

等が 行 われ るこ とと な る。   
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出典 ： 厚生 労働 省ホ ー ムペ ー ジ  

 

⑤ 医 療介 護総 合確 保 促進 会 議   

医療 計 画並 びに 市町 村 介護 保 険 事 業 計 画及 び 都 道府 県介 護 保 険 事 業 支援 計 画が  

同時 に 開始 する 令和 ６ 年度 を 見 据 え 、 総合 確 保 方針 の改 定 に つ い て 、医 療 介護 総

合 確 保 促 進 会 議 に お い て 議 論 し 、「 地 域 に お け る 医 療 及 び 介 護 を 総 合 的 に 確 保 す

るた め の基 本的 な方 針（ 総合 確 保 方 針 ）」の 一部 を 改 正 し、令 和５ 年 ３月 17 日 に

告示 し た。   

  

   その 中で 「ポ ス ト 2025 年 の医 療・ 介 護提供 体 制 の 姿 」 ௗが示 さ れた 。  

  

以下 一 部抜 粋  「 ポ スト 2025 年の 医療 ・ 介護提 供 体 制 の 姿 」  

ௗ   い わ ゆ る 団 塊 の 世代が 全 て 75 歳以 上 と なる 2025 年（ 令和 ７年 ）に向 けて 、医  

療機 能 の分 化・ 連携 や 地域 包 括 ケ ア シ ステ ム の 構築 が進 め ら れ て き たが 、 一方  

で、 今般 の 新 型 コ ロ ナ ウ イル ス感 染症 対 応 に おい て 、地域 にお け る 医 療・介 護 の 

提供 に 係る 様々 な課 題 が浮 き 彫 り と な った 。  

今後 、医療・介 護 の複 合的 ニ ー ズ を 有 する 85 歳 以上 人 口 が急 増し 、また 、高 齢  

者の 単 独世 帯も 増加 し てい く 中 で 、 例 えば 単 身 で暮 らす 複 数 の 基 礎 疾患 を 持つ 要

介護 の 高齢 者へ の急 性 期や 感 染 症 の 対 応な ど 、新 型コ ロナ ウイ ルス 感 染症 対応 は、

この ま ま対 策を 講じ な けれ ば い ず れ 直 面す る で あろ う医 療 ・ 介 護 提 供体 制 の課 題

を、 現 実に 体験 した も のと 捉 え る こ と もで き る 。他 方、 こ う し た 危 機の 中 にあ っ

て 、 医 療 ・ 介 護 の 現 場 あ る い は 現 場 と 行 政 の 間 等 で 、 密 接 な 意 思 疎 通 が 求 め ら

れ、 新た な 形 を 含 め 様 々な役 割 分 担・連 携・協 力の 取り 組み が模 索 され 、地 域 で
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実現 し たこ とも 確か で あり 、 今 後 の 医 療・ 介 護 提供 体制 の 改 革 に こ うし た 経験 を

活か し てい くこ とが 期 待さ れ る 。  

   今後 、全国 的に は 2040 年（ 令和 22 年 ）頃 に 、高 齢者 人 口 が ピー ク を 迎 える 中 

で、 医 療・ 介護 の複 合 的ニ ー ズ を 有 す る高 齢 者 数が 高止 ま り す る 一 方、 生 産年 齢 

人口 の 急減 に直 面す る とい う 局 面 を 迎 える こ と とな る。 さ ら に 医 療 ・介 護 提供 体 

制の 改 革を 進め てい く に当 た っ て は 、 こう し た 局面 を視 野 に 入 れ て 、実 現 が期 待 

され る 医療 ・介 護提 供 体制 の 姿 を 関 係 者が 共 有 した 上で 、 そ こ か ら 振り 返 って 現 

在す べ きこ とを 考え る 形（バ ッ クキ ャス ト）で具 体 的 に 改革 を進 め て いく こ とが

求め ら れる 。そ の 際 、医 療・介護 の提 供 体制 を論 ず べ き 地 域 単位 で み れば 、こ う

した 変 化の スピ ード や 度合 い は 様 々 で あり 、地域 ご と の 人口 構造 や こ れに 伴 う医

療・介護 需要 の 変 化 を 見 据え なが ら 、地 域ご とに 適 切 に 対 応 でき る よ うな 形で 改

革を 進 め て い く 必 要が ある 。ま た、 既 に 減 少 に 転 じ て いる 生産 年齢 人口 が 2025

年（令 和 ７ 年 ）以降 さ らに 減 少 が 加 速 化す る こ とも 踏ま え る と 、必 要 なサ ー ビス

を創 出 して いく 取り 組 みを 続 け る 一 方 で、限 りあ る 人材 等で 増大 す る医 療・介護

ニー ズ を支 えて いく た め、医 療・介護 提 供 体 制の 最 適 化 や効 率化 を 図 って い くと

いう 視 点も 重要 であ る 。  

「ポ ス ト 2025 年 の 医 療・ 介 護 提 供体 制の 姿 」は、 高 齢 者 人 口 が ピ ー クを 迎え  

る中 で 、医 療・ 介護 の 複合 的 ニ ー ズ を 有す る 高 齢者 数が 高 止 ま り す る一 方 、生 産

年齢 人 口の 急減 に直 面 する と い う 局 面 にお い て 実現 が期 待 さ れ る 医 療・ 介 護提 供

体制 の 姿と して 現時 点 で想 起 し 得 る も のを 、 患 者・ 利用 者 な ど 国 民 の目 線 で描 い

たも の であ る。   
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出典 ： ポス ト２ ０２ ５ 年の 医 療 ・ 介 護 提供 体 制 の姿  

 

地域 完 結型 の医 療・ 介 護提 供 体 制 の 構 築  

 

出 典 ：「 全 世 代 対 応 型 の 持 続 可 能 な 社 会 保 障 制 度 を 構 築 す る た め の 健 康 保 険 法 等 の

一部 を 改正 する 法律 案 の概 要 」   
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出典 ： 第 19 回医 療介 護総 合 確 保 促進 会議  総 合確 保 方 針 の 改 定 案   

 

⑥ 紹 介受 診重 点医 療 機関  

   令和 ３年 ５月 に 成立 ・ 公 布 さ れ た「 良 質 かつ 適切 な 医 療 を 効 率的 に 提供 する 体 

制の 確 保を 推進 する た めの 医 療 法 等 の 一部 を 改 正す る法 律 」（ 令 和 ３ 年法 律第 49 

号） に より 医療 法が 改 正さ れ 、 地 域 の 医療 機 関 の外 来機 能 明 確 化 ・ 連携 に 向け て 

デー タ に基 づく 議論 を 地域 で 進 め る こ とを 目 的 とし て令 和 4 年 4 月 から 病 院及 び 

有床 診 療所 を対 象と す る外 来 機 能 報 告 制度 が 施 行さ れた 。 外 来 機 能 報告 制 度は 地 

域の 医 療機 関の 外来 機 能の 明 確 化 ・ 連 携に 向 け て、 地域 に お い て デ ータ に 基づ く 

議論 を 進め るこ とと し てい る 。  

具体 的 には 、対 象と な る医 療 機 関 が 都 道府 県 に 対し て、 外 来 医 療 の 実施 状 況を  

報告 （ 外来 機能 報告 ） し、 当 該 報 告 を 踏ま え て 「地 域の 協 議 の 場 」 にお い て、 外

来機 能 の明 確化 ・連 携 に向 け て 必 要 な 協議 を 行 う。 協議 の 中 で は 「 医療 資 源を 重

点的 に 活用 する 外来 」 を地 域 で 基 幹 的 に担 う 医 療機 関と し て 、 紹 介 患者 へ の外 来

を基 本 とす る医 療機 関 （紹 介 受 診 重 点 医療 機 関 ）を 明確 化 す る こ と とし て いる 。 

   令和 5 年 8 月 1 日厚 生 労働 省よ り岐 阜 市民 病 院 も 紹 介 受診 重 点 医療 機関 と して 

公表 さ れた 。  
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出 典 ： 厚 生 労 働 省 ホ ー ム ペ ー ジ  外 来 機 能 報 告 ・ 紹 介 受 診 重 点 医 療 機 関 に つ い て  
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（２ ） 岐阜 県保 健医 療 計画  

岐阜 県 保健 医療 計画 は 、医療 法第 30 条 の４ の規 定 に 基 づき 、保 健・医療 の充 実

に向 け て疾 病対 策や 医 療提 供 体 制 に 関 する 基 本 方針 を定 め る 法 定 計 画で あ る。

具体 的 な計 画の 作成 に 当た っ て は 、 国 が示 す 「 医療 提供 体 制 の 確 保 に関 す る基

本方 針 」等を 踏 ま え 、かつ 地 域の 実情 に応 じ なが ら 、「５ 疾病 ５ 事 業 及び 在宅 医

療に 係 る目 標、医 療連 携体 制 の構 築」、「 医療 圏 の設 定や 基準 病床 数 の算 定 」、「 医

師、 看 護師 等の 医療 従 事者 の 確 保 」、「 医療 の 安 全の 確保 」 の ほ か 、 特に 必 要と

認め ら れる 医療 につ い て記 載 す る 。 第 ６期 計 画 の計 画期 間 中 に は 、 平成 26 年

６月 に 「地 域に おけ る 医療 及 び 介 護 の 総合 的 な 確保 を推 進 す る た め の関 係 法律

の整 備 等に 関す る法 律 （平 成 26 年法 律 第 83 号）」 が 成 立 し、 効 率 的か つ質 の

高い 医 療提 供体 制を 構 築す る と と も に 、地 域 包 括ケ アシ ス テ ム （ 地 域に お ける

医療 及 び介 護の 総合 的 な確 保 の 促 進 に 関す る 法 律（ 平成 元 年 法 律 第 64 号） 第

２条 第 １項 に規 定す る 地域 包 括 ケ ア シ ステ ム を いう 。以 下同 じ 。）を 構築 す るこ

とを 通 じ、 地域 にお け る医 療 及 び 介 護 の総 合 的 な確 保を 推 進 す る た め、 保 健医

療計 画 の一 部と して 地 域医 療 構 想 （ 法 第 30 条 の４ 第２ 項 第 ７ 号 に 規定 す る地

域医 療 構想 をい う。以 下 同じ 。）が 導入 され た。岐阜 県 で は 、平 成 28 年 ７月 に

「岐 阜 県地 域医 療構 想 」を 策 定 し て い るが 、 良 質か つ適 切 な 医 療 を 効率 的 に提

供す る 体制 を構 築し 、 県民 の 医 療 に 対 する 安 心 、信 頼を 確 保 す る た めに 、 保健

医療 計 画を より 一層 有 効に 機 能 さ せ る とと も に 、地 域医 療 構 想 の 達 成に 向 けた

取り 組 みを 進め てい く こと が 求 め ら れ る。 な お 、保 健医 療 計 画 に お いて は 、他

の法 律 の規 定に よる 計 画で あ っ て 、 医 療の 確 保 に関 する 事 項 を 定 め るも の との

調和 が 保た れる よう に する と と も に 、 病床 の 機 能の 分化 及 び 連 携 の 推進 に よる

効率 的 で質 の高 い医 療 提供 体 制 の 構 築 及び 居 宅 等に おけ る 医 療 （ 以 下「 在 宅医

療」 と いう 。）・ 介護 の 充実 等 に よ る 地 域包 括 ケ アシ ステ ム の 構 築 が 一体 的 に行

われ る よう 、介 護 保 険 法（ 平 成 ９年 法律 第 123 号 ）第 118 条 第 １項 に規 定 す る

都道 府 県介 護保 険事 業 支援 計 画 （ 以 下 「都 道 府 県介 護保 険 事 業 支 援 計画 」 とい

う。）及 び 同 法 第 117 条第 １ 項 に 規 定 す る 市 町 村介 護保 険事 業 計 画（ 以下「 市町

村介 護 保険 事業 計画 」とい う 。）と の整 合性 を 確 保す る 。こ う した 方 向 性に 加え 、

疾病 構 造の 変化 等の 地 域の 実 情 を 踏 ま えて 第 ７ 期計 画を 策 定 し 、 県 民を は じめ

関係 者 で共 有し なが ら 、今 後 の 医 療 提 供体 制 の 充実 ・強 化 を 図 る こ とを 目 指し

てい る 。  

 

① 岐 阜県 医療 構想 区 域 

岐阜 県 民が 等し く医 療 サー ビ ス を 受 け るこ と が でき る医 療 提 供 体 制 を確 立 する 

ため 、 法第 30 条 の４ 第２ 項第 12 号及 び 13 号 の規 定に 基づ く 医 療 圏を 次の とお

り設 定 して いる 。  
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ⅰ） 一 次医 療圏 （市 町 村）  

身近 な 医療 の実 施単 位 とし て 、 住 民 が 日常 生 活 の中 で診 療 を 受 け る 圏域 を指

して い る。 市町 村の 区 域を 単 位 と す る 。  

ⅱ） 二 次医 療圏 （５ 圏 域）  

入院 医 療を 主体 とし た 医療 活 動 が 概 ね 完結 す る 圏域 を指 し て い る 。 下記 の５

圏域 を 単位 とす る。  

ⅲ） 三 次医 療圏 （県 全 域）  

先進 的 な技 術や 特殊 な 医療 、 専 門 性 の 高い 救 急 医療 など を 提 供 す る 圏域 を指

して い る。 県全 域を 単 位と す る 。  

 

地域 医 療構 想に おけ る 構想 区 域 は 、 人 口規 模 や 面積 、患 者 の 受 療 動 向や 医療  

提供 体 制等 の状 況を 踏 まえ 、 二 次 医 療 圏と 同 一 とな って い る 。 な お 、当 該 区域

は、 岐 阜県 高齢 者安 心 計画 の 老 人 福 祉 圏域 と も 一致 する 。  

岐阜 県 の地 域医 療構 想 にお け る 構 想 区 域は 、 岐 阜医 療圏 、 西 濃 医 療 圏、 中濃 

医療 圏 、東 濃医 療圏 、 飛騨 医 療 圏 と な って い る 。  

 

 
出典 ： 第 ７ 期  岐阜 県 保健 医 療 計 画  
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岐阜 県 二次 医療 圏区 域 図 

 
出 典 ： 第 ７ 期  岐 阜 県 保 健 医 療 計 画  
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② 病 床数 の状 況  

医療 法 第 30 条の ４第 ２項 第 14 号に 規 定 す る基 準 病 床 数 は 、以 下 の とお りで あ  

る。 基 準病 床数 は、 現 時点 に お け る 各 圏域 の 病 床整 備の 基 準 を 示 し 、過 剰 な整 備

を抑 制 する もの であ る 。 

 

 
出典 ： 第７ 期 岐阜 県 保健 医 療 計 画  

 

※精 神 病床 につ いて は 、第５ 期 岐阜 県障 害福 祉計 画 と連 動す るよ う 、第５ 期 岐

阜 県 障 害 福 祉 計 画 の 最 終 年 度 で あ る 令 和 ２ 年 度 末 の 精 神 病 床 に お け る 入 院

需要 と 整合 性を 図り 、令 和２ 年度 末 ま で の 基 準病 床 数を 算出 して い る。そ の

ため 、令 和２ 年 度 中 に 見 直し を行 い 、改 め て 令和 ５ 年 度 末 ま で の 基 準 病床 数

を算 出 する 。  
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③ 保 健・ 医療 施設 等  

ⅰ） 病 院  

病院 数 は平 成 11 年以 降年 々 減 少 して おり 、令和 2 年で は 85 施 設 と なっ てい  

る。 病 床数 も同 様に 減 少傾 向 に あ り 、 令和 2 年は 12,838 床 とな っ て いる 。  

 
 

平 成 11

年   

平 成 14

年   

平 成 17

年   

平 成 20

年   

平 成 23

年   

平 成 26

年   

平 成 29

年   

令 和 ２

年   

一 般 病 院  103  99  97  90  91  90  89  85  

精 神 科 病 院   13  13  13  13  13  12  12  12  

病 院 数 計  116  112  110  103  104  102  101  97  

病 床   一

般   

16,476  16,490  12,927  13,029  12,969  13,105  13,138  12,838  

療

養   

    3,451  3,461  3,432  3,389  3,199  2,950  

精

神   

4,408  4,360  4,324  4,273  4,192  4,066  3,962  3,863  

結

核   

374  341  167  157  137  137  127  101  

感

染

症   

28  28  28  30  30  30  30  30  

計   21,286  21,219  20,897  20,950  20,760  20,727  20,456  19,782  

出典 ： 医療 施設 調査 （ 厚生 労 働 省 ）  

 

また 、医 療 圏 別 病院 数 及 び病 床数 は 全 体 の約 4 割 を岐 阜 医 療圏 が占 め、残り

6 割が その 他医 療 圏に 分散 し て い る 状 況で あ る 。  

 
  
  

病 院 数   

  

病 床 数 計   
  

病 床 内 訳   

一 般   療 養   精 神   結 核   感 染 症      計  

岐 阜   41  8,429  5,862  1,349  1,170  40  8  8,429  

西 濃   15  3,485  1,890  563  986  40  6  3,485  

中 濃   18  3,242  1,988  543  705  -  6  3,242  

東 濃   14  2,899  2,024  258  598  13  6  2,899  

飛 騨   9  1,727  1,074  237  404  8  4  1,727  

計   97  19,782  12,838  2,950  3,863  101  30  19,782  

出 典 ： 医 療 施 設 調 査 （ 厚 生 労 働 省 ）  

 

 

 

 

 



41 

 

ⅱ ） 診療 所  

無床 診 療所 が増 加す る 一方 、 有 床 診 療 所は 減 少 して いる 。 ま た 、 歯 科診 療所 

数は 増 加が 続い てい る 。さ ら に 圏 域 別 の診 療 所 数を 人口 10 万 人 当 たり で 見る

と、西 濃 、中 濃 圏 域 で やや少 な く 、歯 科診 療 所は中 濃 圏 域 が 少 な い 状 況で ある 。  

 
    

  

平 成 11

年   

平 成 14

年   

平 成 17

年   

平 成 20

年   

平 成 23

年   

平 成 26

年   

平 成 29

年   

令 和 ２

年   

無 床 診 療 所   1,118 1,156 1,273 1,330 1,386 1,425 1,452 1,487 

有 床 診 療 所   279 263 230 192 184 154 133 123 

 合 計   1,397 1,419 1,503 1,522 1,570 1,579 1,585 1,610 
 

 病 床 数  3,174 2,959 2,648 2,205 2,041 1,806 1,657 1,515 

歯 科 診 療 所   877 897 929 938 939 947 965 958 

出典 ： 医療 施設 調査 （ 厚生 労 働 省 ）  

 

また 、医 療圏 別一 般診 療 所及 び歯 科診 療所 数 は病 院 と 同 様 に 全体 の 約 4 割を 岐阜  

医療 圏 が占 め、 残り 6 割 がそ の他 医療 圏に 分 散し て い る 状 況 であ る 。  

 
  

  

一 般 診 療 所     

 合 計  無 床 診 療 所   有 床 診 療 所   歯 科 診 療 所   

岐 阜   704 641 63 440 

西 濃   259 235 24 181 

中 濃   270 253 17 134 

東 濃   246 234 12 147 

飛 騨   131 124 7 56 

計   1,610 1,487 123 958 

出 典 ： 医 療 施 設 調 査 （ 厚 生 労 働 省 ）  
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（３ ） 岐阜 県地 域医 療 構想  

 

岐阜 県 は平 成 26 年６ 月に 「 地 域 にお ける 医 療 及び 介 護 の 総 合 的 な 確 保を 推進  

する た めの 関係 法律 の 整備 等 に 関 す る 法律 」 が 制定 され た こ と か ら 、効 率 的か つ

質の 高 い医 療提 供体 制 を構 築 す る と と もに 、 地 域包 括ケ ア シ ス テ ム を構 築 する こ

とを 通 じて 、地 域に お ける 医 療 及 び 介 護の 総 合 的な 確保 を 推 進 す る こと を 目的 と

した 「 地域 医療 構想 」 を策 定 し て い る 。  

地域 医 療構 想は 、将 来 ある べ き 医 療 提 供体 制 を 示し 、医 療 機 関 関 係 者の み なら  

ず、 介 護サ ービ ス事 業 所の 皆 様 、 医 療 を受 け る 住民 の皆 様 も 含 め 、 多く の 関係 者

がこ の 構想 に基 づい て 行動 し て い た だ くた め の 指針 とな る も の で あ る。   

地域 医 療構 想は 医療 法 第 30 条の ４ 第 ２ 項 第 ７ 号の 規 定 に よ り 、 医 療 計画 の一  

部と し て位 置付 けら れ てお り 、 次 に 掲 げる 事 項 を定 める と さ れ て い る。   

 

○入 院 患者 数の 推計   

国の 推 計方 法に 則り 、 現在 の 入 院 患 者 数に 将 来 の人 口推 計 を 性 ・ 年 齢別 に考

慮し て 2025 年度 （令 和 7 年度 ）に おけ る 推 計 入院 患者 数を 構 想 区 域ご と に

推計 す る。   

○必 要 病床 数の 推計   

推計 入 院患 者数 を基 に 、都 道 府 県 間 や 構想 区 域 間に おい て 医 療 機 関 が入 院医

療を 行 う患 者数 の増 減 を調 整 し 、 構 想 区域 内 の 機能 区分 ご と （ 高 度 急性 期・

急性 期 ・回 復期 ・慢 性 期） の 必 要 病 床 数及 び 居 宅等 にお け る 医 療 の 必要 量を

設定 す る。   

○将 来 のあ るべ き医 療 提供 体 制 を 実 現 する た め の施 策  

     地 域 医 療 介 護 総 合確 保 基 金 を 活 用 し な がら 、実 現 に向 け た 事業 を 展 開 する 。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



43 

 

① 医 療資 源等 の状 況  

ⅰ） 医 師  

人口 10 万 人 当た りの 医師 数 は 、 改善 傾向 に あ るも の の 、 令 和 ２ 年 時 点で  

224.5 人で あり 、全 国 平均 を 下 回 っ て い る 。  

 

医療 施 設従 事医 師数 （ 人口 １ ０ 万 人 当 たり ）   
平成 24 年  平成 26 年  平成 28 年  平成 30 年  令和 2 年  

岐阜 県  195.4 202.9 208.9 215.1 224.5 

岐阜 市  365.9 383.9 393.3 388.3 414.6 

全 国  226.5 233.6 240.1 246.7 256.6 

出典 ： 医師 ・歯 科医 師 ・薬 剤 師 調 査  

 

主要 診 療科 別の 医師 数 等  

医師 数 が最 も多 い内 科 は、 全 国 で は 減 少傾 向 に ある が、 岐 阜 県 で は 一定 数を  

維持 し てい る。 一方 で 、外 科 に つ い て は減 少 傾 向で ある （ 平 成 20 年 以降 は  

「 外 科 」 の う ち 「 乳 腺 外 科 」、「 気 管 食 道 外 科 」、「 消 化 器 外 科 」、「 肛 門 外 科 」 

を除 く 。）。  

  

     岐阜 県に お ける 主 要 な 診 療 科別 の 医 師数 の推 移  

 

出 典 ： 医 師 ・ 歯 科 医 師 ・ 薬 剤 師 調 査 （ 厚 生 労 働 省 ）  

 

 

 

 

救 急  

内科  

整 形  

外 科  

産 婦  

麻 酔  
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ⅱ） 看 護職 員  

     看 護 職 員 は 年 々 増加 し 、人口 10 万 人 当た りの 看護 職 員 数 は、2018 年（ 平 成 

30 年 ）を 除 き 、 全 国 平均と ほ ぼ 同 じ 水 準 で あ るが 、全 国順 位 は 2020 年 （令 和

２年 ） 時点 で 34 位と なっ て い る 。  

 

 

      出 典 ： 衛 生 行 政報 告 例 （ 厚 生 労 働 省 ）  

 

ⅲ） 薬 剤師   

     岐 阜 県 の 10 万人 当 た り の 薬 剤師 数 は 全国 平均 を 下 回 っ て お り、 今後 、在 宅  

医療 等 にお ける 薬剤 師 の役 割 拡 大 を 勘 案す れ ば 、一 層の 対 応 で き る 人材 の 確保  

が必 要 であ る。   

 

薬 局 ・ 医 療 施 設 従 事 薬 剤 師 数 （ 人 口 １ ０ 万 人 当 た り ）  

  平 成 24 年   平 成 26 年   平 成 28 年   平 成 30 年   令 和 2 年   

岐 阜 県   142.5  151.8  156  163.1  171.4  

岐 阜 市   210.7  234.5  241.9  255.1  263.3  

全 国   161.3  170  181.3  190.1  198.6  

出典 ： 医師 ・歯 科医 師 ・薬 剤 師 調 査 （ 厚生 労 働 省）  
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② 入 院患 者の 受療 動 向 

 

ⅰ） 医 療機 関数   

岐阜 県 内の 医療 機関 数 は、 病 院 が 97 機関 、 診 療所 が 1,610 機関 で あ る。  

 

 

 

医療 機 関数  

病院 数  診療 所 数  

合計  一般  精神  合計  有 床  無 床  

97 85 12 1,610 123 1,487 

出典 ： 医師 ・歯 科医 師 ・薬 剤 師 調 査 （ 厚生 労 働 省）  

 

ⅱ） 病 床数   

      県 内の 一 般 病 床と 療 養 病 床の 合計 は 17,303 床で あ り 、約 ９ 割を 病 院 の 病床 が 

占め る 。ま た、 全体 の 約８ 割 が 一 般 病 床で あ る 。  

 

病床 数 （精 神、 結核 、 感染 症 を 除 く ）  

合計  

(A＋B) 

病院  診療 所  

計（ A）  一般 病 床  療養 病 床  計（ B）  一般 病 床  療養 病 床  

17,303 15,788 12,838 2,950 1,515 1,283 232 

出典 ： 医師 ・歯 科医 師 ・薬 剤 師 調 査 （ 厚生 労 働 省）  

 

ⅲ） 病 床機 能報 告  

令和 ３ 年の 病床 機能 報 告で は 、急 性 期 病 床が 約 45％ と 最も 多 く 、高 度急 性 期  

病床 が 約 15％ と最 も 少 ない 結果 と な っ た 。   

 

病床 機 能報 告に 基づ く 病床 機 能 区 分 別 病床 数  

（令 和 ３年 11 月 1 日 時 点）  

病床 機 能区 分  病床 数  

高度 急 性期  2,504 

急性 期  7,751 

回復 期  2,658 

慢性 期  3,346 

休棟 中 、無 回答 等  836 

合計  17,095 

出典 ： 令和 ３年 病床 機 能報 告  
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③ 岐 阜県 地域 医療 構 想に お け る 医 療 提供 体 制 を実 現す る た め の 施 策 

地域 医 療構 想を 実現 し 、そ の 地 域 に ふ さわ し い バラ ンス の と れ た 医 療・ 介 護  

  サ ービ ス提 供体 制 を構 築 す る た め 、地 域 医 療介 護総 合 確 保 基 金 を活 用 しな がら 、

以下 の ５つ の柱 に基 づ き事 業 を 展 開 す る。   

  

ⅰ） 病 床の 機能 分化 ・ 連携 の 推 進   

地域 医 療構 想の 達成 に 向け た 医 療 機 関 の施 設 ・ 設備 の整 備 等 を 推 進 し、 効率  

的で 質 の高 い医 療提 供 体制 を 構 築 す る 。  

  

ⅱ） 在 宅医 療・ 介護 体 制の 充 実    

地域 包 括ケ アシ ステ ム を構 築 し 、 住 み 慣れ た 地 域で 安心 し て 暮 ら す こと がで  

きる よ う、 在宅 医療 を 支え る 人 材 の 育 成、 体 制 の整 備等 を 実 施 す る 。 

 

ⅲ） 医 療従 事者 等の 育 成・ 確 保    

医師 等 医療 従事 者の 育 成・ 確 保 や 地 域 偏在 、 診 療科 偏在 対 策 を 行 う ほか 、医  

療従 事 者の 勤務 環境 改 善を 図 る 。  

  

ⅳ） 介 護施 設整 備、 人 材確 保 対 策 ・ 資 質向 上   

ニー ズ に見 合っ た介 護 サー ビ ス が 提 供 され る よ う介 護施 設 の 整 備 及 び介   

護人 材 の育 成・ 確保 を 推進 す る 。  

  

ⅴ） 健 康づ くり の推 進    

岐阜 県 健康 増進 計画 「 第２ 次 ヘ ル ス プ ラン ぎ ふ ２１ 」の 推 進 に よ り 、食 生活  

等の 生 活習 慣の 改善 や 生活 習 慣 病 の 発 症予 防 ・ 重症 化予 防 に よ る 健 康寿 命 の延

伸を 図 り、 医療 費の 抑 制に つ な げ る 。  
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４ 岐 阜市 民病 院新 改 革プ ラ ン の 評 価 等に つ い て（ 令和 ２ 年 度 ）  

 

  平成 27 年 3 月 に は公 立 病 院 改 革 の 更 な る 推進 につ いて 、 総 務 省か ら 「 新 公立 病

院改 革 ガ イ ド ラ イ ン（ 以下 「新 ガイ ド ラ イ ン 」 と い う 。）」 が策 定さ れた 。 新 ガ イド

ライ ン では 、こ れま で の「 経 営 の 効 率 化 」、「 再 編・ ネッ ト ワー ク化 」、「 経 営 形 態 の

見直 し 」 に 新 た に 「地 域医 療構 想を 踏 ま え た 役 割 の 明 確化 」を 加え た４ つ の 視 点に

立っ て 改革 を進 める こ とが 求 め ら れ て いる 。  

岐阜 市 民病 院で は岐 阜 市民 病 院 改 革 プ ラン 評 価 委員 会規 則 に 基 づ き 、岐 阜 市民 病

院改 革 プラ ン評 価委 員 会に お い て 、 岐 阜市 民 病 院新 改革 プ ラ ン （ 平 成 28 年度 ～令

和 2 年度 ）の 5 年間 の 実 施状 況に つい て 、新 ガ イド ラ イ ン に 規 定 す る「 地域 医療 構

想を 踏 まえ た役 割の 明 確化 」「経 営効 率 化 」「 再編・ネ ッ ト ワ ー ク化 」「経 営形 態 の見

直し 」 の 4 つ の視 点か ら 点検 ・評 価等 を行 っ てい る 。  

  以 下 、（１ ） ～ （ ４） の 視 点 から の点 検 ・ 評価 等 を 転 記 す る 。  

 

（１ ） 地域 医療 構想 を 踏ま え た 役 割 の 明確 化  

   岐阜 市 民 病 院 新 改 革プ ラン では 、岐 阜 市民 病 院 の 果 た すべ き 役 割と して 、 岐阜

市民 病 院が 市民 にと っ ての「最 後 の 砦（ より ど ころ ）」と して 、小 児・精 神 科医 療 、

災害 医 療と いっ た、 い わゆ る 政 策 医 療 や救 急 医 療を しっ か り と 守 っ てい く とと も

に、 岐 阜大 学医 学部 附 属病 院 な ど の 近 隣の 医 療 機関 と連 携 し な が ら 、岐 阜 圏域 全

体の 急 性期 医療 を担 う こと と し て お り 、こ の 役 割は 平成 28 年 7 月 に策 定 され た

「岐 阜 県地 域医 療構 想 」に お い て も 同 様に 求 め られ てい る 。  

これ ら の役 割を 果た す ため 、岐阜 市民 病院 は 、平成 30 年 度か ら、従 来か ら 検討

項目 と され てい たＨ Ｃ Ｕ・ 循 環 器 病 セ ンタ ー の 整備 を進 め 、 令 和 ２ 年４ 月 に運 用

を開 始 して いる 。こ れ によ り 、 高 齢 者 の増 加 に 伴っ て増 え る こ と が 見込 ま れる 心

臓疾 患 をは じめ とす る 急性 期 の 患 者 を 受け 入 れ る体 制の 更 な る 充 実 が図 ら れる と

とも に 、急 性期 医療 の 提供 に よ る 診 療 単価 の 増 加が 、経 営 の 安 定 化 をも た らし て

いる 。  

一方 で 、令 和２ 年３ 月 に、 岐 阜 市 で 初 めて 感 染 者が 確認 さ れ た 新 型 コロ ナ ウイ

ルス 感 染症 は、 その 後 も周 期 的 に 感 染 拡大 を 繰 り返 し、 月 日 を 追 う ごと に 感染 者

数が 増 加す る中 、岐 阜 市民 病 院 は 、 発 生初 期 か ら発 熱患 者 の 診 察 や 陽性 患 者の 入

院受 入 に対 応し てい る 。現 在 も 岐 阜 県 から 、 発 熱等 の症 状 が あ る 患 者の 診 察・ 検

査を 行 う「 診療 ・検 査 医療 機 関 」 の 指 定を 受 け 、症 状を 有 す る 患 者 への 対 応に あ

たる と とも に、 陽性 患 者専 用 の 病 床 を 確保 す る 「新 型コ ロ ナ ウ イ ル ス感 染 症重 点

医療 機 関」 の指 定を 受 け、 保 健 所 か ら の入 院 要 請に 応じ て い る 。 新 型コ ロ ナウ イ

ルス 感 染症 の発 生時 期 と前 述 の Ｈ Ｃ Ｕ ・循 環 器 病セ ンタ ー の 運 用 開 始時 期 とが 重

なっ た こと から 、従来 か らあ る中 央診 療棟 5 階 のハ イケ アユ ニ ッ ト を陽 性 患 者 専

用病 棟 に転 用す るこ と が可 能 と な り 、 重症 な 陽 性患 者の 受 入 れ に も 速や か に対 応

して い る。  
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また 、 新型 コロ ナウ イ ルス 感 染 症 の 拡 大に よ り 通常 診療 へ の 影 響 が 懸念 さ れる

中、 岐 阜市 民病 院は 、 救急 搬 送 患 者 を 積極 的 に 受け 入れ る な ど 、 新 型コ ロ ナウ イ

ルス 感 染症 に対 する 診 療と 通 常 診 療 の 両立 に 努 めて いる 。 そ の 結 果 、令 和 ２年 度

の救 急 搬送 受入 件数 は 、令 和 元年 度の 4,516 件 から 382 件 増 加し 、過去 ５ 年間 で

最多 の 4,898 件 とな っ てお り 、 地 域 の 救急 医 療 を維 持す る た め 、 懸 命に 取 り組 ん

でい る もの と高 く評 価 でき る 。  

医療 機 関に とっ て、 新 型コ ロ ナ ウ イ ル ス感 染 症 が収 束し た 後 に 、 ど のよ う な経

営戦 略 を立 てる かが 問 われ る と こ ろ で ある が 、 岐阜 市民 病 院 が 更 な る高 度 医療 の

提供 を 目指 すと して 循 環器 部 門 を 強 化 した こ と や、 救急 医 療 に 積 極 的に 取 り組 む

とし た こと は、 今後 の 病院 経 営 に お い て、 非 常 によ い選 択 で あ っ た と言 え る。  

この よ うに 、岐 阜市 民 病院 は 、 未 曾 有 の新 型 コ ロナ ウイ ル ス 感 染 症 にい ち 早く

対応 す ると とも に、 新 改革 プ ラ ン の 取 り組 み に より 、着 実 に 診 療 機 能を 高 め、 緊

急か つ 高度 な治 療を 必 要と す る 患 者 の 受入 れ に 継続 して 取 り 組 む な ど、 新 改革 プ

ラン に 定め る岐 阜市 民 病院 の 役 割 を 果 たす こ と がで きて い る と 評 価 でき る 。  

 

（２ ） 経営 効率 化  

令和 ２ 年度 決算 は、約 550 百万 円 の 経 常 利 益 を 計上 し、令 和元 年度 決 算の 約 133

百万 円 の経 常損 失か ら 約 683 百万 円の 収 支 改 善を 達 成 し てい る。  

新改 革 プラ ンで は、 ① 収支 改 善 、 ② 経 費削 減 、 ③収 入確 保 、 ④ 経 営 の安 定 性の

４つ の 観点 から 計 22 項目 の 数 値 目 標 を設 定 し てお り、 令 和 ２ 年 度 は 、11 項目 は

達成 で きた が、 11 項目 は未 達成 で あ っ た 。  

項目 別 では 、① 収支 改 善は 、 経 常 収 支 比率 、 退 職給 付引 当 金 を 除 い た経 常 収支

比率 の 2 項目 が達 成、 医業 収 支比 率が 未達 成 、②経 費 削 減 は、 医業 収益 に 対 す る

各費 用 の割 合を 示す 指 標５ 項 目 の う ち 、薬 品 費 、職 員給 与 費 の ２ 項 目が 未 達成 で

あっ た 。  

 

① 収 支改 善の 項目 に 関し て は 、 令 和 ２年 度 の 決算 の特 徴 と し て 、 新型 コ ロナ ウイ

ルス 感 染症 対応 に係 る 費用 や 薬 品 費 等 の医 業 費 用の 増加 に よ り 、令 和元 年 度 と 比

べて 医 業収 支比 率が 低 下し た も の の 、 ＨＣ Ｕ ・ 循環 器病 セン タ ーの 整備 に よ る 高

度な 医 療の 提供 や救 急 搬送 患 者 の 積 極 的な 受 入 れが 、医 業 収入 の増 加に 効 果 的 に

作用 し たこ とに 加え 、 新型コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症対 応に 係る 補 助 金 等も あ り 、 平

成 28 年度 以 来の 黒字 決算 と なり 、令 和元 年 度に 引 き 続 き 、 経 常 収 支 比率 の数 値

目標 を 達成 した 。  

 

② 費 用削 減の 項目 に 関し て は 、 職 員 給与 費 対 医業 収益 比率 の 目 標 を達 成 す る ため

には 、 職員 給与 費を い かに抑 え る か が 課 題 で あ るが 、診 療報 酬 の施 設基 準 に お い

ては 、 人員 体制 を評 価 し点数 化 し た も の が 多 い こと から 、診 療 機能 を高 め る た め

にも 一 定の 増員 はや む を得 な い こ と は 理解 で き る。 今後 も 、職 員給 与費 対 医 業 収
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益比 率 の上 昇を 抑え る ため 、 職 員 給 与費 の 増 加 と診 療報 酬で 得 ら れ る収 入 の バ ラ

ンス を 見極 めな がら 計 画的 に 職 員 を 採 用さ れ た い。  

一方 で 、新 型コ ロナ ウ イル ス 感 染 症 の 拡大 に 伴 い、 医療 従 事 者 の 業 務負 担 の増  

加が 懸 念さ れる とこ ろ であ り 、 職 員 の ワー ク ラ イフ バラ ン ス の 観 点 から 、 医師 を

はじ め とす る、 岐阜 市 民病 院 に 勤 務 す る医 療 従 事者 の働 き 方 改 革 の 取り組 み を一

層進 め られ るこ とを 切 望す る 。  

次に 、 材料 費に つい て は、 他 の 自 治 体 病院 に お ける 購入 価 格 を ベ ン チマ ー クと  

して 厳 密に 購入 価格 の 管理 を 行 っ て お り、 と り わけ 薬品 に 関 し て は 、他 の 自治 体

病院 の 平均 より も高 い 値引 率 を 維 持 し てい る 。  

また 、診 療 材料 に 関 し ては 、令 和 2 年 度ま で に院 内 採 用 品 目 数を 大 幅 に削 減し 、  

不良 在 庫の 発生 を抑 え る取 り 組 み を 行 うな ど 、 これ まで 当 委 員 会 か ら提 言 して き

た購 入 及び 在庫 管理 の 適正 化 に 順 次 対 応し 、 材 料費 の上 昇 抑 制 に 努 めた 結 果、 数

値目 標 を達 成で きて い るこ と は 評 価 で きる 。  

さら に 、薬 品に 関し て は、 主 に 、 抗 が ん剤 や 難 病に 対す る 高 額 な 薬 品の 登 場や  

既存 の 抗が ん剤 の適 応 疾患 の 拡 大 な ど によ り 、 薬品 の購 入 額 が 年 を 追う ご とに 増

加し て いる 。し かし 、 岐阜 圏 域 の 急 性 期医 療 を 担い 、ま た 、 が ん 診 療連 携 拠点 病

院、 地 域医 療支 援病 院 とし て 高 度 な が ん医 療 を 提供 する 岐 阜 市 民 病 院は 、 こう し

た最 先 端の 治療 を提 供 する こ と が 求 め られ る こ とか ら、 今 後 も 、 購 入価 格 や院 内

在庫 の 適正 化に 継続 し て取 り 組 み 、 薬 品費 対 医 業収 益比 率 の 上 昇 を 抑え な がら 、

最新 か つ高 度な 医療 が 提供 さ れ る こ と を期 待 す る。  

 

③ 収 入確 保の 項目 に 関し て は 、6 項 目 中、 患者 1 人 1 日 当た り 診 療収 入 及 び 平均

在院 日 数の 項目 を達 成 した 一 方 で 、 1 日当 た り 患者 数及 び病 床 利 用 率の 項 目 は 未

達成 で あっ た。  

岐阜 市 民病 院は 、新 改 革プ ラ ン に 基 づ く取 り 組み の 実 施 に よ り、 Ｈ Ｃ Ｕ・ 循環  

器病 セ ンタ ーの 整備 を はじ め と す る 急 性期 機 能 の充 実や 、 抗 が ん 剤 治療 な どの 高 

度医 療 の提 供に 努め た こと に 加 え 、令 和 2 年 度は 、救 急搬 送 患 者 の 積極 的 な受 入 

れに 取 り組 んだ こと に より 、1 人 1 日当 たり の診 療 収 入 が、 外来 、 入 院、 と も に  

大き く 上昇 して いる 。 その 結 果 、 新 型 コロ ナ ウ イル ス感 染 症 の 拡 大 によ り 、外 来 

受診 者 数や 新規 入院 患 者数 が 減 少 し 、 病床 利 用 率が 低下 す る 中 に あ って 、 診療 収 

入を 確 保す るこ とが で きた こ と は 高 く 評価 で き る。  

 

④ 経 営の 安定 性の 項 目に 関 し て は 、令 和 2 年 度決 算 に お い て 、企 業債 残 高 が 減少

し、 現 金保 有残 高が 増 加した こ と は 、 現 金保 有残 高 を重 要視 する 企 業経 営 に と っ

てよ い 傾向 であ り、 経 営の 健 全 性 は 維 持さ れ て いる と言 え る 。 引 き 続き 、 経営 体

力の 確 保に 努め られ た い。  

岐阜 市 民病 院は 、平 成 30 年度 に 729 百 万円 の純 損 失 を 計上 した が 、新改 革 プ  

ラン の 取り 組み に加 え 、後 述 す る 平 成 31 年 4 月の 地 方 公 営企 業法 の全 部 適 用 へ
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の移 行 を契 機に 事業 収 支が 改 善 し て お り、 経 営 の効 率化 は 進 ん で い ると 言 える 。

今後 も 、病 院事 業管 理 者の も と 、 更 な る収 支 改 善に 努め 、 質 の 高 い 医療 を 継続 し

て提 供 でき るよ う、 安 定的 な 経 営 基 盤 の強 化 を 図ら れた い 。  

 

（３ ） 再編 ・ネ ット ワ ーク 化  

   新改 革プ ラン で は、 地 域 に お け る中 核 的 な病 院と し て 、 救 急 医療 、 高度 ・専 門

医療 な どを 提供 する 現 行の 体 制 を 維 持 し、 地 域 医療 機関 と の 連 携 を 推進 す ると し

てい る 。  

   岐阜 県 地 域 医 療 構 想に おい ても 、岐 阜 市民 病 院 は 、 近 隣の 医 療 機関 と連 携 し、

岐阜 圏 域全 体の 急性 期 医療 を 担 う こ と が求 め ら れて おり 、 新 改 革 プ ラン の 方向 性

とも 一 致し てい る。  

   岐阜 市 民 病 院 は 、 岐阜 市医 師会 等の 協 力を 得 て 運 営 す る「 小 児 夜間 急病 セ ンタ

ー」 や 、岐 阜市 医師 会 、岐 阜 市 歯 科 医 師会 及 び 岐阜 市薬 剤 師 会 の 協 力を 得 て運 営

する 「 岐阜 市休 日急 病 セン タ ー 」 及 び 「岐 阜 市 休日 急病 歯 科 セ ン タ ー」 の 設置 を

通じ て 、地 域の 時間 外 救急 医 療 の 充 実 に貢 献 し てい る。  

   また 、岐 阜県 医 師会 と 岐 阜 県 病 院協 会 が 連携 して 設 置 し た 岐 阜県 地 域医 療連 携

ネッ ト ワー ク協 議会 が 運営 す る「 ぎ ふ 清流 ネ ッ ト 」に 情報 提 供施 設 と して 参加 し 、

地域 の 診療 所等 との 連 携強 化 に 努 め て いる 。  

   更に は、 平成 31 年 1 月 に設 立さ れ た 「 岐阜 医療 圏地 域 コ ン ソー シ ア ム （共 同

事業 体 ）」に 引 き 続 き 参 加 する こと で、岐阜 医 療 圏の 急性 期 医 療 を 担 う岐 阜 大学 医

学部 附 属病 院、 岐阜 県 総合 医 療 セ ン タ ー及 び 社 会医 療法 人 蘇 西 厚 生 会松 波 総合 病

院と の 連携 体制 を維 持 する と と も に 、 同じ 公 立 病院 であ る 羽 島 市 民 病院 と 定期 的

な意 見 交換 を実 施し 、 医療 連 携 体 制 を 構築 す る など 、地 域 医 療 機 関 との ネ ット ワ

ーク 化 は順 調に 推進 で きて い る と 評 価 でき る 。  

 

（４ ） 経営 形態 の見 直 し 

   岐阜 市 民 病 院 は 、 同病 院が 主体 性を も って 、 迅 速 か つ 機動 的 な 運営 が可 能 な体

制を 整 備し 、2 年に 一 度の 診 療 報 酬 改 定や 医 療 環境 の変 化 に 対 応 で きる 組 織づ く

り、 職 員配 置を 行う こ とで 、 早 期 に 病 院経 営 の 改善 が図 ら れ る と の 観点 か ら、 平

成 31 年 4 月 1 日 、 地 方公 営 企 業 法の 全部 適 用へ移 行 し た 。  

   移行 後は 、病 院 事業 管 理 者 が 中 心と な り 、職 員の 意 識 改 革 を 促す と とも に、 全

部適 用 の利 点を 活か し 、経 営 改 善 の 取 り組 み を 推進 した こ と な ど に より 、 事業 収

支を 大 きく 改善 させ て おり 、 経 営 形 態 の見 直 し の効 果が 十 分 に 発 揮 され た もの と

評価 で きる 。  

   引き 続き 、全 部 適用 の 経 営 形態 の中 で 、更 なる 改善 が 図ら れ る こと を期 待 す る 。

さら に 、新 型コ ロナ ウ イル ス 感 染 症 の 再拡 大 な ど、 医療 を 取 り 巻 く 環境 は 、今 後

もめ ま ぐる しく 変化 す るこ と が 想 定 さ れる こ と から 、他 の 経 営 形 態 につ い ても 情

報を 取 集し 、見 直し の 検討 を 継 続 さ れ たい 。  
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   以上 のこ とか ら 、「地 域医 療構 想 を 踏 ま え た役 割の 明確 化 」「 経 営効 率 化 」「再 編・

ネッ ト ワー ク化 」「 経 営 形態 の見 直 し 」の 4 つ の視 点を おお むね 達 成し 、安 定経 営

のも と で、 岐阜 市民 病 院の 役 割 を 果 た すこ と が でき てい る と 評 価 す る。  

   現在 、国 にお い ては、 令和 3 年 度 末 に 、公立 病院 改 革 の 新 た な指 針 とな る「 公

立病 院 経営 強化 ガイ ド ライ ン 」 を 策 定 した 。 ま た、 当該 ガ イ ド ラ イ ンに 基 づい て

策定 を 要請 する 「公 立 病院 経 営 強 化 プ ラン 」 に おい て、 機 能 分 化 ・ 連携 強 化の 推

進や 働 き方 改革 の推 進 、新 興 感 染 症 に 備え た 平 時か らの 対 応 と い っ た経 営 強化 の

ため に 必要 な取 り組 み を記 載 す る こ と や、令 和 4 年 度以 降 の具 体的 な策 定 ス ケ ジ

ュー ル など も明 らか に され た と こ ろ で ある 。  

   市民 の 安 心 、 安 全 な暮 らし を守 るた め 、今 後 策 定 す る 「公 立 病 院経 営強 化 プラ

ン」 の もと 、さ らに 関 係機 関 と の 連 携 を深 め 、 岐阜 圏域 に お い て 救 急医 療 や高 度

かつ 専 門的 な医 療を 提 供し つ つ 、地 域 医療 支 援 病院 、地域 が ん診 療 連 携拠 点病 院 、

災害 拠 点病 院な どの 地 域の 中 核 病 院 と して の 役 割を 果た し て い く こ とが 望 まれ る。 

 

   最後 に、 岐阜 市 が目 指 す 「 だ れ もが 自 分 らし く健 康 に 生 き ら れる ま ち」 を実 現

する た めに は、 いの ち を支 え る 安 心 の 医療 体 制 は不 可欠 で あ り 、 岐 阜市 民 病院 は

その 構 築に おい て重 要 な役 割 を 担 う こ とか ら 、 今後 も市 民 に 選 ば れ る病 院 であ り

続け る こと を期 待す る もの で あ る 。  

 

出典 ： 岐阜 市 民 病 院 新 改 革プ ラン の評 価等 に つい て  令 和 4 年 3 月 22 日  岐 阜市

民病 院 改革 プラ ン評 価 委員 会  
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第３ 外部監査の結果（総合意見） 

 

１ 岐 阜市 民病 院に お け る事 業管 理  

 

  包 括外 部監 査の 実 施に 当 た っ て 、 岐阜 市 民 病院 にお け る 事 業 管 理 の状 況を 把握 す

るた め に、 岐阜 市民 病 院の 経 営 （ 管 理 ）会 議 議 事録 及び 各 種 委 員 会 議事 録 、支 出予

算執 行 状況 表に より 、 岐阜市 民 病 院 内 で 行 わ れ てい る事 業管 理 の 取 り組 み を確 認し

た。  

 

 （岐 阜 市 民 病 院 に 係 る 重要 な会 議体 ）  

  令 和５ 年度 の岐 阜 市 民病 院の 事 業 管 理 に 関 連す る主 たる 会議 体 とし て 、 最 高 意思

決定 機 関で ある 病院 管 理者 会 議 、病 院内 部に 設け ら れた 病院 経営 会 議（ 以 下 、「 経営

会議 」とい う。）、及 び 病院 運 営 会 議（ 以下「 運 営会 議」とい う 。）が 挙げ られ る。そ

の内 容 をま とめ ると 下 記の と お り で あ る。  

会議 名  会 議の 目的 ・ 開 催 頻 度  構成 メ ン バ ー  

病院 管 理者 会議  病 院 経 営 上 の 重 要 な 事 項 を 審 議

する 。 審議 事項 は、 以 下で あ る 。 

〇経 営 に関 する 基本 的 構想  

〇予 算 ・決 算  

〇人 事  

〇施 設 の整 備改 善  

〇重 要 な医 療機 器の 導 入 

〇管 理 者が 必要 と認 め る事 項  

 

適宜 開 催  

病院 事 業管 理者、病 院 ⾧、統

括副院 ⾧、副院 ⾧、事 務 局 ⾧、

薬剤 局 ⾧、 看護 局⾧  

病院 経 営会 議  病院 経 営 上 の 課 題 に 対 す る協 議、

各 部 署 等 へ の 指 示 内 容 等 の 決 定

をす る 。  

〇各 部 局・重 点推 進 項 目 等の 報告

によ り、経営 状況 を 速 や かに 把

握・ 共 有  

〇経 営 上の 様々 な課 題 の協 議、対

応策 の 決定 、対処 部 署 へ の指 示 

〇各 部 局内 の会 議の 把 握、部 局 運

営に 関 する 助言 及び 指 示 

毎週 １ 回開 催  

病院 事 業管 理者 、病 院 ⾧、統

括副院 ⾧ 、副 院⾧ 、診 療 参 与 、

局⾧ 、 薬剤 部⾧ 、看 護 部⾧、

特任 看 護部 ⾧、副 看護 部⾧ の

うち 病 院⾧ が指 名す る 者、総

合企 画 室⾧ 、事 務局 次 ⾧、病

院政 策 課⾧ 、病 院財 務 課⾧ 、

病院 施 設課 ⾧、医事 課 ⾧、医

療情 報 室⾧  
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会議 名  会 議の 目的 ・ 開 催 頻 度  構成 メ ン バ ー  

病院 運 営会 議  病 院 運 営 上 の 重 要 な 事 項 に つ い

て報 告 ・協 議を する 。  

＜所 掌 事項 ＞  

〇診 療 、運 営、経 営 の 状 況の 報告

及び 協 議に 関す る事 項  

〇院 内 の委 員会 、会 議 等 の内 容の

報告 及 び協 議に 関す る 事項  

 

毎月 １ 回開 催  

病院 事 業管 理者 、病 院 ⾧、統

括副 院 ⾧ 、副 院 ⾧ 、診 療 参 与 、

特別 診 療顧 問、局⾧ 、看護 専

門学 校 ⾧ 、部 ⾧ 、セン タ ー⾧ 、

特 任 看 護 部 ⾧ 、 放 射 線 技 師

⾧、検査 技師 ⾧ 、事務 局 次⾧ 、

総合 企 画室 ⾧、医 療安 全推 進

室⾧ 、感 染 対策 室⾧ 、医療 ス

タッ フ 研修 室⾧ 、リハ ビリ テ

ーシ ョ ン科 技術 室⾧ 、臨床 工

学室 ⾧ 、栄 養管 理室 ⾧ 、副 看

護 部 ⾧ の う ち 病 院 ⾧ が 指 名

する 者 、医 療情 報室 ⾧ 、診 療

情報 管 理室 ⾧、医 療ク ラー ク

室⾧ 、 地域 連携 室⾧ 、 課⾧ 、

管理 監、看 護 専門 学校 副学 校

⾧ 
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２ 岐 阜市 民病 院の 経 営成 績 等管 理  

 

（１ ） 病院 事業 試算 表 対比 表 概 要 に よ る報 告 【 意見 】  

 

岐阜 市 民病 院で は、 毎 月１ 回 開 催 さ れ る病 院 運 営会 議で 前 月 分 MONTHLY 

REPORT 及 び岐 阜 市 病院 事 業 試 算表 対比 表 概 要を 報 告 し て い る 。  

岐阜 市 病院 事業 試算 表 対比 表 概 要 に 記 載さ れ て いる 内容 は 、 会 議 前 月ま で の損  

益累 計 額等 、前 年度 及 び前 々 年 度 同 月 時点 の 損 益累 計額 等 、 対 前 年 度比 増 減額 、

対前 々 年度 比増 減額 で ある 。 そ の 他 の 収益 情 報 とし て、 各 年 度 前 月 まで 累 計の 延

入院 患 者数 、新 規 入 院 患者 数 、1 人当 た り 入 院 単価 、延 外 来患 者数 、1 人 当た り 外

来単 価 を報 告し てお り 、費 用 情 報 と し て、 給 与 費、 材料 費 （ 薬 品 費 ・診 療 材料 費

別）、経費 等を 報 告 し ている 。そ の 他の 情報 とし て 、新型 コロ ナ ウ イ ルス 感染 症対

応関 連 情報 があ る。  

   上記 の情 報及 び 報告 に つ い て 、 次の 点 か ら経 営成 績 管 理 に つ いて の 分析 が不 十 

分で あ ると 考え られ る 。 

 

① 収 益・ 費用 比較 以 外の 情 報 は 、 月 次推 移 、 前年 同月 比 較 あ る い は累 計 比較  

によ る 増減 額、 増減 率 は把 握 で き る も のの 、 増 減額 の原 因 分 析 等 の 記載 は な

い。  

② 収 益・ 費用 比較 に は、 病 院 全 体 の 収益 及 び 費用 につ い て 、 前 年 度及 び 当年 度

の月 次 比較 をし た結 果 が記 載 さ れ て い るが 、 例 えば 、人 件 費 の 増 減 要因 と し

て、6 月及 び 12 月の「 期 末勤 勉手 当」など 、毎 年度 定例 的 に 発 生 す る要 因 の

記載 も ない 。  

③ 報 告事 項は 収益 ・ 費用 比 較 に と ど まり 、 重 要な 固定 資 産 の 取 得 、患 者 負担 分

未収 金 残高 等の 貸借 対 照表 項 目 に つ い ての 記 載 はな い。  

 

分析 が 不十 分な 事項 に つい て 質 問 及 び 関連 資 料 等の 閲覧 を 実 施 し た とこ ろ 、電

子カ ル テに 補足 情報 が ある こ と 及 び 令 和 5 年 度よ り カ ラ ー 資 料等 を 用 い、補 足 事

項等 を 口頭 で説 明し て いる 等 、 わ か り やす い 報 告に 心掛 け て い る と のこ と であ っ

た。 今 後は 、増 減分 析 等を 含 め た 報 告 と病 院 経 営に 重要 な 影 響 を 及 ぼす 貸 借対 照

表項 目 につ いて も報 告 をす る こ と が 望 まし い 。  

 

（２ ） 診療 科別 患者 数 及び 収 益 の 分 析 【意 見 】  

 

岐阜 市 民病 院に おい て は多 く の 診 療 科 別の 資 料 を作 成し て お り 、 経 営数 値 の把

握は で きて いる 。こ の うち 、 収 益 に 占 める 割 合 の高 い入 院 収 益 に つ いて 、 令 和 3

年度 及 び令 和４ 年度 の 診療 科 別 入 院 収 益、 患 者 数及 び入 院 診 療 単 価 は次 の とお り

であ る 。  
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   入院 収益 につ い て令 和 3 年 度 と 令 和４ 年度 を 比 較 す る と、全 体の 金 額 は ほぼ 横

ばい と なっ てい るが 、 診療 科 ご と で 見 ると 増 減 が顕 著な 診 療 科 が 散 見さ れ る。 ま

た、 令 和 4 年度 の 患 者 数 は令 和３ 年 度 に 比 し 約 11,000 人 減少 して いる が 、 入 院

診療 単 価は 、8 割 以上 の診 療 科 で 増 加 して い る 。  

   岐阜 市 民 病 院 全 体 の入 院収 益は 減少 し てい な い も の の 、診 療 科 ごと では 収 益、

患者 数 、入 院診 療単 価 とも 増 減 し て い るこ と か ら、 定量 的 及 び 定 性 的な 要 因を 把

握し 、 増減 要因 の分 析 を継 続 的 に 実 施 する こ と が望 まし い 。  

 

（３ ） 診療 科別 の費 用 の分 析 【 意 見 】  

 

外来 ・ 入院 とも 診療 科 別の 収 益 の 把 握 はで き て いた 。一 方 費 用 に 関 する 資 料に

つい て 関連 資料 を確 認 した と こ ろ 、 令 和 3 年 度は 変 動 費 を 各 診 療 科 毎に 把握 し、

限界 利 益を 算出 、固 定 費を 配 賦 し て 診 療科 別 利 益を 算出 し て い た が 、病 院 全体 の

収益 情 報に つい ては 公 表さ れ て い る 決 算書 の 数 値と 整合 性 が 取 れ て いな か った 。 

管理 会 計資 料は 公表 事 項で は な い が 、 期末 時 点 にお いて は 、 確 定 し た決 算 書と

の整 合 性が 保た れる よ うに す る こ と が 望ま れ る 。  

項目

診療科 令和3年度 令和4年度 増減 令和3年度 令和4年度 増減 令和3年度 令和4年度 増減

循環器内科 1,049 1,051 2 10,022 9,097 △ 925 104,720 115,550 10,830

腎臓内科 124 118 △ 6 2,210 1,871 △ 339 56,535 63,126 6,591

消化器内科 1,103 1,329 226 17,711 19,229 1,518 62,293 69,145 6,852

血液内科 1,969 2,083 114 20,214 19,466 △ 748 97,445 107,025 9,580

糖尿病内科 137 193 56 2,960 3,682 722 46,474 52,612 6,138

総合内科 251 234 △ 17 5,342 4,207 △ 1,135 47,140 55,672 8,532

神経内科 224 188 △ 36 4,479 3,383 △ 1,096 50,164 55,681 5,517

外科 1,317 1,416 99 16,503 16,503 0 79,862 85,839 5,977

乳腺外科 106 120 14 1,304 1,294 △ 10 81,865 92,757 10,892

整形外科 1,576 1,398 △ 178 18,737 14,755 △ 3,982 84,124 94,782 10,658

小児科 994 821 △ 173 13,060 10,908 △ 2,152 76,153 75,278 △ 875

産婦人科 682 778 96 7,134 7,397 263 95,724 105,265 9,541

眼科 20 0 △ 20 213 2 △ 211 95,050 0 △ 95,050

耳鼻いんこう科 224 212 △ 12 3,548 2,627 △ 921 63,205 80,821 17,616

皮膚科 115 118 3 2,595 2,416 △ 179 44,532 49,093 4,561

泌尿器科 456 557 101 6,230 7,306 1,076 73,206 76,282 3,076

呼吸器内科 934 844 △ 90 14,781 12,999 △ 1,782 63,227 64,929 1,702

呼吸器外科 224 123 △ 101 1,843 897 △ 946 122,001 137,751 15,750

心臓血管外科 437 392 △ 45 2,988 2,760 △ 228 146,272 142,255 △ 4,017

精神科 269 277 8 11,349 11,049 △ 300 23,736 25,099 1,363

脳神経外科 863 880 17 10,914 11,437 523 79,128 77,000 △ 2,128

歯科 40 33 △ 7 580 456 △ 124 69,547 74,082 4,535

合計 13,114 13,165 51 174,717 163,741 △ 10,976 － － －

入院診療単価（円）患者数（人）収益（百万円）
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令和 4 年度 の診 療科 別 費用 及 び 収 益 の 把握 に つ いて 聞き 取 り を 実 施 した と ころ 、

原価 計 算シ ステ ムを 導 入し て い る が 、管 理が 複雑 な 費 用（人 件 費等 ）があ るた め、

シス テ ム会 社と 協力 し て対 応 中 で あ り 、令 和 ５ 年度 中に 方 向 性 を 決 定で き るよ う

最適 な 方法 を模 索中 と のこ と で あ る 。  

原価 計 算の 概念 には 、 収益 に 対 応 し て 増減 す る 費用 （以 下 「 変 動 費 」と い う 。）

と収 益 に対 応せ ず一 定 額発 生 す る 費 用（ 以 下「固 定 費 」とい う 。）が あ り、固定 費

の配 賦 方法 や配 賦基 準 の決 定 は 、 組 織 全体 で 十 分な 議論 が 必 要 な 論 点で あ る。  

一般 に 診療 科別 原価 計 算の 按 分 配 賦 は 、一 定 の 仮定 に基 づ く 配 賦 率 等に 基 づい

て計 算 され るこ とか ら 、仮 定 が 実 態 に 即し て い ない 場合 に 正 確 な 数 値は 算 出で き

ない た め、 現時 点に お いて も 最 適 な 方 法を 模 索 中で あり 、 原 価 計 算 が困 難 であ る

とし た 当該 理由 に一 定 の合 理 性 は 認 め られ る 。 しか し、 費 用 発 生 の 現状 把 握が で

きて お らず 、病 院 全体 の損 益 の発 生原 因を 明 確に す る た め に 、診療 科及 び 部 門（以

下「診 療 科 等」と い う 。）で発 生 した 費用 につ いて も、病 院 全体 で前 年同 月 比 較 あ

るい は 累計 比較 を行 う のみ な ら ず 、 増 減が 著 し い診 療科 等 に つ い て 、そ の 原因 分

析が 必 要と 考え る。 具 体的 に は 、 変 動 費の 把 握 がで きる 場 合 は 、 変 動費 の みに よ

る原 価 計算 から 取り 組 み、 固 定 費 は 病 院全 体 で 回収 可能 か ど う か を 分析 し 、導 入

した 原 価計 算シ ステ ム を稼 働 す る よ う 早期 の 改 善が 望ま れ る 。  

 

（４ ） 医療 機器 等固 定 資産 取 得 に 関 す る購 入 ・ 稼働 につ い て 【 意 見 】 

 

岐阜 市 民病 院で 令和 ４ 年度 に 取 得 し た 主要 な 物 品購 入は 以 下 の と お りで あ る。 

 

契約 年 月  設置 場 所  物 件名  契約 金 額 （ 単 位 ：円 ）  

令和 4.4 医 療情 報部  勤怠 管 理 シ ス テ ム  16,137,000 

令和 4.5 循 環器 内科  据置 型 循 環 器 用 X 線 透 視

診断 装 置  

153,285,000 

令和 4.6 栄 養管 理室  厨房 機 器  27,060,000 

令和 4.8 臨 床工 学室  人工 心 肺 装 置  52,602,000 

令和 4.8 中 央放 射 線 部  据置 型 汎 用 X 線透 視 診 断

装置  

34,980,000 

令和 4.9 泌尿 器 科  泌 尿 器 科 砕 石 用 レ ー ザ

ー装 置  

22,539,000 

令和 4.9 消 化器 内科  肝 臓 専 用 超 音 波 画 像 診

断装 置  

15,950,000 

出典 ： 令和 ４年 度岐 阜 市病 院 事 業 会 計 決算 報 告 書よ り抜 粋 、 監 査 人 が加 工  
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また 、 平成 30 年度 か ら令和 3 年度 中 に取 得 し た主 要な 物 品 購 入 の 件数 及 び金

額は 以 下の とお りで あ る。  

 

事業 年 度  種 類  件 数  合 計金 額  

（単 位 ：円 ）  

平成 30 年 度  医療 機 器 等  5 件 292,777,200 

その 他 シス テム 等  ４件  114,696,000 

令和 元 年度  医療 機 器 等  18 件 489,283,900 

その 他 シス テム 等  ４件  115,653,680 

令和 ２ 年度  医療 機 器 等  ９件  314,336,000 

その 他 シス テム 等  １件  10,890,000 

令和 ３ 年度  医療 機 器 等  ７件  182,211,700 

その 他 シス テム 等  ３件  91,579,950 

出典 ： 各年 度岐 阜市 病 院事 業 会 計 決 算 報告 書 よ り抜 粋、 監 査 人 が 加 工 

 

病院 事 業で は 、高 額 の 医療 機 器 の 購入 は医 療 の 質に 大 き く 影 響 す る こ とと なり 、

事業 を 実施 する に当 た って 重 要 な 要 因 とな っ て くる 。岐 阜 市 民 病 院 では 、 翌年 度

の医 療 機器 等の 購入 に 係る 前 年 度 実 施 の予 算 要 求、 及び 購 入 年 度 の 決裁 ・ 入札 等

につ い ての フロ ーは 、 下記 の と お り で ある 。  

 

 

 

購入 前 年度  

① 翌 年度 医療 機器 購 入に つ き 、 要 望 調査 票 で の提 出依 頼  

（医 療 機器 購入 委員 会 ） 

② 医 療機 器購 入委 員 会で の 購 入 機 器 の選 定  

③ 病 院管 理者 会議 に て承 認  

④ 医 療機 器購 入委 員 会に て 承 認  

 

 

購入 年 度  

⑤ 機 種選 定委 員会 審 議 

⑥ 購 入伺 決裁 （決 裁 者： 病 院 事 業 管 理者 ）  

⑦ 動 産購 入等 業者 選 定委 員 会 審 議  

⑧ 入 札実 施伺 決裁  

⑨ 入 札実 施  

※⑤ 、 ⑥、 ⑦の 手続 き は、 購 入 予 定 金 額が 3,000 万円 以 上 の 場 合 に 限 る。  

 

   なお 、医 療機 器 取得 後 の 稼 働 状 況に つ い て聞 き取 り に よ り 確 認し た とこ ろ、 現

場担 当 者が 確認 して い ると の 回 答 を 得 たが 、 重 要性 の観 点 か ら 、 現 場担 当 者以 外

の者 も 稼働 管理 すべ き 医療 機 器 を 特 定 し、 稼 働 目標 を設 定 し て そ の 目標 に 対す る

実績 を 把握 し、 取得 し た医 療 機 器 が 当 初の 予 定 どお りに 稼 働 し て い るか ど うか を

検証 す るこ とが 望ま れ る。  
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（５ ） 地域 医療 支援 病 院の 役 割 に つ い て  

 

以下 は 、厚 生労 働省 に よる 地 域 医 療 支 援病 院 制 度の 概要 で あ る 。  

 

趣旨  患 者に 身近 な地 域で 医 療が 提 供 さ れる こと が 望 まし い と い う 観 点 か ら、

紹介 患 者に 対す る医 療 提供 、医 療機 器 等 の 共 同 利用 の実 施 等 を 行 い 、か

かり つ け医 等へ の支 援 を通 じ て 地 域 医 療の 確 保 を図 る病 院 と し て 、平成

９年 の 医療 法改 正に お いて 創 設 （ 都 道 府県 知 事 が個 別に 承 認 ）。  

主な 機 能  〇 紹介 患者 に対 する 医 療の 提 供（ かか りつ け 医等 へ の 患 者 の 逆紹 介 も含

む）  

〇医 療 機器 の共 同利 用 の実 施  

〇救 急 医療 の提 供  

〇地 域 の医 療従 事者 に 対す る 研 修 の 実 施  

承認 要 件  〇 開設 主体：原則 とし て国 、都 道 府 県 、市 町 村 、社 会 医療 法人 、医 療 法

人等  

〇紹 介 患者 中心 の医 療 を提 供 し て い る こと 。具 体的 には 、次の いず れ か

の場 合 に該 当す るこ と 。 

ア） 紹 介率 が 80％ 以 上 であ るこ と  

イ） 紹 介率 が 65％ 以 上 であ り、 か つ 、 逆 紹 介 率が 40％以 上 で あ る こと   

ウ） 紹 介率 が 50％ 以 上 であ り、 か つ 、 逆 紹 介 率が 70％以 上 で あ る こと  

〇救 急 医療 を提 供す る 能力 を 有 す る こ と  

〇建 物 、設 備 、機 器 等 を地 域 の医 師等 が利 用 でき る 体 制 を 確 保 し て いる

こと  

〇地 域 医療 従事 者に 対 する 研 修 を 行 っ てい る こ と  

〇原 則 とし て 200 床 以 上 の病 床、及び 地域 医 療支 援 病 院 と し て ふ さ わし

い施 設 を有 する こと  等 

出典 ： 厚生 労働 省ホ ー ムペ ー ジ （ 地 域 医療 支 援 病院 制度 ）  

 

 

承認 を 受け てい る病 院 は令 和 ４ 年 9 月 現 在で 、全 国に 685 病 院 、岐 阜県 で ９ 病

院で あ る 。令 和 3 年 度 地域 医 療支 援病 院業 務 報告 に よ る と 、岐 阜 県 内各 病 院の 紹

介患 者 数、 逆紹 介患 者 数、 紹 介 率 、 逆 紹介 率 は 以下 のと お り で あ る 。 

 

病院 名  紹介 率  

（%） ※ １  

逆紹 介 率

（％ ） ※２  

紹介 患 者  

（人 ）  

逆紹 介 患者  

（人 ）  

初診 患 者  

（人 ）  

岐阜 市 民病 院  74.5% 149.7% 13,075 26,251 17,540 

岐阜 赤 十字 病院  76.6% 92.5% 6,377 7,696 8,318 
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病院 名  紹介 率  

（%） ※ １  

逆紹 介 率

（％ ） ※２  

紹介 患 者  

（人 ）  

逆紹 介 患者  

（人 ）  

初診 患 者  

（人 ）  

岐阜 総 合医 療  

セン タ ー  

71.9% 110.5% 13,837 21,249 19,236 

松波 総 合病 院  75.2% 102.3% 7,124 9,689 9,469 

公 立 学 校 共 済 組

合東 海 中央 病院  

60.1% 81.9% 4,913 6,694 8,169 

大垣 市 民病 院  64.5% 131.0% 17,902 36,336 27,744 

中部 国 際医 療  

セン タ ー  

57.8% 49.2% 12,025 10,233 20,791 

岐阜 県 立  

多治 見 病院  

72.8% 97.4% 13,176 17,638 18,103 

高山 赤 十字 病院  60.5% 100.8% 4,976 8,288 8,224 

出典 ： 厚生 労働 省ホ ー ムペ ー ジ （ 令 和 3 年度 地域 医 療 支 援 病 院業 務 報 告）  

※１  紹介 率： 紹介 患 者／ 初 診 患 者 ×100 

※２  逆紹 介率 ：逆 紹 介患 者 ／ 初 診 患 者×100 

 

岐阜 市 民病 院で は、 地 域連 携 部 運 営 委 員会 と 地 域医 療支 援 委 員 会 を 開催 し 、地 

域医 療 支援 病院 とし て の体 制 強 化 を 図 って い る 。そ の内 容 を ま と め ると 下 記の と

おり で ある 。  

 

会議 名  会 議の 目的 ・ 開 催 頻 度  構成 メ ン バ ー  

地 域 連 携 部 運 営

委員 会  

地 域 連 携 部 を 円 滑 に 運 営 す る こ

とを 目 的と する 。  

＜所 掌 事項 ＞  

〇 地 域 連 携 部 の 運 営 管 理 に 関 す

る事 項  

〇 地 域 連 携 部 の 円 滑 な 運 営 の た

めの 体 制と 業務 に関 す る事 項  

 

年 2 回 

医療 推 進局 ⾧ 、病 院 ⾧ 、（医 療

推進 局 担当 ）副 院⾧ 、看護 局

⾧、地 域 連 携部 ⾧ 、地 域連 携

副部 ⾧ 、薬 剤師 、看護 師 、地

域連 携 部、患 者総 合支 援セ ン

ター 、事 務 局⾧ 、医事 課・地

域連 携 部監 理監  

地 域 医 療 支 援 委

員会  

 

 

 

 

 

適宜 開 催  

岐 阜 医 療 圏 に お い て 医 療 行

政を 行 う機 関の 職員 、岐阜 医

療 圏 に お け る 医 師 ・ 歯 科 医

師・薬 剤 師 等 が組 織す る団 体

の構 成 員 、学識 経験 者 、市 民

病院 職 員  
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地域 連 携部 運営 委員 会 では 、 紹 介 率 及 び逆 紹 介 率、 高度 医 療 機 器 の 共同 利 用状

況等 、 及び 患者 総合 支 援セ ン タ ー の 活 動等 に つ き報 告が さ れ て い る 。ま た 、地 域

医療 支 援委 員会 では 、 地域 連 携 部 運 営 委員 会 の 報告 内容 等 の 委 員 に よる 承 認等 が

なさ れ てい る。   

地域 連 携部 運営 委員 会 開催 は 、 要 綱 （ 令和 ５ 年 5 月 23 日 施 行 ） に よる と 原則

年 2 回と なっ てい るが 、令 和４ 年 度ま では 要 綱 に開 催 回 数 の 規 定 は な い 。令 和 ４

年度 は 業務 の現 況や 運 営方 針 に つ い て 令和 ４ 年 7 月 に地 域 連 携 部 運 営委 員 会が 開

催さ れ た。  

 

（６ ） 令和 6 年度 から の 改正 労働 基準 法適 用 につ い て 【 意 見 】  

 

働き 方 改革 の一 環と し て、 平成 31 年 4 月 に 労 働基 準法 （ 以 下 「 改 正労 働 基準

法」と い う 。）が改 正さ れ、時 間 外 労 働 の上 限 規制 及 び 年 次 有 給休 暇 の 確実 な取 得 、

令和 2 年 4 月 より 正 社員 と 非 正 規 社 員の 間 の 不合 理な 待 遇 差 の 禁 止が 導 入さ れ

た。改 正 労 働基 準法 施 行 時か ら 5 年間 猶 予 と な る事 業 ・業 務 の 内に は、医 師 が 含

まれ て おり 、猶予 後の 取扱 い の 具 体的 な上 限 時 間等 は 省 令 で 定 め る こ とと なっ た。 

令和 6 年 4 月よ り医 業 に従 事 す る 医 師 も改 正 労 働基 準法 が 適 用 さ れ るこ と とな

った が 、特 別条 項付 き 36 協定 を締 結す る 場合 の 年 間 の 時 間外 労 働 の上 限が 最 大

1,860 時 間と 決定 され て いる 。以 下は 医業 に 従事 す る 医 師 の 令 和 6 年 4 月 以 降 の

上限 規 制で ある 。  

 

〇 特 別条 項付 き 36 協定 を 締 結 す る 場 合 の 年 間の 時間 外・ 休 日 労 働の 上 限 は 1860

時間  

〇 時 間外 労働 と休 日 労働 の 合 計 に つ いて 、月 100 時 間 未 満、２ ~６ケ 月 平 均 80 時

間以 内 とす る規 制は 適 用さ れ な い 。  

〇 時 間外 労働 が月 45 時間 を超 え るこ とが でき る の は 年６ ケ月 ま で とす る 規 制 は

適用 さ れな い。  

〇 医 療法 等に 追加 的 健康 確 保 措 置 に 関す る 定 めあ り  

出典 ： 厚生 労働 省ホ ー ムペ ー ジ （ ア ク セス 日 ： 令和 5 年 11 月 28 日 ）  

 

 

ここ で 、医 師の 時間 外 労働 上 限 が 最 大 1,860 時間 と あ る の は 、 時 間 外 労働 を A

水準 か ら C-2 水準 に 指 定 し、⾧時 間 労働 が必 要な 理 由 に より 年の 上 限 時間 を 設 定

する た めで ある 。各 指 定水 準 は 以 下 の とお り で ある 。  
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指定 の 種類  ⾧時 間 労働 が必 要な 理 由 年の 上 限時 間  

（A 水 準 ）  原則 （ 指 定 取得 は不 要 ）  960 時間  

連携 B 水準  他 院 と 兼 業 す る 医 師 の 労 働 時 間 を 通 算

する と ⾧時 間労 働と な るた め  

通算 で 1,860 時間  

（各 院 では 960 時 間 ）  

B 水準  地 域医 療の 確保 の た め  1,860 時間  

C-1 水準  臨床 研 修 ・ 専 門 研修 医 の ため  1,860 時 間  

C-2 水準  ⾧時 間 修練 が必 要な 技 能の 習 得 の た め  1,860 時間  

出典：厚生 労 働 省 ホ ー ムペ ー ジ（ 医 師 の 働 き 方 改革 2024 年 4 月 ま で の手 続き ガ イ ド ） 

 

岐阜 市 民病 院で は、医 師 労働 時間 短 縮 計 画（ 以下「 短縮 計画 」と い う 。）を 策定

し、 地 域医 療の 確保 の ため に 対 象 医 師 を選 定 し て B 水 準の 申請 を行 っ てい る。  

   短縮 計画 では 、 労働 時 間 短 縮 に 向け た 取 り組 み、 医 師 の 業 務 の見 直 し、 その 他

の勤 務 環境 改善 等の 実 績・ 取 り 組 み 目 標が 記 載 され てい る が 、 医 療 従事 者 、と り

わけ 医 師の ⾧時 間労 働 は過去 か ら の 病 院 事 業 の 大き な課 題で あ る と 考え ら れ るこ

とか ら 、短 縮計 画に 記 載し た 取 り 組 み 目標 は も ちろ んの こ と 、 法 の 趣旨 に 則り 、

岐阜 市 民病 院に 従事 す るす べ て の 職 員 が「働 き過 ぎ 」を防 ぎ な が ら 、「ワ ーク ライ

フバ ラ ンス 」と「 多 様 で柔軟 な 働 き 方 」を 実 現でき る よ う に す る こ と が望 まれ る。  

    

最後 に 、令和 2 年（ 現 在も 継 続 中 ）から の 新 型 コロ ナウ イル ス 感 染 症に か か る

医療 提 供、令和 ６ 年 能 登半 島 地 震 への DMAT（ 災害 派 遣 医 療 チ ー ム ）及 び DPAT

（災 害 派遣 精神 医療 チ ーム ） の 医 療 派 遣に つ き 、岐 阜市 民病 院の 皆 さまへ の感 謝

をこ こ で申 し上 げた い 。 
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第４ 外部監査の結果（個別事項） 

 

１ 出 納管 理  

 

（１ ） 概要  

 

   岐阜 市病 院事 業 会計 に 係 る 金 銭 出納 管 理 につ いて は 、 岐 阜 市 病院 事 業企 業会 計

規程 （ 平成 31 年 岐 阜 市 病院 事業 管理 規 程 第 20 号）（ 以 下 「企 業 会 計規 程」 と い

う。） 第 28 条以 降に 定 めら れ て お り 、 そ の 概 要 は以 下の とお り で あ る。  

 

条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

第 28 条 収 入 の

調定  

①  主 管課 ⾧ は 収 入 の 調 定 を しよ う と す る とき は 、 そ の 根 拠 、

所 属年 度 、 収 入 科 目 、 納 入す べ き 金 額 、 納 入 義 務者 等 を 記

載 した 調 定 伺 書 に 関 係 書 類を 添 え て 管 理 者 の 決 裁を 受 け 、

振替 伝 票を 発行 しな け れば な ら な い 。  

②  前 項の 規 定 に よ り 収 入 の 調定 を し た と き は 、 収 入調 定 簿 に

記 帳し な け れ ば な ら な い 。た だ し 、 電 子 計 算 機 によ り 記 録

整 理す る も の に あ っ て は 、収 入 調 定 簿 の 記 録 整 理を 省 略 す

るこ と がで きる 。  

③  前 2 項 の 規 定は 、 収 入 の調 定 を 更 正し よう と する場 合 に つ

いて 準 用す る。  

第 29 条 納 入 通

知 書 等

の発 行  

①  主 管課 ⾧ は 前 条 の 規 定 に より 収 入 を 調 定 し 、 又 は収 入 の 調

定 を更 正 し た 場 合 は 、 直 ちに 納 入 義 務 者 に 納 入 通知 書 を 発

行 しな け れ ば な ら な い 。 ただ し 、 口 頭 に よ っ て 納入 の 通 知

をす る 場合 は、 この 限 りで な い 。  

②  口 座振 替 に よ る 納 付 の 申 出が あ っ た と き は 、 金 融機 関 へ の

納入 の 通知 をも って 前 項の 納 入 通 知 書 の発 行 と みな す。  

③  納 期日 の 定 め の あ る 収 入 に係 る 納 入 通 知 書 に つ いて は 、 当

該納 期 日の ５日 前ま で に、随 時 の 収 入 に 係る 納入 通 知 書 は 、

その 都 度納 入義 務者 に 発行 し な け れ ば なら な い 。  

第 30 条 納 入 通

知 書 の

記載  

納入 通 知書 の記 載事 項 は、明 瞭 に 記載 し 、塗 抹、改 ざ ん 又は 主

標金 額 を訂 正し ては な らな い 。  

第 31 条 納期 限  納 期限 は、別 に 定 め の あ るも のの ほ か 、当 該 納 入通 知を 発行 し

て５ 日 経過 した 日以 降 とす る 。  
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条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

第 32 条 領 収 書

の交 付  

①  企 業出 納 員 、 現 金 取 扱 員 、出 納 取 扱 金 融 機 関 又 は地 方 公 営

企業 法（ 昭 和 27 年 法 律第 292 号 。以 下「法 」と いう 。）第

33 条 の ２ の 規 定 に よ り 病 院 事 業 の 業 務 に 係 る 公 金 の 徴 収

又は 収 納の 事務 を受 託 して い る 者（ 第 42 条に おい て「 企業

出納 員 等」と い う 。）収 入の 納 入 を 受 け たと き は 、直 ち に納

入 者に 対 し て 領 収 書 を 交 付し な け れ ば な ら な い 。た だ し 、

管理 者 が指 定す る収 入 につ い て は 、 こ の限 り で はな い。  

②  前項 の 規 定 に よ り 収納 する 場合 の領 収 印 は 、 様 式第 13 号

によ る もの とす る。  

第 33 条 納付  収 納金 の納 付 は 、 次 の 方法 を もっ て納 付す る もの と す る 。  

(1) 現 金ま た は 小 切 手 に よる 納 付  

(2) 口 座振 替 に よ る 納 付  

(3) 前 ２号 に 掲 げ る も の のほ か 、 管 理 者 が 適 当 と認 める 方法  

第 34 条 現 金 又

は 小 切

手 に よ

る納 付  

納 入 義 務 者 は 、 現 金 又 は 小 切 手 に よ り 納 付 し よ う と す る と き

は、納入 通知 書に 添 え て 出納 取扱 金融 機 関 に 納付 し な け れば な

らな い 。  

第 35 条 納 付 に

使 用 す

る 小 切

手 

納付 に 使用 する 小切 手 は、次 の 各 号 に掲 げる 条件 を 備 え なけ れ

ばな ら ない 。  

(1) 岐 阜市 を 支 払 地 と し 、振 出日 が収 納 の日 以前 で 振 出 の 日 か

ら 10 日を こ えな いも の 

(2) 持 参人 払 式 の も の  

(3) 岐 阜 市 手 形 交 換 所 加 盟 金 融 機 関 又 は 岐 阜 市 手 形 交 換 所 加

盟金 融 機関 に委 託し て いる 金 融 機 関 を 支払 人 と した もの  

第 36 条 不 渡 り

小 切 手

の処 理  

①  小 切手 の 支 払 い が な か っ たと き は 、 企 業 出 納 員 又は 出 納 取

扱 金融 機 関 は 、 遅 滞 な く 納入 義 務 者 に 対 し 小 切 手の 支 払 が

な かっ た 旨 、 拒 絶 さ れ 、 かつ 、 当 該 収 入 の 納 付 が取 り 消 さ

れ た旨 及 び 当 該 小 切 手 を 還付 す る 旨 を 書 面 で 通 知し な け れ

ばな ら ない 。  

②  企 業出 納 員 又 は 出 納 取 扱 金融 機 関 は 、 上 記 の 小 切手 の 還 付

請 求を 受 け た と き は 、 当 該納 付 に 係 る 領 収 書 と 引換 え に 還

付し な けれ ばな らな い 。 
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条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

第 37 条 収 納 金

の 取 扱

い 

①  現 金取 扱 員 は 現 金 を 収 納 した 場 合 は 、 当 該 現 金 をそ の 内 訳

を 示す 書 類 を 添 え て そ の 日の う ち に 企 業 出 納 員 に引 き 継 が

な けれ ば な ら な い 。 た だ し、 や む を 得 な い 事 情 があ る 場 合

には 翌 日引 き継 ぐこ と がで き る 。  

②  企 業出 納 員 は 自 ら 収 納 し た現 金 及 び 前 項 の 規 定 によ り 現 金

取 扱員 か ら 引 継 ぎ を 受 け た現 金 を 、 管 理 者 が 自 ら保 管 す る

必 要が あ る と 定 め て い る 金額 を 除 き 、 そ の 日 の うち に 出 納

取 扱金 融 機 関 に 預 け 入 れ なけ れ ば な ら な い 。 た だし 、 出 納

取 扱金 融 機 関 の 休 業 日 な どや む を 得 な い 事 情 が ある 場 合 に

は 出 納 取 扱 金 融 機 関 の 翌 営 業 日 に 預 け 入 れ る こ と が で き

る。  

③  出 納取 扱 金 融 機 関 は 収 納 した 現 金 を 直 ち に 病 院 事業 の 預 金

と し、 か つ 、 翌 日 ま で に 収入 済 通 知 書 に よ っ て その 金 額 を

病院 事 務管 理者 に通 知 する も の と す る 。  

第 38 条 収 入 伝

票 の 発

行 

主 管 課 ⾧ は 現 金 の 収 納 を 証 す る 書 類 に 基 づ い て 収 入 伝 票 を 発

行し な けれ ばな らな い 。 

第 39 条  過 誤 納

金 の 還

付 

①  主 管課 ⾧ は 収 納 金 の う ち 、過 納 又 は 誤 納 と な っ たも の が あ

る場 合 は、当 該過 誤納 金に つ い て 過誤 納の 理 由 、所 属 年 度 、

収 入科 目 、 還 付 す べ き 金 額及 び 納 入 義 務 者 を 明 らか に し た

振 替伺 書 に よ り 管 理 者 の 決裁 を 受 け 、 振 替 伝 票 によ り 預 り

金 に振 り 替 え る と 共 に 、 その 旨 を 納 入 義 務 者 に 通知 し な け

れば な らな い。  

②  上 記過 誤 納 金 の 還 付 に つ いて は 、 支 出 の 手 続 の 例に よ り 行

うも の とす る。  

第 40 条  金 銭 の

過不 足  

①  企 業出 納 員 は 現 金 又 は 預 金に 過 不 足 が 生 じ た と きは 、 遅 滞

な くそ の 原 因 を 明 ら か に し、 管 理 者 に 報 告 し な けれ ば な ら

ない 。  

②  不足 金 は、 一時 仮払 金 とし 、 次 の と お り整 理 す る。  

(1) 病 院事 業 負 担 の 場 合 は、 経 費  

(2) 職 員負 担 の 場 合 は 、 未収 金  

③  過剰 金 は、 一時 仮受 金 とし 、 本 勘 定 に 振替 整 理 する 。  

第 41 条  不 納 欠

損処 分  

主 管 課 ⾧ は 調 定 し た 収 納 金 を 不 納 欠 損 処 分 と し よ う と す る と

きは 、収 納 金 の 調定 年 月 日、金額 、収 入 科 目 、調 定 後 の 経緯 等

を記 載 した 振替 伺書 に より 管 理 者 の 決 裁を 受 け 、振替 伝 票 を 発

行し な けれ ばな らな い 。 
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条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

第 42 条 指 定 納

付 受 託

者 に よ

る 収 入

の納 付  

①  企業 出 納員 等は 地方 自 治法（ 昭 和 22 年法 律 第 67 号 ）第 231

条の ２ の２ の規 定に よ り、納 入 義務 者 が 同 法 第 231 条 の ２

の ３第 １ 項 の 指 定 納 付 受 託者 （ 以 下 「 指 定 納 付 受託 者 」 と

いう 。）に 納 付 を 委 託 し たと きは 、指定 納付 受託 者 に よ る納

付の 方 法に より 収納 す るこ と が で き る。この 場合 に お い て 、

企 業出 納 員 等 は 、 収 入 の 納期 限 に か か わ ら ず 、 管理 者 が 指

定す る 日（ 第３ 項に お い て「 指定 日 」と いう 。）まで に 、当

該収 入 を当 該指 定納 付 受託 者 に 納 付 さ せる こ と がで きる 。  

②  企 業出 納 員 等 は 、 前 項 の 委託 を 確 認 し た と き は 、納 入 通 知

書 に、 指 定 納 付 受 託 者 に よる 納 付 の 方 法 に よ る こと を 確 認

した 旨 、確 認印 （様 式 第 13 号の ２ ） を 押 す も のと す る 。  

③  前 ２項 の 場 合 に お い て 、 指定 日 ま で に 指 定 納 付 受託 者 か ら

収入 が 納付 され たと き は、前 項の 納 入 通 知 書 は、第 32 条の

領収 書 とみ なす 。  

④  前 ３項 に 定 め る も の の ほ か、 指 定 納 付 受 託 納 付 者に よ る 収

入の 納 付に 関し て必 要 な事 項 は 、 管 理 者が 別 に 定め る。  

第 43 条 収 入 の

徴 収 又

は 収 納

の委 託  

①  管理 者 は、地 方 自治 法 第 33 条 の２ の規 定 に よ り、私 人 に収

入の 徴 収又 は収 納の 事 務を 委 託 す る こ とが で き る。  

②  収入 の 徴収 又は 収納 の 事務 を 受 け た 者（ 以 下「収 納 受 託 者 」

とい う 。）が 現金 を徴 収し 、又 は 収 納 す る場 合の 手 続 は、管

理者 が 別に 定め る  

③  収 納受 託 者 は 、 管 理 者 が 交付 す る そ の 身 分 を 証 する 証 票 を

携 帯し 、 納 入 者 か ら 要 求 があ っ た と き は 、 こ れ を提 示 し な

けれ ば なら ない 。  

第 44 条 支 出 の

手続  

①  主 管課 ⾧ は 、 支 出 の 原 因 とな る べ き 契 約 そ の 他 の行 為 に つ

いて は 、原 則 と し て 、支 出負 担行 為 書（様 式 第 14 号（ そ の

１））に よ り 支出 負担 行為 の 決裁 を受 けた 後 、事 業年 度、支

出 科目 、 支 出 金 額 、 債 権 者名 簿 等 が 適 正 で あ る か否 か 調 査

し、 支 出伝 票（ 様式 第 14 号 （そ の ２ ） 又 は （そ の ３ ）） を

作成 し 、管 理者 の決 裁 を受 け な け れ ば なら な い 。  

②  主管 課 ⾧ は 、 原 則 とし て、 振替 伝票 （ 様 式 第 11 号 （そ の

４）） を 発 行し な け れ ばな ら な い 。  

③  主 管課 ⾧ は 、 振 替 伝 票 そ の他 支 払 に 関 す る 証 拠 書類 を 企 業

出納 員 に送 付し なけ れ ばな ら な い 。  
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条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

第 45 条 振 替 伝

票 等 の

審査  

① 企 業出 納員 は 、前 条 第３ 項の 規定 に よ り 振替 伝 票 そ の他 支

払に 関 する 証拠 書類 の 送付 を 受 け た と きは 、次に 掲 げ る 事

項に つ き意 を用 いて 審 査し な け れ ば な らな い 。  

 

(1) 支 出の 事 業 年 度 、 所 属区 分 及 び 支 出 科 目 に 誤り はな いか 。 

(2) 予 算の 目 的 に 反 し な いか  

(3) 予 算額 及 び 予 算 配 当 額を 超 過 し な い か  

(4) 金 額の 算 定 に 誤 り は ない か  

(5) 契 約締 結 方 法 は 、 適 正で あ る か  

(6) 支 出方 法 及 び 支 払 時 期が 適 法 で あ る か  

(7) 法 令又 は 契 約 に 違 反 しな い か  

(8) 正 当債 権 者 で あ る か  

 

② 企 業出 納員 は 、前 項 の方 法に より 確 認 す るこ と が で きな い 

  と きは 、関 係 書 類 を徴 し 、若 しく は 関 係 職員 に 内 容 及び 債

務の 確 定に つい ての 説 明を 求 め 、又 は自 ら実 地に 調 査 す る

こと が でき る。  

第 46 条  支 払 伝

票 の 発

行 及 び

支 払 の

方法  

①  企 業出 納 員 は 、 支 払 に 関 する 証 拠 書 類 に 基 づ き 支払 伝 票 を

発 行し な け れ ば な ら な い 。た だ し 、 債 権 者 に 請 求書 を 提 出

さ せる こ と が 困 難 な 場 合 には 、 こ れ を 省 略 す る こと が で き

る。  

②  支 出の 目 的 及 び 勘 定 科 目 が同 一 で あ っ て 、 同 時 に２ 人 以 上

の 債権 者 に 支 出 し よ う と する と き は 、 併 せ て 一 の支 出 伝 票

を 発行 す る こ と が で き る 。こ の 場 合 に お い て 、 その 合 計 額

を 支出 金 額 と し 、 債 権 者 ごと に そ の 支 払 額 等 を 明ら か に し

た内 訳 書を 添付 しな け れば な ら な い 。  

③  支 出目 的 が 同 一 で あ っ て 、支 出 科 目 の 異 な る 共 済費 、 職 員

に 支給 す る 給 料 等 を 支 出 しよ う と す る と き は 、 科目 別 及 び

債 権者 別 の 内 訳 書 を 添 付 して 、 そ の 合 計 額 を 支 出金 額 と し

た支 出 伝票 を発 行す る こと が で き る 。  

④  企 業出 納 員 は 、 支 払 を 行 うに 当 た っ て は 、 領 収 書を 引 換 え

のう え 次に 掲げ るい ず れか の 方 法 に よ り行 う も のと する 。  

(1) 現 金払  

(2) 隔 地払  

(3) 口 座振 替   
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条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

第 47 条 現金 払  ①  企 業出 納 員 は 、 債 権 者 か ら申 出 の あ る と き は 、 支払 通 知 書

又 は支 払 依 頼 書 に よ り 通 知の う え 、 出 納 取 扱 金 融機 関 に 現

金で 支 払を させ るこ と がで き る 。  

②  前項 の 支 払 通 知 書 の効 力は 、発 行の 日 か ら 起 算 して 15 日

限 りと す る 。 た だ し 、 債 権者 が 出 納 取 扱 金 融 機 関か ら 現 金

の 支払 を 受 け な い た め 、 失効 し た 支 払 通 知 書 を 返付 し 、 再

発行 の 請求 をし たと き は、さ ら に 交 付 し なけ れば な ら な い 。 

第 48 条 隔地 払  ①  企業 出 納員 は、隔 地の 債 権者 に支 払を しよ う とす る と き は 、

支 払場 所 を 指 定 し 、 出 納 取扱 金 融 機 関 に そ の 資 金を 交 付 し

送金 払 をさ せな けれ ば なら な い 。  

②  企 業出 納 員 は 、 前 項 の 隔 地払 を す る と き は 、 債 権者 に 送 金

通 知書 を 発 し な け れ ば な らな い 。 た だ し 、 官 公 署又 は こ れ

に 準ず る も の に そ の 発 す る納 入 通 知 書 、 払 込 通 知票 等 に よ

って 送 金す る場 合は 、 この 限 り で な い 。  

第 49 条 口 座 振

替 

①  企 業出 納 員 は 、 出 納 取 扱 金融 機 関 及 び 出 納 取 扱 金融 機 関 と

取 引の あ る 金 融 機 関 に 預 金口 座 を 設 け て い る 債 権者 か ら 申

出 があ っ た と き は 、 口 座 振替 の 方 法 に よ り 支 払 をす る こ と

がで き る。  

②  企 業出 納 員 は 、 前 項 の 申 出を 受 け た と き は 、 出 納取 扱 金 融

機 関に 口 座 振 替 依 頼 票 を 交付 し 、 債 権 者 の 預 金 口座 に 振 り

替 えさ せ な け れ ば な ら な い。 こ の 場 合 に は 、 出 納取 扱 金 融

機 関の 口 座 振 替 を 証 す る 書類 に よ り 領 収 書 に 代 える こ と が

でき る 。  

③  前 項に よ り 口 座 振 替 に よ る支 払 を し た 場 合 に お いて 、 債 権

者 から 申 出 が あ る と き は 、企 業 出 納 員 は 、 速 や かに 債 権 者

に口 座 振 込 通 知 書 （様 式第 15 号） を送 付 し な け れ ば なら

い。  

第 50 条 支 払 の

照合  

企業 出 納員 は 、前 ３ 条 の 規定 によ る１ 日 の 支 払額 に つ い て出 納

取 扱 金 融 機 関 の 当 日 の 支 払 金 額 と 支 払 伝 票 の 合 計 額 と を 照 合

のう え 、こ れに 対応 す る支 払 通 知 書 （ 様式 第 16 号） の 交付 及

び小 切 手の 振出 しを 当 該金 融 機 関 に 行 わな け れ ばな らな い 。  

第 51 条 過 誤 払

金 の 処

理 

主管 課 ⾧は 、支 払 が 過 払又 は 誤払 にな った 場 合は 、直 ち に収 入

の手 続 の例 によ り処 理 しな け れ ば な ら ない 。  
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条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

第 52 条 領収 印  領 収印 は、 次 に よ り 取 り扱 わ なけ れば なら な い。  

(1) 領 収印 は 、明確 に 押 し 、変 形 し やす いも の又 は 消 え やす い

もの を 用い ては なら な い。  

(2) 署 名を 慣 習 と し て 用 いる 外 国 人 の 自 筆 は 、記 名 押 印 とみ な

して 処 理す るこ とが で きる 。  

第 53 条 資 金 前

渡 

令第 21 条の ５ 第 １ 項 第１ 号 から 第 13 号ま で及 び 同 条 第２ 項

に掲 げ るも のの ほか 、次 の各 号に 掲げ る 経 費 につ い て は 資金 前

渡を す るこ とが でき る 。 

第 54 条 前 渡 金

の 取 扱

い 

①  資金 前 渡を 受け た者 （ 以下 「 資 金 前 渡 職員 」 と いう 。）は 、

当 該資 金 は 、 即 時 支 払 を する も の の ほ か は 、 確 実な 方 法 で

保管 し なけ れば なら な い。  

②  資金 前 渡職 員は 、資 金 前渡 ・ 概 算 払 整 理簿 （ 様 式第 17 号 ）

を 備え 、 出 納 の 整 理 を し なけ れ ば な ら な い 。 た だし 、 短 期

間 に精 算 が 終 了 す る 場 合 で管 理 者 が そ の 必 要 が ない と 認 め

たと き は、資金 前渡 精 算 書（ 様式 第 18 号）を もって こ れ に

代え る こと がで きる 。  

③  資 金前 渡 職 員 は 、 当 該 資 金の 支 払 を し よ う と す ると き は 、

債 権者 か ら の 請 求 内 容 を 審査 し 、 資 金 の 交 付 を 受け た 目 的

に 適合 す る と 認 め た も の に限 り 支 払 を し 、 領 収 書を 徴 し な

けれ ば なら ない 。  

④  資 金前 渡 職 員 は 、 前 渡 を 受け た 資 金 に つ い て 精 算が 終 わ っ

て いな い と き は 、 同 一 の 事項 に つ い て 重 ね て 資 金前 渡 を 受

け るこ と が で き な い 。 た だし 、 管 理 者 が 必 要 と 認め る と き

は、 こ の限 りで ない 。  

第 55 条 概算 払  ①  令第 21 条 の ６第 １号 から 第 ４ 号 まで に掲 げ る もの の ほ か 、

次に 掲 げる 経費 につ い ては 、 概 算 払 を する こ と がで きる 。  

(1) 委 託料  

(2) 損 害賠 償 金  

(3) 前 各号 に 掲 げ る も の のほ か 管 理 者 が 必 要 と 認め る経 費  

②  前 項の 規 定 に よ る 概 算 払 を受 け た 者 は そ の 金 額 が確 定 し た

後 、直 ち に 前 渡 資 金 の 精 算を し な け れ ば な ら な い。 こ の 場

合 にお い て 、 旅 費 に つ い ての 概 算 払 金 に 過 不 足 がな い と き

は、 精 算書 の作 成を 省 略す る こ と が で きる 。  

第 56 条 資 金 前

渡 及 び

概 算 払

①  資 金前 渡 職 員 は 、 特 別 の 事由 が あ る 場 合 の ほ か 、資 金 の 支

払 完了 後 ７ 日 以 内 に 資 金 前渡 精 算 書 を 作 成 し 、 証拠 と な る

べ き書 類 及 び 残 金 が あ る 場合 は そ の 残 金 を 添 え て、 管 理 者
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条項  項 目  規定 （ 抜 粋 ）  

の精 算  に報 告 し な けれ ばな ら な い。ただ し、第 53 条 第 ６号 に掲 げ

る経 費 につ いて は、 別 に定 め る と こ ろ によ る 。  

②  令第 21 条 の ５ 第 １ 項 第４ 号に 掲げ る 給 与 の 給 付 に つ いて

の 前渡 資 金 に つ い て は 、 前項 の 精 算 書 の 作 成 を 省略 す る こ

とが で きる 。  

③  管 理者 は 、 第 １ 項 の 規 定 によ り 報 告 を 受 け た と きは 、 そ の

内 容を 審 査 し 、 精 算 残 金 があ る と き は 、 速 や か に出 納 取 扱

金 融機 関 に 払 い 込 み 、 併 せて 戻 入 手 続 を し な け れば な ら な

い。  

④  企 業出 納 員 は 、 前 渡 資 金 が支 出 の 目 的 と 相 違 し て使 用 さ れ

た と認 め る と き は 、 精 算 の更 正 又 は 追 納 の 命 令 を発 す る よ

う管 理 者に 対し 要求 す るこ と が で き る 。  

⑤  概 算払 い を 受 け た 者 は 、 当該 概 算 払 に 係 る 債 権 額の 確 定 後

７ 日以 内 に 前 渡 資 金 の 精 算を し な け れ ば な ら な い。 こ の 場

合 にお い て 、 旅 費 に つ い ての 概 算 払 金 に 過 不 足 がな い と き

は、 精 算書 の作 成を 省 略す る こ と が で きる 。  

第 57 条 前金 払  令 第 21 条 の ７ 第 １ 号 から 第 ７ 号 ま で に 掲 げ る もの のほ か、 次

の各 号 に係 る経 費は 、 前金 払 を す る こ とが で き る。  

(1) 補 償金  

(2) 公 共工 事 の 前 払 金 保 証事 業 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 27 年法 律

第 184 号 ）第 ２ 条 第 ４ 項に 規 定 す る 保 証 事 業 会 社に より 、同 条

第 ２ 項 に 規 定 す る 前 払 金 の 保 証 が な さ れ た 公 共 工 事 に 要 す る

経費 で 当該 経費 の４ 割 以内 の 額  

(3) そ の他 管 理 者 が 必 要 と認 め る 経 費  

第 58 条 債 務 免

除等  

主管 課 ⾧は 、債 務免 除 、 時効 等 に よ り 債 務 が 消 滅し た場 合は 、

当 該 債 務 の 消 滅 を 証 す る 書 類 に 基 づ い て 振 替 伝 票 又 は 収 入 伝

票を 発 行し 、管 理者 の 決裁 を 受 け な け れば な ら ない 。  

 

 

（２ ） 監査 手続  

上記 （ １） に記 載の 金 銭出 納 管 理 に 関 する 各 規 定に つい て 、 関 連 資 料等 を 入手

する と とも に、 必要 と 考え ら れ る 監 査 手続 （ 閲 覧、 証憑 突 合 、 分 析 及び 質 問等 ）

を実 施 する こと によ り 金銭 出 納 に 関 す る事 務 の 合規 性等 を 検 証 し た 。 

その 結 果、 以下 の事 項 を確 認 し た 。  
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（３ ） 監査 結果  

 

① 現 金の 残高 管理 （ 第 40 条関 連 ）【指 摘 】  

 

令和 5 年 3 月末 時点 の 病院 事 業 会 計 に 係 る 現 金 残高 は 4,700,393 円 であ っ た。  

当該 現 金の 実在 性に つ いて 確 認 で き る 証憑 を 医 事課 及び 病 院 施 設 課 に求 め たと こ

ろ、 未 作成 との 回答 を 得た 。  

これ に つい ては 、現 金 取り 扱 い 場 所 は 複数 あ り 、医 事課 に つ い て は 現金 過 不足

の有 無 は日 次で 確認 し てい る 。そ して 、そ の 方 法は POS レ ジシ ス テ ム帳 票残 高 と

現金 実 際残 高と を比 較 する 方 法 を 採 っ てい る と のこ とで あ る 。 ま た 、病 院 施設 課

につ い ては 、常 時、 駐 車場 精 算 機 の 中 に入 っ て いる ため 、 毎 月 月 末 に手 作 業に よ

り現 金 過不 足の 有無 を 確認 し て い る と のこ と で ある 。な お 、 過 不 足 など 異 常が あ

った 場 合に は書 面に て 報告 す る こ と と して い る が 、過 去に その よう な 事例 は無 く、

口頭 で の一 致報 告に 留 まっ て い る と の こと で あ った 。  

現金 残 高に つい ては 、 その 時 点 で の 実 在性 を 確 認で きる 証 憑 と し て 、取 り 扱い  

場所 単 位で 金種 表等 を 作成 し 、 実 在 す る現 金 残 高と 財務 諸 表 に お け る現 金 残高 と

が一 致 して いる こと を 明示 す る こ と が 必要 で あ る。  

   

② 資 金前 渡職 員口 座 の管 理 （ 第 56 条関 連 ）【 意見 】  

 

患 者 返 金 用 資 金 と し て 、 医 事 課 へ 一 定 額 を 月 初 に 前 渡 し す る 。 当 該 前 渡 に 当 た

り 、 振 込 先 口 座 は 病 院 会 計 外 の 銀 行 口 座 と さ れ て い る 。 そ し て 、 毎 月 末 に 精 算 事

務 を 行 い 、 未 使 用 資 金 は 病 院 会 計 内 の 預 金 口 座 に 戻 す 手 続 き が 行 わ れ て い る 。 こ

の主 な 理由 は以 下の と おり で あ る 。  

 受 診 時 に 被 保 険者 証 を 持 参 せ ず 、 自 由診 療 扱 い で 一 旦 医 療 費 精 算 後 、 保 険証

を 提 示 し た た め、 保 険 診 療 扱 い と な り、 個 人 負 担 分 を 返 金 す る ケ ー ス が しば

しば 発 生す る。  

 病 院 会 計 内 預 金口 座 の 場 合 に は 企 業 会計 規 程 上 、 返 金 の 都 度 、 支 払 伝 票 の起

票 、 承 認 事 務 を行 う が 求 め ら れ る こ とか か ら 、 患 者 に 対 す る 適 時 適 切 な 対応

が 困 難 と な り 、事 務 負 担 も 過 重 と な るこ と か ら 、 一 定 額 を 病 院 会 計 外 の 口座

へ前 渡 して いる 。  

今回 の 監査 では 以下 の 事項 を 確 認 し た 。  

前渡 金 の内 、月 末未 使 用分 は 、 病 院 会 計内 の 預 金口 座に 戻 す こ と と なっ て いた

が、 ３ 月３ １日 付で 処 理す べ き 業 務 が 多く 、 処 理を 失念 し た 。 結 果 、未 収 入金 残

高と し て計 上さ れて い た。  

事業 年 度末 では 決算 確 定に 当 た り 、 行 うべ き 業 務も 多数 に 及 ぶ こ と は理 解 で  

きる 。 そこ で、 決算 確 定に 当 た り 各 部 署に 必 要 とな る業 務 を 一 覧 化 し、 実 行の  

都度 消 し込 むな どの 対 応が 望 ま し い 。  
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③ ⾧ 期未 回収 債権 の 整理 （ 第 58 条関 連 ）【 指 摘】  

 

令和 ５ 年３ 月末 時点 の その 他 未 収 入 金 の内 905,214 円 が、 ⾧期 未 回 収 のま ま  

残っ て いる 。こ れは 、 平成 19 年の 税 務調 査 で 指摘 を受 け た 所 得 税 追徴 課 税分 で

あり 、追 徴 分 につ き個 人負 担 分 も 合わ せて 病 院 事業 会 計 か ら 支 払 っ た もの であ る。

その 後 、当 該個 人に 請 求す る な ど し て 、回 収 を 進め てい た が 、 本 人 宛所 不 明に よ

り未 回 収と なっ てい る との こ と で あ る 。  

なお 、残 高 の 内訳 は、医師 の 宿 日 直 手 当 に 係 る もの とし て 11 名分 合 計 278,570

円、 パ ート 賃金 に係 る もの と し て 19 名 626,644 円で あ る。  

これ に つい ては 、発 生 時 から の経 過 期 間 を 鑑 みる と 回収 可能 性が 乏 しい と 考 え

られ る こと から 債権 放 棄に よ り 整 理 す るこ と も 必要 であ る 。  
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２ 医 業収 益（ 診療 報 酬）  

 

（１ ） 医業 収益 （診 療 報酬 ） に 係 る 業 務の 概 要  

 

医業 収 益の 発生 フロ ー は以 下 の と お り であ る 。  

 

 
 

医業 収 益の うち 外来 分 は、 患 者 受 診 各 診療 科 に おい て診 察 ・ 治 療 等 の内 容 を電

子カ ル テシ ステ ムに 入 力す る こ と に よ り、 連 携 シス テム を 通 じ て 医 事会 計 シス テ

ムで 医 業収 益の 計算 が 実施 さ れ る 。  

入院 分 は、 患者 入院 各 病棟 に お い て 治 療等 の 内 容を 電子 カ ル テ シ ス テム に 入力

する こ とに より 、連 携 シス テ ム を 通 じ て医 事 会 計シ ステ ム で 医 業 収 益の 計 算が 実

施さ れ る。  

  

① 患 者負 担金  

 

ⅰ） 患 者負 担金 の窓 口 支払 の 概 要  

 

患者 負 担の 診療 報酬 に つい て は 、 外 来 ・入 院 と も調 定シ ス テ ム 会 計 窓口 （有  

人・ 自 動支 払機 ）で 入 金事 務 を 行 っ て いる 。 こ の入 金に つ い て は 医 事業 務 委託

業者 よ り岐 阜市 民病 院 企業 出 納 員 へ 「 診療 医 療 費等 収納 業 務 報 告 書 」によ り 報

告が な され 、出 納取 扱 金融 機 関 （ 病 院 事業 の 業 務に 係る 現 金 を 保 管 する 金 融機

関と し て市 ⾧の 同意 を 得て 指 定 し た金 融機 関 ）に より 当日 に預 金 入 金 がさ れる 。 

 

 

 

 

 

【患者負担分】

・医療費の請求 【患者負担分】

・未収金の回収 ⇒ 入金額、未収額の集計

（医事会計システム） （調定システム）

  ・受付 ・医療費の計算 ⇒ （調定システム）

  ・診察 ⇒ （医事会計システム）

  ・治療 ⇒ 【保険者負担分】

（電子カルテシステム） ・レセプト作成 【保険者負担分】

・保険者へ請求 ⇒ 入金額、未収額の集計

（医事会計システム） （調定システム）

（調定システム）
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岐阜 市 病院 事業 企業 会 計規 程 抜 粋  

条項  項 目  規 定（ 抜 粋 ）  

第 7 条 金 融 機 関 の

出 納 事 務 の

取扱 い  

病 院 事 業 の 業 務 に 係 る 現 金 の 出 納 事 務 の 一 部 に つ い て は 、

企 業 出 納 員 及 び 現 金 取 扱 員 が 行 う も の の ほ か 、 こ れ を 病 院

事 業 の 業 務 に 係 る 現 金 を 保 管 す る 金 融 機 関 と し て 市 ⾧ の 同

意を 得 て指 定し た金 融 機関 に 行 わ せ る もの と す る。  

 

ⅱ） 患 者負 担分 診療 報 酬の 収 益 計 上 時 期  

 

外 来 患 者 自 己 負 担 分 に か か る 外 来 収 益 及 び 入 院 患 者 自 己 負 担 分 の う ち 随 時

請求 す る入 院収 益等 が 該当 す る 。 外 来 患者 自 己 負担 分に か か る 外 来 収益 ・ 入院

患者 自 己負 担随 時請 求 分に か か る 入 院 収益 等 と も、 一旦 す べ て を 医 業未 収 金を

相手 勘 定科 目と して 収 益計 上 さ れ る 。 すな わ ち 外来 収益 及 び 入 院 収 益と も 日次

レベ ル で発 生主 義会 計 に準 拠 し た 会 計 処理 が な され てい る 。 た だ し 、入 院 期間

が月 を 跨ぐ 場合 は、一 旦 月末 で区 切 っ て 当 月 分を 収 益計 上し 、翌 月 1 日か ら退

院日 ま でを 収益 計上 し てい る た め 、 入 院が ⾧ 期 にわ たる 場 合 は 、 月 ごと に 収益

計上 を して いる 。  

 

② 公 費に よる 患者 負 担分 請 求  

 

ⅰ） 公 費に よる 患者 負 担分 の 概 要  

 

公費 に よる 患者 負担 分 の請 求 は 、診 療報 酬明 細 書（ 以下「 レ セプ ト」とい う 。）  

によ る 請求 と、 指定 の 様式 に よ る 請 求 があ る 。 両者 とも 診 療 月 の 翌 月 10 日ま

でに 、市 町 村 等 へ 請求 して い る。公 費 負 担分 は 、請 求 月 の 翌 月 末に 入 金さ れる 。  

 

ⅱ） 公 費負 担分 診療 報 酬の 収 益 計 上 時 期  

 

公費 負 担分 は月 末に 一 括し て 収 益 計 上 がさ れ て おり 、月 次 レ ベ ル で 発生 主義

会計 に 準拠 した 会計 処 理が な さ れ る 。  

 

③ 保 険請 求  

 

ⅰ） 保 険請 求の 概要  

 

    保 険者（ 全 国 健康 保 険 協 会管 掌健 康 保 険他 ）への 診 療報 酬 請 求分 につ い て は 、 

医事 会 計シ ステ ムに よ りレ セ プ ト が 作 成さ れ 、 当該 レセ プ ト に 基 づ いて 診 療月
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の翌 月 10 日 まで に保 険者 へ 請 求 して いる 。  

    保 険者 請求 分 の大 半 は 、請求 対象 月 の 翌々 月 20 日 頃に 預 金 入金 がさ れ る が 、

査定 減 ・返 戻・ 過誤 返 戻・ 復 活 が あ り 、差 異 額 は入 院・ 外 来 別 に 集 計し 、 当月

の入 院 ・外 来収 益か ら 控除 し て 会 計 処 理を し て いる 。査 定 減 の 書 類 が届 い た場

合は 、 医師 に確 認後 、 承認 で き な い も のに つ い て速 やか に 再 審 査 請 求を 行 って

いる 。  

 

なお 、 査定 減、 返戻 は 次の と お り で あ る。  

 

査定 減  社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 な ど の 審 査 機 関 に よ る 審 査 減 額 の こ と

（出 典 ：厚 生労 働省 病 院会 計 準 則 ）  

返戻  レ セ プ ト に 不 備 が あ っ た 場 合 に 、 レ セ プ ト が 病 院 に 差 し 戻 さ れ る

こと 。  

  

ⅱ） 保 険請 求分 の収 益 計上 時 期  

 

    保 険請 求分 は 公費 負 担 分 同 様 、月 末 に 一括 して 収 益 計 上 が され て おり 、月 次

レベ ル で発 生主 義会 計 に準 拠 し た 会 計 処理 が な され る。  

 

（２ ） 監査 手続  

 

各月 の 保険 等請 求集 計 表、 レ セ プ ト 集 計表 等 の 関連 資料 等 を 入 手 し 、必 要 と考

えら れ る監 査手 続（ 閲 覧、 証 憑 突 合 、 分析 及 び 質問 等） を 実 施 す る こと に より 医

業収 益 （診 療報 酬） に 関す る 事 務 の 合 規性 等 を 検証 した 。  

 

（３ ） 監査 結果  

 

① 査 定減 に対 する 防 止策 等    

 

岐阜 市 民病 院で は、毎 月 1 回 保険 診 療 適 正化 委員 会 を 開 催 し 、主 な 査 定内 容

の報 告 と分 析・検 討を 実施 し 、注 意 点 等 を医 師 に周 知し てい る。当 該 委員 会は 、

各診 療 科医 師、 看護 部 、医 事 課 、 医 療 事務 委 託 業者 等で 構 成 さ れ て いる 。  

レ セ プ ト 提 出 の 点 検 時 に レ セ プ ト 点 検 シ ス テ ム を 使 用 し 点 検 す る と と も に 、

査定 に 関す る注 意点 等 を記 載 し た 事 務 通知 で 情 報共 有を し て い る 。 査定 減 とな

る可 能 性の 高い 医療 行 為を 行 っ た 場 合 は、当 該 医療 行 為 の 必 要 性 を 症 状詳 記（レ

セプ ト を補 完す る資 料 とし て 診 療 内 容 につ い て 詳細 に記 載 し た 文 書 のこ と ）に

記載 し て保 険者 に提 出 して い る 。  
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② レ セプ ト不 備等 に よる 返 戻 通 知 の 防止 策 等 【意 見】  

 

    レ セプ ト点 検 シス テ ム を 使 用 しエ ラ ー を検 出、 検 出 し た エ ラー を 修正 した レ

セプ ト を保 険者 に提 出 して い る 。 ま た 、人 的 点 検に より 返 戻 の 可 能 性が 高 いレ

セプ ト には 症状 詳記 を 添付 し て 提 出 し てい る 。 しか し、 令 和 ４ 年 度 の月 平 均返

戻額 は １億 円超 とな っ てお り 、 年 間 保 険診 療 分 の概 ね 6.8%程 度と な って いる 。 

    返 戻分 はレ セ プト を 修 正 し 、 毎月 の 保 険者 請求 の タ イ ミ ン グで 再 審査 請求 を

実施 し てい ると のこ と であ る が 、 本 来 、速 や か に再 審査 請 求 を 行 う べき で ある

もの の 、過 年度 分の 請 求及 び 再 審 査 請 求が 集 中 する 月も 散 見 さ れ た 。返 戻 通知

の到 着 後は 速や かに 再 審査 請 求 事 務 を 実施 す る こと が望 ま し い 。  

 

 

③ 保 留債 権に かか る 未収 金 の 計 上 に つい て 【 意見 】  

 

保留 債 権と は、 診察 等 は終 了 し て い る が、 診 療 報酬 の保 険 者 へ の 請 求を 保留

して い る債 権を いう 。 保留 債 権 の 各 月 平均 額 は １億 円超 と な っ て い る。 令 和 4

年 8 月～ 令 和 5 年 3 月 ま での 当月 保 留 額 及 び 令和 5 年 3 月末 時点 の 未請 求 額 は

以下 の 通り であ る。な お、令 和 4 年 4 月～ 令 和 4 年 7 月 ま で の保 留 債権 は 、令

和 5 年 3 月 末 時 点で 概 ね解 消 し て い る た め 、 表 から 除く こと と す る 。 

 

（単 位 ：千 円）  

保留 年 月  保 留債 権 金 額  請 求額 合計  

（ 令 和 5 年 3 月 末 時 点 ） 

保留 債 権額  

（ 令 和 5 年 3 月 末 時 点 ） 

令和 ４ 年 8 月  217,976 213,520 4,456 

９月  176,658 169,271 7,386 

10 月 74,437 79,728 △5,291 

11 月 109,396 84,482 24,914 

12 月 164,206 107,881 1,515 

令和 ５ 年 1 月  168,847 161,657 2,548 

    ２ 月  62,767 33,053 29,714 

    ３ 月  52,675  52,675 

注） 金 額は レセ プト の 主点 数×10 円 で計 算 。  

 

保留 債 権に かか る会 計 処理 は 、 保 険 者 への 請 求 額が 決定 し て い な い こと か ら、

診療 等 の終 了時 点で 医 業収 益 と し て 計 上せ ず 、 保険 者へ の 請 求 時 に 医業 収 益と

して 計 上し てい る。 ま た、 査 定 減 及 び 返戻 に つ いて は当 月 分 医 業 収 益の 取 消処

理を し てい る。  
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    医 療機 関は 、 その 診 療 行 為 に 対す る 報 酬を 保険 者 等 に 請 求 する た め、 診療 報

酬の 内 容を 明ら かに し たレ セ プ ト を 作 成す る 。 通常 、当 月 分 を 翌 月 10 日ま で

に保 険 者等 へ提 出し 、 概ね ２ か 月 後 に 入金 さ れ る。  

    し かし 、保 険 者等 へ レ セ プ ト 等を 提 出 した もの の 、 そ の 内 容に 不 備が ある こ

とに よ り医 療機 関に 返 戻さ れ る 場 合 が ある 。 当 該返 戻レ セ プ ト は 、 内容 の 不備

等（ 主 に病 名不 備） を 調査 修 正 し て 、 後日 、 通 常の レセ プ ト 提 出 の タイ ミ ング

で保 険 者等 に再 提出 さ れる が 、 調 査 修 正に 時 間 を要 する 等 の 理 由 に より 、 返戻

され た 月の 翌月 期限 ま でに 再 提 出 で き ず保 留 と なっ てい る 場 合 が あ る。  

    岐 阜市 民病 院 では 、 返 戻 レ セ プ ト に つ いて は、 再度 保 険 者 に請 求 をす る際 に

も資 産 及び 収益 とし て 計上 さ れ る た め 、資 産 及 び収 益の 重 複 を 回 避 する こ とを

理由 に 、返 戻時 点で い った ん 医 業 収 益 と医 業 未 収金 の取 消 処 理 を 行 い、 再 審査

請求 を した 時点 で医 業 収益 及 び 医 業 未 収金 へ の 再計 上を し て い る 。 また 、 保留

とし た 診療 報酬 は、 請 求額 が 決 定 し て いな い こ とか ら、 医 業 収 益 と して 計 上せ

ず、 請 求時 に収 益計 上 を行 っ て い る 。  

し か し 、 返 戻 を 受 け た 場 合 で あ っ て も 、 再 審 査 請 求 が 不 可 能 な も の を 除 き 、

後日 、 通常 のレ セプ ト と併 せ て 保 険 者 等へ 再 度 請求 する こ と と な る ため 、 診療

報酬 請 求債 権自 体は 消 滅し て い な い と 考え ら れ るこ とか ら 、 医 業 収 益及 び 医業

未収 金 の取 消処 理で は なく 、 再 審 査 請 求時 に 差 額調 整を す る 運 用 と する こ とが

望ま し い。    

また 、 保険 者へ の請 求 を保 留 と し て い る診 療 報 酬に つい て も 、 保 険 者等 への

請求 時 でな く、 医療 サ ービ ス を 提 供 し た事 実 に 基づ き、 医 業 収 益 及 び医 業 未収

金を 計 上す るこ とが 必 要と 考 え る 。 こ れは 、 次 頁掲 載の 総 務 省 資 料 抜粋 の 費用

収益 対 応の 原則 から も 必要 な 会 計 処 理 と考 え る 。  
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 総 務 省資 料「 地方 公 営企 業 が 会 計 を 整理 す る に当 たり よ る べ き 指 針」 抜 粋  

第２ 章  費 用及 び収 益   

 第 １  総 額主 義及 び 発生 主 義  

１ 地 方 公 営 企 業 に お いて は 、 そ の 経 営 成 績 を明 ら か に す る ため 、 全て の 費

用及 び 収 益 を 、 そ の発 生の 事 実 に 基 づ い て計 上し 、 か つ 、 そ の 発生 した

年度 に 正し く割 り当 て なけ れ ば な ら な い（ 法 第 20 条 第１ 項 ）。  

２ 費 用 及 び 収 益 は 、 総額 に よ っ て 記 載 す る こと を 原 則 と し 、費 用 の項 目 と

収益 の 項 目 と を 相 殺す るこ と に よ っ て そ の全 部又 は 一 部 を 除 去 して はな

らな い 。  

 第 ２  費 用及 び収 益 の意 義  

 １  地 方 公 営 企 業 の 費用 と は 、 サ ー ビ ス の 提供 、 財 貨 の 引 渡又 は 生産 そ の 他

の地 方 公 営 企 業 の 業務 に関 連 し 、 そ の 資 産の 減少 又 は 負 債 の 増 加（ 又は

両者 の 組 合 せ ） を もた らす 経 済 的 便 益 の 減少 であ っ て 、 地 方 公 営企 業の

財産 的 基 礎 を 減 少 させ る資 本 取 引 に よ っ ても たら さ れ る も の を 除く もの

をい う 。  

 ２  地 方 公 営 企 業 の 収益 と は 、 サ ー ビ ス の 提供 、 財 貨 の 引 渡又 は 生産 そ の 他

の地 方 公 営 企 業 の 業務 に関 連 し 、 そ の 資 産の 増加 又 は 負 債 の 減 少（ 又は

両者 の 組 合 せ ） を もた らす 経 済 的 便 益 の 増加 であ っ て 、 地 方 公 営企 業の

財産 的 基 礎 を 増 加 させ る資 本 取 引 に よ っ ても たら さ れ る も の を 除く もの

をい う 。  

 第 ３  費 用収 益対 応 の原 則  

費用 及 び 収 益 は 、 その 発生 源 泉 に 従 っ て 明瞭 に分 類 し 、 各 収 益 項目 とそ

れに 関 連 す る 費 用 項目 とを 予 定 損 益 計 算 書等 （令 第 １ ７ 条 の ２ 第１ 項第

６号 に 掲 げ る 予 定 損益 計算 書 及 び 法 第 ３ ０条 第７ 項 に 規 定 す る 損益 計算

書を い う。 以下 同じ 。）に 対 応 表 示し なけ れ ば なら な い 。   

出典 ： 総務 省ホ ーム ペ ージ （ 最 終 ア ク セス ： 令 和 5 年 11 月 23 日 、  

URL ：https://www.soumu.go.jp/main_content/000145554.pdf）  
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３ 債 権管 理  

 

（１ ） 概要  

    

岐阜 市 民病 院で は、 医 業収 益 の 未 収 金 （患 者 負担 分 及 び 保険 者請 求 分 ）に つ い

て次 の よう に処 理し て いる 。  

  

① 患 者負 担分  

 

ⅰ） 回 収責 任部 署  

 

外来 ・ 入院 とも 患者 負 担分 は 、 過 年 度 未収 金 も 含め て医 事 課 が 回 収 責任 を負

って い る。  

 

ⅱ） 医 業収 益未 収金 の 延滞 債 権 管 理 方 法の 概 要  

 

患者 負 担分 につ いて 、 調定 シ ス テ ム で 未収 一 覧 表が 作成 さ れ 、 未 収 一覧 表は

関係 各 所に 回覧 され（ 個 別事 案に 対 応 す る た め）、事前 決 裁 後 、督促 状及 び 催 告

書を 発 送し てい る。  

 

ⅲ） 患 者負 担分 未収 金 の督 促  

 

外来 及 び入 院患 者負 担 分の 未 収 金 の 督 促は 、 診 療日 等か ら 約 １ か 月 後に 、督

促状 の 送付 、督 促状 送 付か ら 約 1.5 か 月後 に 催 告書 を送 付 、 そ れ で も回 収 でき

ない 場 合は 、催 告書 送 付か ら 約 1.5 カ 月後 に 医 業未 収金 回 収 に 係 る 業務 委 託事

業者 で ある 弁護 士に 回 収委 託 を 行 う こ とと し て いる 。  

    弁 護士 は岐 阜 市民 病 院 か ら の 受 任 通 知 書や 電話 連絡 に よ り 連絡 ・ 入 金 依頼 を

実施 し 、岐 阜市 民病 院 事業 処 務 規 程 第 17 条 第２ 項 の 連 帯 保 証人 に も 請求 を行

う。  
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岐阜 市 病院 事業 処務 規 程抜 粋  

条項  項 目  規 定（ 抜 粋 ）  

第 17 条 入 院の 手続  ①  入院 し よう とす る者 は 、入院 誓約 及 び 保 証 書（以 下「 入

院誓 約 書」と い う 。）を 病 院⾧ に提 出 し な け れ ばな ら な

い。  

②  入院 し よう とす る者 は 、身 元引 受 人 及 び連 帯 保 証人（ 以

下「身 元 引 受 人等 」と い う 。）を 立 て、及 び 身 元引 受 人

等に 入 院誓 約書 に連 署 させ な け れ ば な らな い 。  

③  身 元 引 受 人 等 は 、 本 市 又 は 本 市 に 隣 接 す る 市 町 村 に 住

所 を 有 し 、 独 立 の 生 計 を 営 む 成 年 者 で な け れ ば な ら な

い。  

④  身 元 引 受 人 等 が そ の 資 格 を 欠 き 、 又 は 病 院 ⾧ が 不 適 当

と 認 め た と き は 、 当 該 身 元 引 受 人 等 を 変 更 さ せ る こ と

がで き る。  

 

ⅳ） 不 納欠 損処 分  

 

診 療 報 酬 に か か る 未 収 金 を 不 納 欠 損 処 分 と す る の は 、「 時 効 期 間 が 満 了 し た

債権 の 放棄 処理 基準 」 に従 っ て 、 請 求 から ５ 年 以上 経過 し た 債 権 の うち 、 最終

入金 ・ 最終 来院 から ３ 年以 上 経 過 し て いる 債 権 等及 び弁 護 士 に 回 収 委託 中 の債

権を 除 き、 債権 放棄 を 行っ た 債 権 で あ る。  

 

岐阜 市 病院 事業 企業 会 計規 程 抜 粋  

条項  項 目  規 定（ 抜 粋 ）  

第 41 条 不 納 欠 損 処

分 

主 管 課 ⾧ は 、 調 定 し た 収 納 金 を 不 納 欠 損 処 分 と し よ う と す

ると き は、収 納 金 の 調 定 年月 日 、金 額、収 入 科目 、調 定後 の

経 緯 等 を 記 載 し た 振 替 伺 書 に よ り 管 理 者 の 決 裁 を 受 け 、 振

替伝 票 を発 行し なけ れ ばな ら な い 。  

 

② 保 険者 請求 分  

 

ⅰ） 回 収責 任部 署  

保険 者 請求 分未 収金 は 、医 事 課 が 回 収 責任 を 負 って いる 。  

 

ⅱ） 医 業収 益未 収金 の 債権 管 理 方 法 の 概要  

保険 者 請求 分に つい て 、入 金 月 ご と の 保険 請 求 増減 集計 表 を 作 成 し 、管 理し

てい る 。  
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（２ ） 監査 手続  

 

社会 保 険診 療報 酬支 払 基金 の 振 込 通 知 書、国 民健 康 保 険 団体 連合 会 の診療（調 剤）

報酬 等 支払 額決 定通 知 書、 関 連 す る 内 訳簿 等 の 関連 資料 等 を 入 手 し 、必 要 と考 えら

れる 手 続（ 閲覧 、証 憑 突合 、 分 析 及 び 質問 等 ） を実 施す る こ と に よ り、 債 権管 理に

関す る 事務 の合 規性 等 を検 証 し た 。  

 

（３ ） 監査 結果  

 

① 誓 約書 の入 手（ 患 者負 担 分 ）  

岐阜 市 病院 事業 処務 規 程は 、 前 述 し た とお り 患 者入 院時 に 連 帯 保 証 人連 署 の入

院誓 約 書の 提出 を求 め てい る 。 診 療 報 酬個 人 負 担分 未納 の 場 合 は 、 督促 状 等を 連

帯保 証 人に も送 付し て いる こ と 、 入 院 患者 と 連 帯保 証人 の 署 名 が 明 らか に 同一 筆

跡と 認 めら れる 場合 は 、連 帯 保 証 人 に 電話 連 絡 等で 本人 確 認 を 実 施 して い るこ と

を聞 き 取り によ り確 認 した 。 ま た 、 外 来患 者 が 自己 負担 分 を 診 療 当 日に 支 払い が

でき ず 、後 日の 一括 納 付が 困 難 な 場 合 は、 納 付 誓約 書の 提 出 を 求 め てい る 。  

 

② 延 滞債 権回 収（ 患 者負 担 分 ） に つ いて 【 意 見】  

 

弁護 士 へ委 託し た延 滞 債権 の 回 収 状 況 につ い て 関連 資料 等 を 入 手 し 、必 要 と考

えら れ る監 査手 続（ 閲 覧、 質 問 等 ） を 実施 し た 。  

弁護 士 への 延滞 債権 回 収業 務 委 託 は 、 平成 27 年度 よ り 開 始 さ れ直 近 3 年間 の

回収 額 及び 回収 率等 は 以下 の と お り で ある 。  

 

年度  回 収額  回収 率 （ 回 収 額/委託 延 滞債 権期 末額 平均 ）  

令和 ２ 年度  8,228,906 円  8.8% 

令和 3 年 度  7,409,533 円  8.5% 

令和 ４ 年度  7,533,444 円  9.7% 

 

なお 、令 和 3 年度 は 、債権 放 棄 処 理基 準に 基 づ いて 21,652,820 円 、令 和 4 年 度

は 32,011,504 円の 債 権 放棄 を 行 っ た。債権 放棄 額 の 一 部 は 適切 な 決 裁を 経て 期 首

の貸 倒 引当 金を 不納 欠 損処 分 と し て 取 り崩 し て いる 。  

上記 表 を見 る限 り、令 和 3 年度 に 比し て令 和 4 年 度は 回 収 率 が 上 昇 し てい るが 、

これ は 債権 放棄 によ る 期末 債 権 額 減 少 によ る も ので あり 、 不 納 欠 損 金処 理 をし な

かっ た 場合 の回 収率 は 、令和 3 年 度 7.3%、令 和 4 年 度 7.1%と 年 々 減少 傾向 に あ

る。 回 収率 増加 のた め 、今 後 は 弁 護 士 への 延 滞 債権 回収 業 務 委 託 ま での 期 間を 短

縮す る 運用 に変 更予 定 であ る 。  
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しか し 、岐 阜市 民病 院 の督 促 状 に 同 封 され る 納 付書 等は 金 融 機 関 窓 口の み で使

用で き る用 紙で あり 、 延滞 債 権 が 回 収 でき な い 一要 因と な っ て い る こと は 否定 で

きな い と考 える 。昨 今 の市 税 等 の 納 付 は 、コ ン ビニ エン スス トア 利 用や パ ソ コ ン・

スマ ー トフ ォン から QR コ ード 決 済 可 能な も の まで 多様 化 し て お り 、患 者 の利 便

性を 勘 案し て支 払方 法 を多 数 か ら 選 択 可能 と し 、延 滞債 権 及 び 不 納 欠損 金 の減 少

に貢 献 する こと が望 ま しい 。  

 

③ 業 務委 託を して い る弁 護 士 か ら の 報告  

 

   延滞 債権 回収 業 務を 受 託 し て い る弁 護 士 は受 託案 件 状 況 報 告 書を 作 成し 、当 該

報告書 は 、 ク ラ ウ ド 上 で 随時 更新 され る デ ー タを 岐 阜 市 民病 院回 収 責 任部 署 が閲

覧す る こと によ り、 回 収状 況 を 確 認 す る運 用 を して いる こ と を 資 料 等の 閲 覧に よ

り確 か めた 。  

    

 

④ 診 療報 酬請 求額 と 入金 額 の 差 異 管 理（ 公 費 負担 ・保 険 者 請 求 ）【 意見 】  

 

主な 公 費負 担及 び保 険 者か ら の 診 療 報 酬入 金 日 は下 記表 の と お り で ある 。な お 、

請求 締 日は いず れの 保 険者 等 も 月 末 締 め、 請 求 日は 翌月 10 日 が 多 くを 占 めて い

る。  

保険 者 （入 金先 ）の 種 類及 び 内 容  入金 日  

社会 保 険診 療報 酬支 払 基金  翌 々月 21 日  

  出 産育 児一 時金 等  翌々 月 6 日  

国民 健 康保 険団 体連 合 会 翌 々月 20 日  

後期 高 齢者 医療 制度  翌 々月 20 日  

公費  翌 々月 20 日  

出産 一 時金 （正 常分 娩 ） 翌々 月 5 日  

出産 一 時金 （異 常分 娩 ） 翌 々月 20 日  

妊婦 検 診  翌 々月 26 日  

公費 負 担（ 助成 金等 ）  翌月 末 日  

労災 保 険情 報セ ンタ ー  翌 月 25 日  

 

保留 債 権及 び返 戻レ セ プト 再 請 求 分 が 多額 と な って いる 月 が 散 見 さ れた た め、

質問 等 によ り理 由を 確 認し た と こ ろ 、 理由 の 特 定が でき ず 、 令 和 ５ 年度 期 中よ り

運用 方 法を 変更 する と の回 答 で あ っ た 。ま た 、保 留債 権請 求 分に つ い て令 和 4 年

度以 前 が多 額と なっ て いる 月 に つ い て は、 請 求 失念 によ る た め で あ った と のこ と

であ る 。  
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岐阜 市 民病 院で は、 保 険者 請 求 分 に つ いて 、 入 金月 ごと の 保 険 請 求 増減 集 計表

を作 成 、管 理し てい る との こ と で あ り 、当 該 集 計表 を閲 覧 し た と こ ろ、 各 月保 険

者別 の 減額 のみ の記 載 にと ど ま っ て い た。  

   一般 的な 債権 管 理の 観 点 か ら は、① 債 権額（請 求額 ）、②入 金 額 、③未 入金 額 の

情報 等 は最 低限 必須 で ある が 、 現 状 の 集計 表 で は月 ごと の 減 額 総 額 を把 握 する に

とど ま り、 債権 管理 表 とし て は 不 十 分 であ る と 思案 され る た め 、 早 急に 改 善す る

こと が 望ま しい 。  
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４ 固 定資 産管 理  

 

（１ ） 概要  

 

固定 資 産は ⾧期 間に 亘 って 使 用 さ れ 、 また 金 額 的な 重要 性 が あ る 。 さら に 病院

が担 う 地域 市民 への 医 療サ ー ビ ス 提 供 能力 に 直 接的 に影 響 す る こ と とな る 。した

がっ て 、設 備投 資は 設 備予 算 に 基 づ い て計 画 的 に行 わな け れ ば な ら ず、 そ して 設

備予 算 は病 院事 業の 事 業計 画 に 従 い 予 算に つ い て議 会承 認 を 得 る 必 要が あ る。  

また 、 その 取得 ・管 理 ・除 売 却 ・ 貸 与 等に つ い ての 処理 手 続 及 び 承 認手 続 を定

めた 諸 規程 を整 備す る 必要 が あ る 。  

 

（２ ） 監査 手続  

 

企業 会 計規 程及 び関 連 資料 等 を 入 手 し 、必 要 と 考え られ る 監 査 手 続 （閲 覧 、証

憑突 合 、分 析及 び質 問 等） を 実 施 す る こと に よ り、 固定 資 産 に 関 す る事 務 の合 規

性等 を 検証 した 。  

 

（３ ） 監査 結果  

 

① 固 定資 産の 範囲 【 意見 】  

 

企業 会 計規 程第 94 条 に規 定 さ れ てお り、 そ の 内容 は 以 下 の と お り で ある 。  

以下 表 は、 有形 固定 資 産及 び 無 形 固 定 資産 の 範 囲に 関す る 規 定 の 抜 粋で あ る。  

 

(1) 有形固定資産

 ア 土地

 イ 建物及び附属設備

 ウ 構築物（土地に定着する土木設備又は工作物。）

 エ 機械及び装置並びにその他の附属設備

 オ 自動車その他の陸上運搬具

 カ 工具、器具及び備品（耐用年数が１年以上かつ取得価格が10万円以上。）

 キ リース資産（ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主である資産であって、当該

   リース物件がアからカまでに掲げるもの。）

 ク 建設仮勘定（イからカまでに掲げる資産であって、事業の用に供するものを建設した場合に支出

  した金額及び当該建設の目的のために充当した材料。）

 ケ 有形資産であって、有形固定資産に属する資産とすべきもの

(2) 無形固定資産

 ア 借地権

 イ 地上権

 ウ 特許権

 エ 施設利用権

 オ リース資産（ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主であって、当該リース物件が

  アからエまでに掲げるもの。）

 カ その他の無形資産であって、無形固定資産に属する資産とすべきもの
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有形 固 定資 産の 内、「 カ 工 具 、 器具 及び 備 品」 に つ い て は 、具 体 的 な金 額基 準

はあ る もの の、 その 他 の固 定 資 産 に つ いて 金 額 基準 は定 め ら れ て い ない 。  

これ に つい ては 資本 的 支出 と し て 取 り 扱い 、 資 産の 取得 を し た も の につ い ては

固定 資 産計 上し てい る との こ と で あ っ た。  

また 、 令和 ４年 度岐 阜 市病 院 事 業 貸 借 対照 表 を 閲覧 した と こ ろ 、 無 形固 定 資産

が計 上 され てい ない 。  

これ に つい ては ソフ ト ウェ ア は す べ て 機器 組 込 みの もの で あ り 、 機 器（ ハ ード

ウェ ア ）と 一体 とし て 有形 固 定 資 産 に 計上 し て いる との こ と で あ っ た。  

なお 、 病院 事業 では 電 子カ ル テ シ ス テ ムを は じ めと する 様 々 な シ ス テム を 利用

して い るこ とが 考え ら れ、 今 回 の 監 査 にお い て 入手 した 病 院 事 業 で の情 報 シス テ

ム一 覧 は次 頁表 のと お りで あ る 。  

 

ソフ ト ウェ アと はコ ン ピュ ー タ に 一 定 の仕 事 を 行わ せる た め の プ ロ グラ ム であ  

り、 機 器組 込み ソフ ト ウェ ア と は 、 コ ンピ ュ ー タ内 部の 基 盤 （ メ モ リ） に 書き 込

まれ た プロ グラ ムに 従 い、 機 器 を 正 し く動 作 さ せる ため の も の で あ るこ と から 、

機器 （ ハー ド） と有 機 的一 体 と し て 機 能す る も のと 解さ れ る 。  

病院 事 業に て使 用す る 各種 医 療 装 置 に つい て 、 その 特定 の 機 能 を 発 揮す る ため

のプ ロ グラ ムに つい て は、 機 器 組 込 み ソフ ト ウ ェア とも 考 え ら れ る が、 幅 広い ア

プリ ケ ーシ ョン を作 動 させ て 汎 用 的 な 機能 を 実 現す るも の は 単 独 の ソフ ト ウェ ア

と考 え る。  

 岐阜 市 病院 事業 にお い て使 用 さ れ て い るシ ス テ ムは 90 種 類に 及ぶ こ とか ら、  

現有 シ ステ ムの 内容 及 び機 能 を 再 確 認 し、 汎 用 型の もの は 別 途 無 形 固定 資 産

とし て 計上 する こと も 必要 と 考 え る 。  

 また 、 今後 、シ ステ ム を調 達 す る 場 合 には そ の 内容 、機 能 に 応 じ て 会計 処 理

を行 う こと が望 まし い 。 
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3 受付・会計 調定管理システム HOPE/X-W（オプション）

4 診療科 臨床検査システム HOPE/LAINS-GX

5 診療科 細菌検査システム HOPE/LAINS-GX

HOPE/EGMAIN-GX

HOPE/PocketChart

7 勤怠 勤務管理システム HOPE/タイムリフォーマー

8 診療科 感染症システム HOPE EGMAIN-GX 感染管理支援ライブラリ

9 診療科 自科検査システム HOPE/PORT

10 診療科 輸血管理システム HOPE/EGMAIN-GX BLADライブラリ

11 地域連携 地域連携システム Humanbrige HER

12 統計分析 ＤＷＨ（統計、分析） HOPE/DWH-GX

13 システム管理 BCP HumanBridgeBCP

14 受付・会計 患者誘導（表示板案内） HOSPISION

16 文書管理 文書管理システム（診断書含む） Medoc

17 文書管理 日本語入力支援ソフト SimpleWrite

18 診療科 歯科ライブラリ HOPE/EGMAIN-GX 歯科ライブラリ

19 診療科 部門連携 HOPE/EGMAIN-GX

20 診療科 医薬品情報/服薬指導
HOPE/EGMAIN-GX（医薬品情報システム）

HOPE/EGMAIN-GX（服薬指導システム）

21 文書管理 eXChart HOPE/EGMAIN-GX（eXChart）

22 システム管理 資源配布 HOPE/EGMAIN-GX（HOPE 瞬快）

23 診療科 DinQL HOPE/EGMAIN-GX（DinQL）

24 診療科 統合ﾋﾞｭｰ HOPE/EGMAIN-GX （統合ビュー）

25 診療科 指導料ﾘﾏｲﾝﾀ HOPE/EGMAIN-GX （指導料リマインダ）

26 診療科 空床見える化 HOPE/EGMAIN-GX （空床見える化）

27 システム管理 統合マスタ HOPE/EGMAIN-GX（統合マスタ）

28 診療科 リモートカルテ HOPE/EGMAIN-GX（リモートカルテ）

29 受付・会計 オンライン資格確認 HOPE/EGMAIN-GX（オンライン資格確認）

30 診療科 医用画像管理システム（PACS）（レポート含む） SYNAPSE、F-Report

31 診療科 放射線情報管理システム（RIS） F-RIS

32 診療科 マンモグラフィシステム（画像） SYNAPSE、F-Report

33 診療科 統合診療支援（データファイリング） CITA

34 診療科 放射線部門システム バックアップSV ―

35 診療科 内視鏡画像管理システム NEXUS

36 診療科 マンモグラフィシステム（エコー） NEXUS

37 診療科 超音波検査システム NEXUS

38 診療科 生理検査システム（生体情報） PrescientPHYS

39 診療科 生理検査システム（心電図） EFS-8800

40 診療科 生理検査システム（脳波） CNN-2300

41 診療科 生理検査システム（呼吸抵抗） CHEST

42 診療科 3D画像解析（放射線部手配） VINCENT

43 診療科 放射線治療管理システム ShadeQuest/TheraRIS

44 診療科 循環器動画システム Nahri AQUA

45 診療科 服薬指導システム PICS

46 診療科 医薬品情報検索システム DICS

47 診療科 調剤支援システム 調剤支援システム

48 診療科 注射自動払出システム（病院調達） 注射自動払出システム

49 診療科 混注システム ―

50 診療科 錠剤分包機 ―

51 診療科 注射薬バーコードマッチングシステム ―

52 診療科 病理診断システム Path Window

53 診療科 眼科支援システム NAVIS-AZU

54 診療科 栄養給食管理システム NutrimateR

55 診療科 手術管理システム ORSYS

56 診療科 ICU患者看護システム ACSYS

57 診療科 生体モニター（一般病棟） （医療機器の付属）

58 診療科 生体モニター（重症病棟） （医療機器の付属）

59 診療科 リハビリテーション支援システム タックリハビリ支援

60 診療科 透析情報管理システム Future Net

61 診療科 産科監視システム AFD-LAN

62 診療科 病歴管理システム Medi-Bank

63 診療科 貸出管理システム Medi-Bank

64 診療科 がん登録システム Medi-Bank

65 診療科 インシデントレポートシステム ファントルくん

66 文書管理 院内ポータルシステム Comedix

67 診療科 健診システム タック総合検診

68 診療科 ナースコールシステム well

69 診療科 自動採血管準備システム BC・ROBO8000RFID

70 診療科 採尿蓄積比重測定装置 ウローミニ管理

71 診療科 血圧脈波検査装置 フォルムネット

72 診療科 血ガスラジオメーター（医療機器の付属） AQURE

73 受付・会計 患者案内表示システム 診察表示機

74 受付・会計 会計表示システム 会計案内表示システム

75 受付・会計 診療費支払システム 自動精算機システム

76 受付・会計 再来受付システム 自動再来受付機システム

77 受付・会計 診察券自動発行システム（病院調達） 診察券発行機DP-1800HE

78 受付・会計 AI問診システム ユビーAI問診

79 受付・会計 診断書作成 MEDI-Papyrus

80 研修 教育管理 Baritess

81 分析 原価計算 Cost Manager

82 診療科 歯科画像管理（医療機器の付属） i-Dixel

83 診療科 ピクトグラム（施設課手配） ユカリアタッチ

84 診療科 線量管理（放射線部手配） Radimetrics

85 文書管理 ファイルサーバ ―

86 システム管理 病院情報システムネットワーク ―

87 文書管理 ペーパーレス会議システム ―

88 診療科 総合診療電子書籍 今日の診療（医学書院）

89 診療科 AI音声入力システム AmiVoice、マイク、フットスイッチ

90 システム管理 仮想基盤システム VMware vSphere/Horizon（VMware）

2 医事会計システム HOPE/X-W

6 看護業務支援システム（PDA等含む）

15 物流管理システム TechoTOMOROW Logi-EX

受付・会計

診療科

物流

№ システム名 パッケージ名

1 電子カルテシステム HOPE/EGMAIN-GX患者管理

業務
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② 固 定資 産の 購入  

 

固定 資 産の 購入 につ い ては 、企業 会 計 規 程第 ９７ 条 に 規 定 さ れて お り 、そ の主 な

内容 は 以下 のと おり で ある 。  

① 固定 資 産を 購入 す る場 合は 、 主管 課⾧ は 、 次 の事 項 を 記 載 し た 文 書 に よ っ て 病

院政 策 課⾧ に 合 議 し 管 理 者の 決裁 を 受 け な け れ ばな らな い。  

（１ ） 購入 しよ うと す る固 定 資 産 の 名 称及 び 種 類  

（２ ） 購入 しよ うと す る理 由  

（３ ） 予定 価額 及び 単 価 

（４ ） 当該 固定 資産 の 購入 に 係 る 予 算 科目 及 び 予算 額  

（５ ） 契約 の方 法  

（６ ） 前各 号に 掲げ る もの の ほ か 、 必 要と 認 め られ る事 項  

② 上 記 の 文書 に は 、 購入 しよ う とす る固 定 資産 の図 面 そ の 他内 容 を 明 ら か に す る

ため の 書類 を添 えな け れば な ら な い 。  

 

また 、岐 阜 市病 院 事 業 事務 決 裁 規 程（ 平成 31 年 岐阜 市病 院 事 業 管 理 規程 第 ６号 ）

が整 備 され てお り、物 件 の購 入、工 事に 当 た り その 金額 等に 応 じ 決 裁権 限 者 が 規定

され て いる 。固 定資 産 に係 る 決 裁 権 限 規程 の 内 容は 下表 の と お り で ある 。  

 

事務局⾧ 課⾧等 合議先 備考

設計伺書 500万円以上 500万円未満 病院政策課⾧

支出負担行為書 〇 病院政策課⾧

設計伺書

500万円以上（課

⾧等の専決事項

に該当するもの

を除く。）

500万円未満又は事

務局⾧の専決事項の

うち変更額が50万円

未満まで、かつ、そ

の内容が軽微なもの

病院政策課⾧

支出負担行為書 〇 病院政策課⾧

3,000万円以上 3,000万円未満 病院政策課⾧

〇 病院政策課⾧

100万円以上 100万円未満
病院政策課⾧

自動車等に係

るものは、病

〇 病院政策課⾧

備品購入費

契約締結伺

支出負担行為書

変更額は、当該変更の直

前の積算額との差額とす

る。その内容が軽微なも

のとは、岐阜市建設工事

事務処理要領別表の軽微

な変更の範囲に該当する

もの。設計変更額に増減

がない場合、変更後の積

算額が4,500万円以上は事

務局⾧の専決事項、4,500

万円未満は課⾧等の専決

事項

変更後の積算

額

公有財産購

入費

契約締結伺 支出負担行為書の額に変

更がない場合は、事務局

⾧の専決事項。支出負担行為書

修繕費（建

物・構築物

修繕費に係

るものに限

る。）及び

工事請負費

当初の積算額

              専決者

専決事項



87 

 

※な お 、前 頁の 表 に つ い ては 、監 査を 実 施し た書 類 年 度 と 合 わせ 、令 和 4 年 度

にお け る名 称等 の内 容 を記 載 し て い る 。  

今回 の 包括 外部 監査 に おい て 、令 和 4 年度 固 定 資産 購入 に 関 す る 資 料を 確 認し

た。令和 4 年度 の 工 事 請負 契 約 、物 品購 入契 約か ら 1 件ず つ任 意で 抽 出し 、その

検証 結 果を 以下 に記 載 する 。  

 

（結 果 ）  

当初 工 事： 令和 4 年 ６ 月 29 日起 案の 契 約 依 頼書 兼 執 行 伺書 にて 本 工 事に つ い て は 、

『 一般 競 争 入 札 』 に て 契 約先 選 定 す る こ と に つ いて 事 務 局 ⾧ の 承 認 あ り。 

令和 4 年 8 月 5 日付 で 戸島 工 業㈱ に対 して 落 札決 定 通 知 書 を 発 行 。  

令和 4 年 8 月 5 日 付 契 約 締結 、税 込 37,180,000 円 

支出 負 担行 為書 には 病 院政策 課 ⾧ の承 認 あ り 。 

追加 工 事：当 初 工 事 に て既 設 天 井 を 調 査 し た 結 果、劣 化 、変 色の 激 しい 箇 所 を 補 修 及

び点 検 口追 加を 戸島 工 業㈱と 契 約 （ 契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 21 日 ）、税

込 462,000 円 。  

変更 契 約依 頼書 兼執 行 伺書 で は 令 和 5 年 2 月 16 日 起案 、令和 5 年 2 月 17

日決 裁 とし て契 約課 ⾧ 承認 あ り 。また 、増 額 変更 に 係 る 支出 負担 行 為 伺書

に病 院 政策 課⾧ の 承 認 あり 。  

完成 報 告： 契約 先で あ る戸 島 工 業 ㈱が 令 和 5 年 3 月 3 日付 で完 成 届 を提 出 。  

完成 検 査：令 和 5 年 3 月 10 日 付に て契 約書 の とお り完 成し たこ と を認 め る と し て 主

管部 署 であ る病 院施 設 課が 検 査 調 書 を 発行 し 、事務 局 ⾧、病院 ⾧ 、病院 事

業管 理 者の 承認 を得 て いる 。なお 、検 査 調 書 の添 付 資 料 とし て完 成 検 査時

の写 真 が添 付さ れて い た。  

 

（結 果 ）  

物件 発 注： 令和 4 年 8 月 2 日付 入 札 価 格調 書 に エッ チエ ス メ デ ィ カ ル㈱ が 落札

した 旨 の記 載あ り、ま た、当 該入 札価 格 調書 には 、事 務 局 ⾧の 承認 が

ある こ とを 確認 した 。  

物品購入契約（以下、サンプル②という）

契約年月日 契約物件 契約金額 設置場所 契約先

R4.8.2 人工心肺装置 52,602,000 臨床工学室 エッチエスメディカル㈱
（出典:令和４年度岐阜市病院事業報告書 ４会計）

工事請負契約(以下、サンプル①という）

契約年月日 工事名 契約金額(円) 契約先 着工 完了

R4.8.5 岐阜市民病院中央診療棟第5期空調設備改修工事 37,642,000 戸島工業㈱ R4.8.5 R5.3.3
（出典:令和４年度岐阜市病院事業報告書 ２工事及び４会計）
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売買 契 約： 契約 締結 日 令和 4 年 8 月 2 日 、契 約金 額税 込 52,602,000 円 にて 契

約。なお 、令 和 4 年 8 月 2 日決 裁の 支 出 負 担 行 為書 には 事 務 局 ⾧ の 承

認あ り 。  

請 求 支 払 ： 令 和 ４ 年 10 月 19 日 付 決 裁 の 支 出 命 令 書 兼 振 替 伝 票 に は 金 額 税 込

52,602,000 円、支払 先 エッ チ エ ス メ デ ィカ ル ㈱ とし て支 払 う こ と に つ

いて 、病 院 政 策課 ⾧の 承認 あ り 。な お、動作 確認 な ど を 行 っ た上 で 検

収し て いる が、検 収 証 等 は発 行し てい な い。ま た、エッ チエ ス メデ ィ

カル ㈱ から の令 和 4 年 10 月 19 日 付の 請 求 書 が添 付 さ れ て お り 、請 求

金額 と 当該 伝票 との 一 致を 確 認 し た 。  

 

③ 取 得価 額の 決定  

 

取得 価 額の 決定 につ い ては 、 企 業 会 計 規程 第 96 条 、 第 102 条及 び 第 103 条に

規定 さ れて おり 、そ の 概要 は 以 下 の と おり で あ る  

 

条項  規 定（ 抜粋 ）  

 

 

第 96 条 

(1)購 入に よる もの は 、購 入 価 額 及 び 付 帯 費  

(2)工 事又 は製 作に よ るも の は 、 工 事 又 は 製 作 に要 した 価額 及 び 付 帯費  

(3)交 換 に よ る も の は 、 交 換 の た め 提 供 し た 固 定 資 産 の 価 額 に 交 換 差 金

を加 算 し、 又は 控除 し た額  

(4)譲 与、 贈与 その 他 無償 で 取 得 し た 固 定 資 産 又は 前 3 号 に 掲 げ る 固定

資産 で あっ て、 取得 価 額の 不 明 の も の につ い て は、 公正 な 評 価 額  

第 102 条  主管 課 ⾧は 、建 設 改良 工事 が 完 成 し た 場合 は 、速 やか に工 事費 の精 算 を

行い 、 精算 書を 病院 財 務課 ⾧ に 送 付 し なけ れ ば なら ない 。  

第 103 条  病院 政 策課 ⾧は 、第 102 条 の規 定に よ り精 算書 の 送 付 を 受 けた 場 合 は、

間接 費 を配 賦し 、固 定 資産 の 当 該 科 目 に振 り 替 えな けれ ば な ら な い 。 

 

上記 ② の固 定資 産の 購 入の 項 で 記 載 し たサ ン プ ル① は工 事 に よ る も ので あ り、

工事 に 要し た価 格及 び 付帯 費 を も っ て 取得 価 格 とす ると さ れ て い る 。 

これ に つい ては 、工 事 業者 で あ る 戸 島 工業 ㈱ と の追 加増 額 契 約 分 を 含め た 工事

契 約 価 格 税 抜 34,220,000 円 で 会 計 処 理 さ れ て い るこ と を 内 訳 簿 の 閲 覧 で確 認 し

た。  

サン プ ル② は購 入に よ るも の で あ り 、 購入 価 格 及び 付帯 費 を も っ て 取得 価 格と

され て いる 。こ れに つ いて は 調 達 先 で ある エ ッ チエ スメ デ ィ カ ル ㈱ から の 請求 金

額 税抜 47,820,000 円で 会 計処 理 さ れ て い る こ と を内 訳 簿 の 閲 覧 で 確 認 した 。 ま

た、 本 機器 取得 に当 た り、 引 取 運 賃 、 据付 費 な どの 付帯 費 用 は 発 生 して い ない と

の回 答 を得 てい る。  
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④ 減 価償 却計 算  

 

減価 償 却計 算に つい て は、 企 業 会 計 規 程 第 112 条、 第 113 条 及び 第 114 条に 規

定さ れ てお り、 その 概 要は 以 下 の と お りで あ る 。  

 

条項  規 定（ 抜粋 ）  

 

 

第 112 条  

１.病院 政策 課⾧ は 、 第 113 条 の規 定 に よ るも の を 除 くほ か、 毎 事業年

度末 、 償却 資産 の減 価 償却 を 行 う も の とす る 。  

２.減価 償却 は、 定額 法 によ って 取得 の翌 年 度か ら 行 う 。  

３ .償 却 資 産 の う ち 、 有 形 固 定 資 産 は 間 接 償 却 法 に よ り 、 無 形 固 定 資 産

は、 直 接償 却法 によ る 。 

 

第 113 条  

償却 資 産の うち 、直 接 その 事 業の 用に 供す る 有形 固 定 資 産 の 各 事 業 年度

の減 価 償却 額は 、管 理 者の 決 裁 を 経 て 、規 則 第 15 条 第 １ 項 の 規 定 によ

り算 出 した 金額 に当 該 金額 に 100 分 の 50 の 率を 乗 じ て 算 出 し た 金 額を

加え た 額と する 。  

 

第 114 条  

有形 固 定資 産に つい て 、当該 資 産 の 帳 簿 価 額 が 帳簿 原価 の 100 分 の ５に

相当 す る金 額に 達し た 後に お い て 規 則第 15 条第 ３ 項 の 規 定 に よ り 帳簿

価額 が １円 に達 する ま で減 価 償 却 を 行 おう と す る場 合は 、あ ら か じ め管

理者 の 決裁 を受 けな け れば な ら な い 。  

（ 注 ）規 則 と は『 地 方 公 営 企 業 法 施 行 規 則 」を 指 し 、当 該 規 則 第 15 条 第 1 項 で は 、有 形 固 定 資 産  

の 減 価 償 却 額 の 算 定 に 用 い る 定 額 法 及 び 定 率 法 の 具 体 的 な 計 算 方 法 を 規 定 し て い る 。ま た 、 

当 該 規 則 第 15 第 3 項 で は 減 価 償 却 費 控 除 後 の 残 存 簿 価 に つ い て 償 却 を 規 定 し て い る 。  

 

減 価 償 却 計 算 に 必 要 と な る 耐 用 年 数 及 び 償 却 率 に つ い て は 、 企 業 会 計 規 程 に 定

め は 無 い が 、『 地 方 公 営 企 業 法 施 行 規 則 』 の 定 め に 準 拠 し て い る と の こ と で あ る 。 

 

企業 会 計規 程上 、病 院 事 業の 固定 資産 に つ い ては 、定 額法 によ っ て 取 得の 翌年 度

から 行 うこ とと して お り、上 記 の サ ン プ ル ① 、サン プ ル ② を 含 む 令 和 4 年 度取 得 資

産の 減 価償 却費 は令 和 4 年度 決算 には 計 上 さ れて い な い 。  

これ に つい ては 、一 般 事 業会 社で は 、減価 償 却 開始 時 期 は 当 該 固 定 資 産を 事業 の

用に 供 した 時か らと さ れて い る と こ ろ であ る が 、『公 営企 業の 経理 の 手引 （一 般財

団法 人 地 方 財務 協会 発行 ）』 で は 、「 減価 償 却 の始 期 に つ い て は 、 資 産を 取得 した

翌 年 度 か ら 行 う が 、 取 得 し た 当 月 又 は 翌 月 か ら 減 価 償 却 を 行 う こ と も 差 し 支 え な

い。」 と さ れて お り 、 これ に 従 っ た処 理を 行 っ てい る 。  
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⑤   除 売 却  

 

除売 却 につ いて は、 企 業会 計 規 程第 108 条 、 第 109 条に 規 定 さ れ て お り、 そ の

概要 は 以下 のと おり で ある 。  

 

条項  規 定（ 抜粋 ）  

 

 

 

 

第 108 条  

病院 政 策課 ⾧は 、固 定 資産 を 売 却 し よ う と す る 場合 は 、次 に掲 げる 事項

を記 載 した 文書 によ っ て管 理 者 の 決 裁 を受 け な けれ ばな ら な い 。  

(1)売 却し よう とす る 固定 資 産 の 名 称 及 び 種 類  

(2)所 在地  

(3)売 却し よう とす る 理由  

(4)予 定価 額  

(5)契 約の 方法  

(6)そ の他 必要 と認 め られ る 事 項  

 

 

 

 

第 109 条  

１.主管 課 ⾧ は 、そ の所 管 にか かる 固定 資産 を 廃棄 し よ う と す る場 合 は 、

次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 文 書 に よ っ て 病 院 政 策 課 ⾧ に 合 議 の

うえ 、 管理 者の 決裁 を 受け な け れ ば な らな い 。  

(１)廃 棄し よ う と す る 固定 資 産の 名称 及び 種 類 

(２)所 在地  

(３)廃 棄し よ う と す る 理由  

(４)そ の他 必 要 と 認 め られ る 事項  

２ .固 定 資 産 の 廃 棄 は 、 当 該 固 定 資 産 が 著 し く 損 傷 を 受 け て い る こ と そ

の 他 の 理 由 に よ り 買 請 人 が な い 場 合 又 は 売 却 価 額 が 売 却 に 要 す る 費 用

の額 に 達し ない 場合 に 限る も の と す る 。  

 

固定 資 産除 却損 は、 医 業費 用 の 内 訳 科 目で あ る 資産 減耗 費 に 計 上 さ れて い る。  

令 和 4 年 度 決 算 で は 、 車 両 除 却 損 と し て 174,750 円 、 器 具 備 品 除 却 損 と し て

25,118,299 円が 資 産 減 耗費 に 計 上 さ れ て い る 。  

そし て 除却 に当 たっ て はそ の 可 否 を 申 請書 に て 起案 し、令 和 5 年 3 月 31 日付 病

院事 業 管理 者の 承認 を 得て い る こ と を 確認 し た とこ ろ、 特 段 の 問 題 はな か った 。  
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⑥   現 物 管理  

 

現物 管 理に つい ては 、 企業 会 計 規 程 第 115 条 に規 定さ れ て お り 、 その 概 要は 以

下の と おり であ る。  

 

条項  規 定（ 抜粋 ）  

 

第 115 条  

病院 政 策課 ⾧は 固定 資 産台 帳 を 、主管 課⾧ は そ の所 管 に か か る 固 定 資産

につ い て固 定資 産整 理 簿を 備 え 、固 定 資 産 の 増 減異 動を 整 理 し 、常 に そ

の現 状 を明 らか にし て おか な け れ ば な らな い 。  

 

 

病院 事 業で 使用 する 固 定資 産 の 管 理 、償却 計 算は 表 計 算 ソ フ ト（ Excel）で行 っ てい

る。  

具体 的 には 、  

 

  器 械 備品 は 、病 院 財 務 課用 度 係 に て 内 容 、金額 、メ ーカ ー 、使 用 部 署 、使 用 開 始

日、備 品 番 号 を Excel 管理 し てい る。そ して 、償却 計算 に 必 要 なデ ータ を 病 院 財

務課 財 政係 に渡 し、 病 院財 務 課 財 政 係 にて Excel で 償却 計算 を 行 っ てい る 。  

 建物 は 、病 院財 務課 財 政係 に て Excel 入力 し 、 償却 計算 を行 っ て い る。  

 

病院 事 業で は固 定資 産 の現 物 確 認 を 行 って お り 、そ の具 体 的 な 方法 は以 下 の と おり

であ る 。  

 

  全 部 署を 対象 とし 、 全て の 器 械 備 品 の現 物 確 認を 年度 末 に 行 っ て いる 。  

  固 定 資 産 現 物 に は 、 備 品 番 号 、 品 目 名 、 取 得 年 月 日 を 明 示 し た シ ー ル を 貼 付し

てい る 。  

  現 物 確認 の結 果生 ず る差 異 は 主 に 以 下の 理 由 によ る。  

- 現 物 廃 棄 済 み で あ る も の の 帳 簿 未 処 理 。 こ れ に つ い て は 帳 簿 上 も 除 却 処 理 を

行う 。  

- 現 物 他 部 署 に 移 動 し て い る が 帳 簿 更 新 漏 れ 。 帳 簿 上 の 使 用 部 署 を 変 更 し て い

る。  

  現 物 確認 結果 の記 録 は、 各 診 療 科 に て調 査 票 に記 載さ れ 、 病 院 財 務課 用 度係 に  

提出 さ れる 。  

 た だ し、 調査 票自 体 は破 棄 し て い る 。今 回 の 包括 外部 監 査 で は 、 破棄 さ れず  

残っ た 調査 票の み提 出 され た 。  

  実 施 体制 、実 施方 法 を定 め た 規 程 等 はな い 。  
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ⅰ） 固 定資 産管 理の シ ステ ム 化 【 指 摘 】  

 

令 和 4 年 度 岐 阜 市 病 院 事 業 貸 借 対 照 表 で は 、 有 形 固 定 資 産 残 高 は 総 資 産 の 約

57.3％を 占 めて おり 、 有 形固 定 資 産 の 重 要 性 は 高い 。  

また 、令 和 3 年度 、令 和 4 年 度に 取 得 し た 固 定 資産 件 数 は 下 表 の と お りで あり 、

件数 及 び金 額と も多 い 。 

 

以上 に より 、病院 事業 に おい て固 定資 産管 理 は重 要 な 項 目 と 考え ら れ 、シ ステ ム

化す る こと が必 要で あ る。  

これ に つい ては 、財 務 会計シ ス テ ム 内 に 固 定 資 産管 理機 能は 実 装 さ れて い る が、

必要 な 機能 が不 足し て いる こ と か ら 、Excel で管 理 を し てい ると の こ とで あ る 。  

ただ し 、表 計 算 ソフ ト で は、多数 のデ ータ を 扱う と 数 式 入 力 漏れ 、転記 誤 りな ど

が 生 じ や す く 、 フ ァ イ ル の 中 身 や 使 い 方 を 知 っ て い る 担 当 者 が 限 定 さ れ て し ま う

こと が 考え られ るこ と から 、 早 急 に シ ステ ム 化 を行 うこ と が 必 要 で ある 。  

なお 、2024 年 3 月期 の本 格 導 入 目 標 とし て 、 現状 準備 作 業 を 進 め てい る との こ

とで あ る。  

 

ⅱ） 固 定資 産の 現物 確 認方 法 の 文 書 化  

 

現状 、固 定資 産の 現 物 確 認は 行わ れて い る も のの 、そ の体 制及 び 方 法 につ いて の

規程 、マニ ュ アル は無 いこ と か ら、こ れ らを 定め る 必 要 が あ る。規 程、マ ニュ ア ル

化に 当 たっ ては 、以 下 の点 に 留 意 す べ きで あ る 。  

 原 則 と して 期 末 日 を 基 準 日 と し て 、 全 て の 固 定 資 産 を 対 象 と す べ き で あ る が 、

実務 上 困難 であ る場 合 には 、期 末 日前 の一 定 の日を 基 準 日 と す る な ど の工 夫が

必要 で ある 。  

 調査 票 は病 院事 業で 統 一の 様 式 と し て 、主 管 部署で あ る 病 院 財 務 課 用 度係 から

各部 署 に配 布す る。  

 調査 結 果を 記録 した 調 査票 は、病 院 財務 課用 度係 へ 返 却 の上 、病院 財 務課 用度

係に て 保管 する 。  

 

（単位:件、円）

科目 令和3年度 令和4年度

件数 9 8

金額 167,250,000 181,307,100

件数 - 1

金額 - 5,228,690

件数 173 121

金額 536,627,350 454,831,700

(出典:各年度の取得資産評価算定基礎(Excel）)

注:金額は税抜

建物

車両

器械備品
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５ 契 約管 理（ 委託 料 ） 

 

（１ ） 概要  

 

令和 4 年 度に 決算 報告 書 の収 益費 用明 細書 に 計上 さ れ て い る 委託 料（ 2,091,652 

千円 ）の うち 、令 和 4 年 度に 契約 履 行 し て い る下 記 の 7 件 につ いて 、業 者選 定方

法を 検 証し た。  

検証 に 当た って は、 委 託業 務 の 内 容 、 業者 選 定 手続 、予 定 価 格 又 は 予算 金 額と

契約 額 とを 比較 し、 予 算等 の 範 囲 内 で あっ た か どう か等 の 検 証 を し て、 契 約締 結

のた め の決 裁が 適切 で あっ た か ど う か を関 連 資 料の 閲覧 、質問 等に よ り確 認し た。 

 

案件 名  契約 先  契 約期 間  

令 和 4 年 度 金

額 （ 税 込 ）  

（ 千 円 ）  

業者 選 定  

方法  

参照  

番号  

岐 阜 市 民 病 院  

給 食 業 務 委 託  

日 清 医 療 食 品

㈱ 名 古 屋 支 店  

令 和 2/11/1～  

令 和 5/10/31 

年 額  

247,925 

公 募 型  

プ ロ ポ ー ザ ル

方 式  No.１  

岐 阜 市 民 病 院  

医 療 事 務 等 業 務

委 託  

㈱ ソ ラ ス ト  

岐 阜 支 社  

令 和 3/11/1～  

令 和 6/10/31 

年 額  

493,172 

公 募 型  

プ ロ ポ ー ザ ル

方 式  No.２  

中 央 材 料 室 滅 菌  

業 務 委 託 （ そ の

２ ）  

日 本 ス テ リ ㈱  

営 業 本 部                    

中 部 事 業 所  

令 和 4/6/1～  

令 和 5/3/31 

年 額  

44,990 指 名 競 争 入 札  No.３  

岐 阜 市 民 病 院  

警 備 業 務 委 託  日 本 ガ ー ド ㈱  

令 和 4/7/1～  

令 和 7/6/30 

年 額  

46,999 一 般 競 争 入 札  No.４  

岐 阜 市 民 病 院 臨

床 検 査 業 務 委 託

（ 単 価 契 約 ）  

㈱ エ ス ア ー ル

エ ル  

令 和 4/4/1～  

令 和 5/3/31 

年 額  

192,273 随 意 契 約  No.5 

電 子 カ ル テ シ ス

テ ム 保 守 業 務 委

託  

富 士 通

Japan㈱  

令 和 4/4/1～  

令 和 5/3/31 

年 額  

44,979 随 意 契 約  No.6 

岐 阜 市 民 病 院 の

経 営 改 善 及 び 病

院 運 営 に 対 す る

支 援 ・ 指 導 業 務

委 託  

㈱ 内 田 会 計  

事 務 所  

令 和 4/4/1～  

令 和 5/3/31 

年 額  

14,896 
随 意 契 約  No.7 
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なお 、監 査 時 点 に お け る 、岐 阜 市 契約 に係 る 規 程等 の 施 行 日 は 下 記 の とお りで ある 。 

 

規程 等 名称  施行 日 等  

岐阜 市 契約 規則  令 和２ 年４ 月 1 日 

岐阜 市 公契 約条 例  令 和２ 年４ 月 1 日 

岐阜 市 随意 契約 ガイ ド ライ ン  令和 ４ 年 4 月 1 日 

岐阜 市 予定 価格 の公 表 に関 す る 要 綱  令 和３ 年４ 月 1 日 

岐阜 市 プロ ポー ザル 方 式ガ イ ド ラ イ ン  令和 ４ 年 4 月 1 日 

令和 ４ 年度 入札 契約 制 度に つ い て  令 和４ 年 5 月 17 日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



95 

 

（２ ） 監査 結果  

 

【No.１ 】  

契約 名  岐阜 市 民病 院給 食業 務 委託  

委託 業 者  日清 医 療 食 品 株 式 会 社  名古 屋支 店  

契約 期 間  令和 2 年 11 月 1 日～ 令 和 5 年 10 月 31 日 

契約 金 額  （令 和 4 年 度 年 額 ） 247,925,208 円（ 消費 税等 込 み ）※ 食 材 費 を 除 く  

契約 方 法  公募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 方 式  

決裁 者  病院 事 業 管 理 者  

 

当委 託 業務 契約 は、 岐 阜市 民 病 院 が 令 和 2 年 11 月 1 日 か ら 令和 5 年 10 月 31 日ま  

で の 期 間 、 岐 阜 市 民 病 院 入 院 患 者 食 事 提 供 業 務 を 日 清 医 療 食 品 株 式 会 社 に 委 託 し た

もの で ある 。契 約 方 法 は 、公 募 型 プ ロ ポ ーザ ル方 式 に よ っ て いる 。予定 価 格は 契約 期

間（３ 年）で 1,082,019,214 円（ 消 費税 等込 み）、令 和 4 年 度 予 算 金額 は 247,925,208

円（ 消 費 税 等 込 み ）、令 和 4 年 度契 約 金 額 は  247,925,208 円（ 消 費税 等込 み ）で あ る 。  

 

① 委 託業 務の 内容 及 び委 託 業 務 の 管 理  

 

   岐阜 市 民 病 院 入 院 患者 食事 提供 に係 る 委託 業 務 は 、 下 記の 内 容 であ り、 受 託者

には 、 患者 給食 提供 の 業務 を 適 正 に 運 営す る た めに 、統 括 責 任 者 と して 、 管理 栄

養士 又 は調 理師 のい ず れか の 資 格 を 有 し、 仕 様 書所 定の 要 件 を 満 た した 者 を配 置

し、 業 務主 任者 、食 品 衛生 責 任 者 及 び その 他 職 員、 指導 助 言 者 を 配 置す る こと を

求め て いる 。  

 

業務 内 容  作 業内 容  

献立 管 理  献 立管 理 、個 別 対応 、選 択メ ニ ュ ー の 実 施 、献 立表 の作 成 、検 食

簿の 作 成・ 整理 ・報 告  

食数 管 理  食 数管 理 、集計 業務 、オー ダ ー 取 込 、帳票 出 力、食 数の 変更 、検

食の 準 備・ 実施 、食 札 管理 、 ア レ ル ギ ーの 確 認  

食材 管 理  食 材の 調 達 、 検 品 ・ 検 収 ・保 管、 在庫 管理 、 出納 事 務  

調理 等  下 処理 、調 理 、盛付 、保 存食 の実 施、調 乳 業 務 、厨 房か ら 病 棟 配

膳室 ま での 運搬  

配膳 ・ 下膳  配 茶、病 棟 配膳 室か ら ベ ット サ イ ド へ の 配 膳 及 び下 膳、病 棟 配 膳

室か ら 食器 洗浄 室ま で の運 搬  

食器 洗 浄・ 保管  食 器類 の 洗 浄 ・ 消 毒 ・ 保 管  

衛生 管 理  従 事者 の 衛 生 、 食 品 の 衛 生、 調理 機器 ・器 具 の衛 生 、 給 食 施 設・

設備 品 の衛 生  
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業務 内 容  作 業内 容  

施設 ・ 設備 管理  施 設・ 設 備 品 等 の 保 守 ・ 点検  

その 他  会 議等 へ の 出 席 、喫 食 調 査へ の協 力、安全 対 策、患 者 サ ー ビ ス 向

上及 び 業務 改善 等の 提 案 

  

仕様 書 には 、上 記の 委 託業 務 を 実 施 す るた め に 受託 者が 遵 守 す べ き 事項 は 定め

られ て いる が、 報告 す べき 内 容 と し て は、 不 適 食品 の提 供 、 異 物 混 入、 誤 配膳 等

のイ ン シデ ント レポ ー トの 作 成 提 出（発 生後 １週 間 以内 ）、各 月 完 了 報告 書（ 翌 月

5 日以 内）と し て 、食 数 月報・検 食 簿・配下 膳記 録 簿・調 理施 設・設 備の 点検 表・

調理 器 具の 点検 表・ 冷 蔵庫 ・ 冷 凍 庫 温 度記 録 表 ・清 掃記 録 表 等 の 作 成提 出 、労 働

安全 衛 生管 理の 中で 、 従事 者 の 法 令 に 基づ く 定 期健 康診 断 の 実 施 と 結果 の 報告 を

求め て いる 。感 染予 防 対策 と し て 毎 月 の衛 生 管 理日 常点 検 表 の 提 出 を求 め るこ と

によ り 、従 事者 の健 康 管理 及 び 作 業 着 の清 潔 確 認等 を把 握 し て い る 。 

受託 者 から 適切 に報 告 を受 け て い る か どう か を 確認 する た め に 、 イ ンシ デ ント

レポ ー トの 作成 ・報 告 が行 わ れ て い る か、 及 び 毎日 の食 数 日 報 及 び 給食 業 務日 誌

の作 成 提出 が行 われ て いる か に つ い て 、令 和 ４ 年９ 月 分 の 日 報 等 の 提 供を 依頼 し、

当該 日 報等 を閲 覧し た とこ ろ 、 特 段 の 問題 は な かっ た。  

 

② 業 者選 定方 法に つ いて 【 意 見 】（ ※１ 、 ※ ２）  

 

   平成 29 年 11 月か ら令 和 5 年 10 月 （ 過 去２ 期契 約期 間 ） の 委託 業 者 、 契約 方

法及 び 契約 金額 は、 以 下の と お り で あ る。  

 

岐阜 市 民病 院給 食業 務 委託  

契約 期 間  委 託業 者  契約 方 法  委 託額 （消 費税 等込 ）  

平成 29 年 11 月 １ 日～  

令和 ２ 年 10 月 31 日  

日清 医 療

食品 ㈱ 名

古屋 支 店  

公募 型 プロ ポ

ーザ ル 方式  

契約 期 間総 額  

 649,961,315 円(8％ ) 

 373,043,242 円（ 10％ ） 

令和 ２ 年 11 月１ 日～  

令和 ５ 年 10 月 31 日  

日清 医 療

食品 ㈱ 名

古屋 支 店  

公募 型 プロ ポ

ーザ ル 方式  

年額 （ 令和 4 年度 ） 

247,925,208 円 （ 消 費 税 等

込） ※ 食材 費を 除く  
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岐阜 市 プロ ポー ザル 方 式ガ イ ド ラ イ ン （抜 粋 ）  

 

プロ ポ ーザ ル方 式と は  

対象 業 務に 対す る発 想 、課 題 解決 方法 、取組 体制 等 の 提

案を 求 め、市に と って 最も 適 切 な 創 造 力、技 術 力、経 験

等を 持 つ事 業者 を選 定 する 方 法 を い う 。  

 

基本 原 則  

岐阜 市 公契 約条 例の 主 旨に 留 意 し て 実 施す る 。  

（１ ）  公正 性 の確 保  

  事 業に 最も ふさ わ しい 提 案 を 総 合 的に 判 断 でき る  

選定 基 準に 従い 実施 し 、厳 正 に 事 業 者 の選 定 を  

行う 。  

（２ ）  競争 性 の確 保  

  よ り多 くの 事業 者 が参 加 で き る よ う必 要 不 可欠 な  

参加 条 件の みと する 。  

（３ ）  透明 性 の確 保  

  手 続全 体、募 集・審査 の 経験 及び 結果 を 市民・プ ロ  

ポー ザ ル参 加者 に可 能 な限 り 公 表 す る 。  

 

プロ ポ ーザ ル方 式の 種 類 

（１ ）  公募 型  

  一 定の 参加 条件 の 下に 、募 集 要 領等 を広 く一 般 に 公

表し 、 参加 希望 者を 募 る方 式 。  

（２ ） 指名 型  

  一 定の 参加 条件 の 下で 事 業 者 を 指 名し 、 プ ロポ ー  

ザル を 実施 する 方式 。  

 

審査 委 員会  

基本 的 な考 え方  

①  募 集 方 法、 審 査 の 経 緯 及 び 審 査 結 果 の 十 分 な 情 報公

開 

②  適切 な 審査 委員 の選 定 と民 主 的 な 審 査 委員 会 の 運営  

③  客観 性 があ り適 切な 審 査基 準 の 設 定  

 

注意 事 項（ 審査 結果 ）  

審査 結 果に つい ては 、速や か に公 表す るも の とし 、最 優

秀者 及 び優 秀者 は事 業 者の 名 称 と 点 数 を明 ら か にし 、他

の参 加 者に つい ては 匿 名（Ａ 、Ｂ 、Ｃ等 表 記 ）で 点 数 を

公表 す る。  

 

令和 2 年 11 月 1 日か ら令 和 5 年 10 月 31 日を契 約 期間 とす る「 岐 阜市 民 病 院

給食 業 務委 託」 につ い て令 和 元 年 12 月 19 日 付け 岐阜 市病 院 事 業 公告 第 14 号 に

て公 告 し、 公募 型プ ロ ポー ザ ル を 実 施 した 結 果 、日 清医 療 食 品 株 式 会社 が 選定 さ

れた 。  

   当該 契約 にか か る業 者 選 定 方 法 は、 岐 阜 市行 政部 契 約 課 が 公 表し て いる 「岐 阜

市プ ロ ポー ザル 方式 ガ イド ラ イ ン 」 に 基づ い て 実施 して い る か ど う かを 確 認す る
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ため に 、審 査委 員会 の 設置 要 綱 、 評 価 基準 の 資 料を 閲覧 し た と こ ろ 、概 ね ガイ ド

ライ ン どお りに 運用 さ れて い た 。  

しか し 、岐 阜市 プロ ポ ーザ ル 方 式 ガ イ ドラ イ ン では 、審 査 結 果 を 評 価項 目 ごと

の点 数 及び 合計 点を 情 報公 開 と し て 岐 阜市 ホ ー ムペ ージ に 公 表 す る こと（ 通 常 型・

簡易 型 ）と なっ てい る が、 当 該 契 約 に 係る 公 表 事項 は合 計 点 の み の 公表 と なっ て

いる 。 公表 して いな い 理由 を 確 認 し た とこ ろ 、 前例 に基 づ き 公 表 し てい な いと の

こと で あっ た。 今後 は 前例 に と ら わ れ るこ と な く、 ガイ ド ラ イ ン に 沿っ た 審査 結

果を 公 表す るよ う努 め るこ と が 望 ま し い。（ ※ １）  

なお 、上 記 の 過 去２ 期 契 約期 間に 最終 的 に 応 募が あ っ た のが 、1 社の みで あり 、

実質 的 には 競争 性が 確 保さ れ て い る と は言 い 難 い結 果と な っ て い る 。岐阜 市 民病

院と し て、 業者 参入 の 間口 を 広 げ る た め、 仕 様 等の 見直 し 及 び 業 者 への 参 考意 見

の聞 き 取り をし たう え で、「業 務主 任者 の資 格 要件 の 緩 和 」、「 食 材 購 入金 額 の市 内

割合 の 緩和 」を 行っ た との こ と で あ る が、 こ の よう な結 果 を 踏 ま え ると 、 公募 型

プロ ポ ーザ ル方 式の 基 本原 則 に あ る よ うに 、 よ り多 くの 事 業 者 が 参 加で き るよ う

今一 度 必要 不可 欠な 参 加条 件 を 検 討 す るこ と が 望ま しい 。（ ※ ２ ）  
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【No.２ 】  

契約 名  岐阜 市 民病 院医 療事 務 等業 務 委 託  

委託 業 者  株式 会 社 ソ ラ ス ト  岐 阜 支社  

契約 期 間  令和 3 年 11 月 1 日～ 令 和 6 年 10 月 31 日 

契約 金 額  （令 和 ４ 年 度 年 額 ）  493,171,800 円 （ 消 費 税 等込 み ）  

契約 方 法  公募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 方 式  

決裁 者  病院 事 業 管 理 者  

  

当委 託 契約 は、 岐阜 市 民病 院 が 令 和 ３ 年７ 月 5 日 に 令 和 3 年 11 月 1 日か ら 令和 6

年 10 月 31 日ま で の 期 間、岐阜 市 民 病 院医 療 事務 等 業務 を ㈱ ソ ラ ス ト に委 託し たも の

であ る 。契 約 方 法 は 、公募 型 プ ロ ポー ザル 方 式 によ っ て い る 。予 定 価格 は 契 約 期 間（ ３

年）で 1,551,565,070 円（ 消 費 税 等込 み）、令和 4 年 度予 算金 額は 493,171,800 円（ 消

費税 等 込み ）、 令 和 4 年 度契 約金 額 は 493,171,800 円 （消 費 税等 込み ） で あ る 。  

 

① 委 託業 務の 内容 及 び委 託 業 務 の 管 理  

 

当該 契 約の 委託 業務 は 、下 記 の よ う に 外来 、 入 院患 者の 診 療 報 酬 に 係る 料 金計

算の み なら ず、 時間 外 受付 業 務 、 地 域 連携 部 業 務、 相談 支 援 セ ン タ ー受 付 業務 、

外来 及 び手 術室 クラ ー ク業 務 な ど 病 院 内の 患 者 接遇 が重 視 さ れ る 様 々な 業 務が 含

まれ て いる 。当 該業 務 を実 施 す る に は 、相 当 程 度の 人員 を 確 保 し て 、一 定 の教 育

訓練 を 必要 とす るも の であ る 。  

受託 者 は、 委託 業務 の 実施 に 当 た り 、 仕様 書 に 基づ いて 毎 月 の 業 務 計画 書 と業

務完 了 届を 提出 する こ とに な っ て い る が、 毎 月 の業 務計 画 書 と 業 務 完了 届 につ い

て適 切 に作 成及 び提 出 がさ れ て い る か を確 認 す るた めに 、 令和 5 年 １月 ～3 月の

委託 完 了届 及び 確認 書 並び に 令 和 ４ 年 12 月 ～令 和 ５ 年 3 月 の業 務 計 画書 の 提出

分に つ いて 関連 資料 を 閲覧 し た と こ ろ 、特 段 の 問題 はな か っ た 。  

 

岐阜 市 民病 院医 療事 務 等業 務 の 委 託 業 務内 容  

項目  主な 内 容  

（１ ）  現場 管 理業 務  ・業 務 ス タ ッフ 等に 関 わ る指 導 ・ 管 理 ・ 教 育 ・ 研修  

・業 務 体制 に関 わる 管 理 

・業 務 報告 及び 業務 量 調査  

・各 種 院内 会議 ・打 合 せへ の 参 加  

・発 注 者が 必要 する 院 内行 事 へ の 参 加  

・発 注 者が 必要 とす る 医事 デ ー タ 調 査 に関 わ る 協力  

・院 内 関係 各科 ・各 部 署と の 連 絡 調 整  

・関 連 業務 に関 わる 発 注者 へ の 情 報 提 供  
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項目  主な 内 容  

・業 務 分析 と対 策策 定 ・実 施  

・診 療 報酬 請求 にお け る査 定 項 目 ・ 金 額の 集 計  

・ レ セ プ ト 処 理 業 務 担 当 者 等 と 連 携 し た 査 定 及 び 返 戻 防

止対 策  

・返 戻 （過 誤を 含む ）・保 留 レ セ プト の集 計 ・ 報告  

・再 審 査請 求依 頼業 務  

（２ ） 外来 業務  ・病 院 コ ン シ ェ ルジ ュ 業 務、 フロ ア 業 務  

・診 断 書関 連業 務  

・ 一 般 窓 口 、 紹 介 受 付 （ そ の 他 診 療 科 受 付 中 央 手 術 受 付

含む ） 等  

・未 収 金整 理業 務  

・そ の 他医 事関 連業 務  

（３ ） 外来 会計 業務  ・外 来 診 療 に か かる 会 計 業務 全般 、 特 殊 請 求 業務  

（４ ） 入院 業務  ・入 退 院 支 援 セ ンタ ー 業 務  

・入 院 会計 業務  

・入 退 院業 務  

（５ ） 入院 会計 業務  ・入 院 診 療 に か かる 会 計 業務 全般  

（６ ）レ セプ ト点 検・ 処

理、 保 険・ 公費 ・

労災 等 請求 業務  

・レ セ プト 点検 と管 理 業務 等  

 

（７ ）健 康管 理 セ ン タ ー

業務  

・半 日 ドッ ク、 脳ド ッ ク及 び 専 門 ド ッ ク受 付 等  

・生 活 習慣 病予 防検 査 受付 等  

（８ ） 労災 ・公 務災 害 ・

自賠 責・各種 診 断

書・ 捜 査・ 裁判 ・

公 費 負 担 医 療 等

の 診 断 書 作 成 依

頼、請 求 明細 書 作

成、請 求 に係 る 業

務 

・労働 局 、損害 保険 会 社、警察 署、検察 庁 、裁 判所 、福 祉

事務 所 等か らの 依頼 業 務等  

（９ ） 訪問 看護 指示 書 、

介 護 保 険 主 治 医

意見 書 作成 業務  

・訪 問 看護 指示 書、 介 護保 険 意 見 書 に 係る 業 務 等  

（10）診 療情 報 管 理 業 務

及 び が ん 登 録 業

務 

・製 本 点検 業務  

・サ マ リ管 理及 び情 報 入力 業 務  

・DPC 業務  
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項目  主な 内 容  

・が ん 登録 業務  

・カ ル テ等 の管 理業 務 、開 示 業 務  

（11） 時 間 外 受 付業 務  ・時間 外 窓 口 対 応（ 休 日・夜間 診 療 窓 口 、小 児夜 間 急病 セ

ンタ ー 、休 日急 病セ ン ター 、 休 日 急 病 歯科 セ ン ター ）  

（12） 地 域 連 携 部業 務  ・紹 介 患 者 対 応  

・そ の 他地 域連 携部 業 務に 必 要 と 考 え られ る 事 項全 般  

（13）相 談支 援 セ ン タ ー

受付 業 務  

・相 談 支援 セン ター 利 用者 の 対 応  

（14）外 来ク ラ ー ク 業 務 ・診 察 開始 前の 計器 等 の稼 働 確 認  

・診 察 患者 の検 査の 予 約・ 案 内  

・医 療 行為 必要 時に ス タッ フ の 呼 出 し  

・診 察 室へ の患 者の 呼 び込 み  

（15）診 療医 療 費 等 収 納

業務  

・診 療 医療 費等 収納 業 務全 般  

（16）文 書ス キ ャ ン 業 務 ・ 各 種 文 書 の ス キ ャ ン 業 務 及 び ス キ ャ ン 済 文 書 の 保 管 、

管理 、 処分  

（17）医 業 統計 作 成、医

療経 営 分析 業務  

・DPC の統 計 ・分 析  

・診 療 報酬 改定 の情 報 収集 ・ 情 報 提 供 等に よ る 院内 周知  

・算 定 漏れ 対策 、算 定 数増 加 対 策 の 策 定・ 実 行  

・施 設 基準 の確 認・ 改 善提 案  

・病 院 情報 の公 表の た めの 資 料 作 成 支 援  

（18）実 習生 の 支 援 業 務 ・実 習 生に 対す る実 習 の支 援  

（19）手 術ク ラ ー ク 業 務 ・請 求 業務 の確 認と 記 入・ 修 正 依 頼  

 

② 業 者選 定方 法に つ いて 【 意 見 】  

 

平成 30 年 11 月か ら 令和６ 年 10 月 （過 去 ２期契 約 期 間 ） の 委 託 業 者、 契約 方

法及 び 契約 金額 は、 以 下の と お り で あ る。  

 

岐阜 市 民病 院医 療事 務 等業 務 委 託  

契約 期 間  委託 業 者  契 約方 法  委託 額 （ 税 込）  

平成 30 年 11 月１ 日

～令和 ３ 年 10 月 31 日 

㈱ニ チ イ学 館  公募 型 プロ ポ

ーザ ル 方式  

契約 期 間総 額  

428,817,780 円 (8％) 

1,004,505,259 円 （10％ ）  

令和 ３ 年 11 月 １ 日～

令和 ６ 年 10 月 31 日  

㈱ソ ラ スト  

岐阜 支 社  

公募 型 プロ ポ

ーザ ル 方式  

年額 （ 令和 ４年 度）  

493,171,800 円  
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令和 ３ 年 11 月 １ 日か ら令 和 ６ 年 10 月 31 日を契 約 期 間 と す る 「 岐 阜市 民病 院

医療 事 務等 業務 委託 」 につ い て 令 和 3 年 6 月 14 日 付け 岐阜 市病 院 事業 公告 第 1

号に て 公告 し、 公募 型 プロ ポ ー ザ ル 方 式を 実 施 した 結果 、 株 式 会 社 ソラ ス ト岐 阜

支社 が 選定 され た。  

   当該 契約 にか か る業 者 選 定 方 法 は、 岐 阜 市行 政部 契 約 課 が 公 表し て いる 「岐 阜

市プ ロ ポー ザル 方式 ガ イド ラ イ ン 」 に 基づ い て 実施 して い る か ど う かを 確 認す る

ため に 、審 査委 員会 の 設置 要 綱 、 評 価 基準 の 資 料を 閲覧 し た と こ ろ 、概 ね ガイ ド

ライ ン どお りに 運用 さ れて い た 。  

しか し 、岐 阜市 プロ ポ ーザ ル 方 式 ガ イ ドラ イ ン では 、審 査 結 果 を 評 価項 目 ごと

の点 数 及び 合計 点を 情 報公 開 と し て 岐 阜市 ホ ー ムペ ージ に 公 表 す る こと（ 通 常 型・

簡易 型 ）と なっ てい る が、 当 該 契 約 に 係る 公 表 事項 は合 計 点 の み の 公表 と なっ て

いる 。 公表 して いな い 理由 を 確 認 し た とこ ろ 、 前例 に基 づ き 公 表 し てい な いと の

こと で あっ た。 今後 は 前例 に と ら わ れ るこ と な く、 ガイ ド ラ イ ン に 沿っ た 審査 結

果を 公 表す るよ う努 め るこ と が 望 ま し い。  
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【No.３ 】  

契約 名  中央 材 料 室 滅 菌 業 務 委 託 （そ の２ ）  

委託 業 者  日本 ス テ リ 株 式 会 社   

契約 期 間  令和 4 年 6 日 1 日～ 令 和 5 年 3 月 31 日  

契約 金 額  （年 額 ）  44,990,000 円 （消 費税 等込 み）  

契約 方 法  指名 競 争 入 札  

決裁 者  病院 事 業 管 理 者  

 

当委 託 契約 は、岐 阜 市 民病 院 が 令和 4 年 6 日 1 日～ 令和 5 年 3 月 31 日ま で の 期 間、

中央 材 料室 滅菌 業務 委 託を 日 本 ス テ リ 株式 会 社 に委 託し た も の で あ る。 契 約方 法は 、

指名 競 争入 札に よっ て いる 。中央 材 料 室 滅菌 業務 委 託 の 予算 金額 は  44,995,500 円（ 消

費税 等 込み ）、 契 約 金 額は 44,990,000 円（ 消費 税 等 込 み ） であ る 。 なお 、令 和 4 年 4

月 1 日～ 令和 4 年 5 月 31 日 まで は随 意 契 約 とし てお り、契 約 金 額 は 8,998,000 円（ 消

費税 等 込み ）で ある 。  

 

当委 託 契約 の契 約方 法 が指 名 競 争 入 札 によ る の は、 以下 の 法 律 及び 施行 令 を 根 拠と

し、 当 委託 契約 内容 に つい て は 、 指 名 競争 入 札 とし た理 由 を 質 問 し たと こ ろ、 その 性

質又 は 目的 が一 般競 争 入札 に 適 し な い との 回 答 であ った 。  

 

 

会計 法 （昭 和 22 年法 律第 35 号 ） 抜 粋  

条項  規 定（ 抜粋 ）  

 

29 条の ３ 第１ 項  

契約 担 当官 及び 支出 負 担行 為 担 当 官（ 以 下「 契 約担 当官 等」とい

う。）は 、売 買、貸 借、請 負そ の他 の 契 約 を 締 結す る 場合 にお いて

は、第 三項 及 び 第 四 項 に規 定 する 場合 を除 き 、公 告 して 申込 みを

させ る こと によ り競 争 に付 さ な け れ ば なら な い 。  

 

29 条の ３第 3 項  

契 約 の 性 質 又 は 目 的 に よ り 競 争 に 加 わ る べ き 者 が 少 数 で 第 一 項

の 競 争 に 付 す る 必 要 が な い 場 合 及 び 同 項 の 競 争 に 付 す る こ と が

不利 と 認め られ る場 合 にお い て は 、 政 令の 定 め ると ころ に よ り 、

指名 競 争に 付す るも の とす る 。  

 

地方 自 治法 （昭 和 22 年法 律 第 67 号 ） 抜 粋  

条項  規 定（ 抜粋 ）  

第 234 条 1 項 売 買、貸 借 、請 負 そ の 他 の契 約は 、一般 競争 入 札、指 名競 争入 札 、

随意 契 約又 はせ り売 り の方 法 に よ り 締 結す る も のと する 。  

第 234 条 ２ 項  前 項の 指 名 競 争 入 札 、随 意契 約 又 は せ り 売 り は 、政 令 で 定 め る 場

合に 該 当す ると きに 限 り、 こ れ に よ る こと が で きる 。  
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条項  規 定（ 抜粋 ）  

第 234 条 の ３  普 通地 方 公 共 団 体 は 、第 二百 十 四 条 の 規 定 に か かわ らず 、翌 年 度

以降 に わた り、電 気 、ガ ス若 しく は 水 の 供 給 若 しく は電 気通 信役

務 の 提 供 を 受 け る 契 約 又 は 不 動 産 を 借 り る 契 約 そ の 他 政 令 で 定

める 契 約を 締結 する こ とが で き る 。こ の場 合 にお い て は 、各 年度

に お け る こ れ ら の 経 費 の 予 算 の 範 囲 内 に お い て そ の 給 付 を 受 け

なけ れ ばな らな い。  

 

地方 自 治法 施行 令（ 昭 和 22 年政 令 第 16 号 ） 抜 粋  

条項  規 定（ 抜粋 ）  

 

 

第 167 条 １ 項  

（指 名 競争 入札 ） 

地方 自 治法 第 234 条第 ２項 の 規 定 によ り指 名 競 争入 札 に よ る こ

とが で きる 場合 は、 次 の各 号 に 掲 げ る 場合 と す る。  

（１ ）  工 事 又 は 製 造 の 請 負 、 物 件 の 売 買 そ の 他 の 契 約 で そ の 性

質又 は 目的 が一 般競 争 入札 に 適 し な い もの を す ると き。  

（２ ）  そ の 性 質 又 は 目 的 に よ り 競 争 に 加 わ る べ き 者 の 数 が 一 般

競 争 入 札 に 付 す る 必 要 が な い と 認 め ら れ る 程 度 に 少 数 で

ある 契 約を する とき 。  

（３ ）  一般 競 争入 札に 付す る こと が 不 利 と 認 めら れ る とき 。  

第 167 条 の 17 

（ ⾧ 期 継 続 契 約

を 締 結 す る こ

と が で き る 契

約）  

地 方 自 治 法 第 二 百 三 十 四 条 の 三 に 規 定 す る 政 令 で 定 め る 契 約

は 、 翌 年 度 以 降 に わ た り 物 品 を 借 り 入 れ 又 は 役 務 の 提 供 を 受 け

る 契 約 で 、 そ の 契 約 の 性 質 上 翌 年 度 以 降 に わ た り 契 約 を 締 結 し

な け れ ば 当 該 契 約 に 係 る 事 務 の 取 扱 い に 支 障 を 及 ぼ す よ う な も

のの う ち、 条例 で定 め るも の と す る 。  

 

岐阜 市 ⾧期 継続 契約 に 関す る 条 例  

条項  規 定（ 抜粋 ）  

第２ 条  

（ ⾧ 期 継 続 契 約

を 締 結 す る こ

と が で き る 契

約）  

令第 167 条 の 17 に規 定す る 条 例 で定 める 契 約 は、 次 に 掲 げ る

もの と する 。  

（ １ ） 物 品 を 借 り 入 れ る 契 約 で 、 商 慣 習 上 複 数 年 度 に わ た り 契

約を 締 結す るこ とが 一 般的 で あ る も の  

（ ２ ） 経 常 的 か つ 継 続 的 な 役 務 の 提 供 を 受 け る 契 約 で 、 毎 年 度

当 初 か ら 提 供 を 受 け る 必 要 が あ り 、 契 約 の 相 手 方 の 準 備

期 間 を 確 保 す る た め 複 数 年 度 に わ た り 契 約 を 締 結 す る 必

要が あ るも の  
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岐阜 市 ⾧期 継続 契約 事 務処 理 要 領 （ 平 成 19 年 10 月 29 日施 行 ） 抜 粋 

条項  規 定（ 抜粋 ）  

第 1 条 

（趣 旨 ）  

この 要 領は 、岐阜 市⾧ 期継 続 契 約 に関 する 条 例（ 平成 18 年 岐阜

市条 例 第 53 号。 以下 「条 例 」と いう 。） の 適正 な 運 用 を図 るた

め、 必 要な 事項 を定 め るも の と す る 。  

 

 

第 2 条 

（対 象 等）  

① 条 例第 2 条 第 1 号 に規 定 す る 物品 は、 電 子 計算 機 、 複 写 機

等の OA 機 器、事 務 機 器、理化 学機 器、医療 機器 等 の 機 器 、

車両 、 仮設 建築 物及 び ソフ ト ウ エ ア ー とす る 。  

② 条 例第 2 条 第 2 号 に規 定 す る 役務 は、 庁 舎 等の 建 物 総 合 管

理 業 務 、 警 備 業 務 、 清 掃 業 務 、 設 備 ・ 機 器 等 の 保 守 管 理 業

務 、 端 末 機 器 等 入 力 業 務 、 給 食 業 務 、 文 書 配 送 業 務 等 と す

る。  

 

 

① 委 託業 務の 内容 及 び委 託 業 務 の 管 理  

 

   当委 託契 約は 、 中央 材 料 室 滅 菌 業務 を 委 託す るも の で あ り 、 その 委 託内 容は 、

中央 材 料室 滅菌 等業 務 に係 る 下 記 の 内 容で あ り 、岐 阜市 民 病 院 で 使 用す る 医療器

械等 の 洗浄 、滅 菌及 び 清潔 環 境 維 持 を 行う も の であ る。  

   受託 者は 、委 託 業務 の 実 施 に あ たり 、 仕 様書 に基 づ い て 毎 月 の業 務 実施 の報 告

を行 う こと とな って い るが 、 業 務 実 施 の報 告 が 適切 に行 わ れ て い る かど う かを 確

認す る ため に、令和 5 年 1 月～ ３月 の 手 術 室 業 務報 告書 並び に 内 視 鏡室 業 務報 告

書等 の 関連 書類 を閲 覧 した と こ ろ 、 特 段の 問 題 はな かっ た 。  

 

中央 材 料室 滅菌 等業 務  

（１ ）  洗浄 か ら滅 菌に 関わ る 設備 の 運 転 、 保 守管 理 業 務  

（２ ）  病棟 ・ 外来 器材 の回 収 業務  

（３ ）  病棟 ・ 外来 の医 療器 具 ・器 材 の 洗 浄 、 組立 、 滅 菌業 務及 び 関 連 業 務  

（４ ）  手術 器 械の カウ ント ・ 仕分 け 、 洗 浄 ・ 組立 と 滅 菌業 務  

（５ ）  手術 器 械・ 緊急 器械 洗 浄・ 滅 菌 業 務  

（６ ）  清潔 環 境維 持業 務  

（７ ）  搬送 コ ンテ ナの 洗浄 業 務 
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② 業 者の 選定 方法 に つい て 【 意 見 】  

 

平成 31 年 ４月 から 令 和５年 ３ 月 （ 過去 4 期 契 約期 間） の 委 託 業 者 、契 約 方法

及び 契 約金 額は 、以 下 のと お り で あ る 。  

 

中央 材 料室 滅菌 業務 委 託 

契約 期 間  委託 業 者  契 約方 法  委託 額 （ 税 込）  

平成 31 年４ 月 １ 日～

令和 元 年５ 月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  随意 契 約  契 約期 間金 額  

8,434,800 円(8％) 

令 和 元 年 ６ 月 １ 日 ～

令和 2 年 ３月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  指名 競 争  

入札  

契約 期 間金 額  

42,642,600 円(8％・ 10％ ) 

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 ～

令和 ２ 年５ 月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  随意 契 約  契 約期 間金 額  

8,705,400 円  

令 和 ２ 年 ６ 月 １ 日 ～

令和 ３ 年３ 月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  指名 競 争  

入札  

契約 期 間金 額  

43,527,000 円 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 ～

令和 ３ 年５ 月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  随意 契 約  契 約期 間金 額  

8,791,200 円  

令 和 ３ 年 ６ 月 １ 日 ～

令和 ４ 年３ 月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  指名 競 争  

入札  

契約 期 間金 額  

43,956,000 円 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 ～

令和 ４ 年５ 月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  随意 契 約  契 約期 間金 額  

8,998,000 円  

令 和 ４ 年 ６ 月 １ 日 ～

令和 ５ 年３ 月 31 日  

日本 ス テリ ㈱  指名 競 争  

入札  

契約 期 間金 額  

44,990,000 円 

 

中央 材 料室 滅菌 業務 委 託契 約 が 、 過 去 4 期と も 4 月～ 5 月 まで は 随 意 契約 、6

月～ 翌 年 3 月（ 期 末 ）ま では 指名 競争 入 札 と なっ て いる 理由 につ い て、質 問 等に

より 確 認し たと ころ 、 中央 材 料 室 滅 菌 業務 委 託 の業 務実 施 に は 、 一 定の 準 備期 間

（人 員 確保 、研 修等 の 期間 ） が 必 要 で あり 、 そ の日 数の 確 保 が 困 難 であ る ため 、

3 月ま での 受注 業者 と 随意 契 約 に よ り 契約 を し 、そ の後 指 名 競 争 入 札に よ り最 も

安価 な 業者 と契 約を し てい る た め と の こと で あ る。 なお 、 指 名 競 争 入札 で は、 日

本ス テ リ株 式会 社の ほ か 2 社 の入 札 が あ り、日 本ス テリ 株 式 会 社 が 最も 安 価な 入

札額 で ある こと を関 連 資料 の 閲 覧 に よ り確 認 し た。  

   年度 初め ２か 月 は随 意 契 約 、 残 りの 10 か月 は指 名 競 争 入 札 の理 由 に一 定の 合

理性 は ある もの の、契 約 行為 が 2 回と な るの は岐 阜 市 民 病院 及び 受 注 業者 の 事 務

負担 に もつ なが り、 業 務の 有 効 性 及 び 効率 性 が 損な われ る 可 能 性 は 否定 で きな い

こと も 考え られ る。  

地方 自 治法 第 234 条の ３及 び 地方 自治 法施 行 令第 167 条 の 17 によ り定 め ら れ



107 

 

た岐 阜 市⾧ 期継 続契 約 に関 す る 条 例 第 ２条 第 2 号 によ り ⾧期 継続 契 約を 締 結 する

こと が でき る契 約に つ いて の 規 定 が あ り、 そ の 対象 業務 につ い て 岐 阜市 ⾧ 期継 続

契約 事 務処 理要 領第 2 条 第 2 項の規 定 も あ る こ とか ら 、⾧ 期 継 続契 約へ の 移行 を

検討 す るこ とが 望ま し い。  
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【No.４ 】  

契約 名  岐阜 市 民病 院警 備業 務 委託  

委託 業 者  日本 ガ ー ド 株 式 会 社  

契約 期 間  令和 4 年 7 月 1 日～ 令 和 7 年 6 月 30 日  

契約 金 額  （年 額 ）  62,665,680 円 （消 費税 等込 み）  

契約 方 法  一般 競 争 入 札  

決裁 者  病院 事 業 管 理 者  

 

当委 託 契約 は、 岐阜 市 民病 院 に令 和 4 年 7 月 1 日か ら令 和 7 年 6 月 30 日ま で の 期

間、岐阜 市 民 病 院警 備 業務を 日本 ガー ド株 式 会社 に 委 託 し た もの で あ る 。契 約方 法は 、

一 般 競 争 入 札 に よ っ て い る 。 岐 阜 市 民 病 院 警 備 業 務 は 、 契 約 期 間 で 予 算 価 格 は   

214,403,904 円（ 消費 税 等込 み）に対 して 、契 約金 額は 187,997,040  円（消 費税 等 込

み） で ある 。  

 

① 委 託業 務の 内容 及 び委 託 業 務 の 管 理  

 

当契 約 の委 託業 務の 委 託内 容 は 、 下 記 の内 容 で あり 、岐 阜 市 民 病 院 の構 内 及び

その 周 辺の 防犯 と防 災 に関 わ る 警 備 を 行う こ と を目 的と し 、 受 注 者 は、 そ の実 施

にあ た り、 構内 の状 況 、建 物 の 配 置 及 び各 部 署 の業 務内 容 を 十 分 に 熟知 す ると も

に、 仕 様書 及び 関係 法 令に 従 い 、 構 内 はも と よ り近 隣の 状 況 に つ い ても 把 握し 、

絶え ず 注意 を払 い建 物 内外 に お け る 安 全の 確 保 、秩 序の 維 持 及 び 保 全に 努 め、 そ

の業 務 を遂 行す るた め の要 員 を 配 置 す るも の と する 。  

 

岐阜 市 民病 院警 備業 務 委託  

業務  内容 （ 主 な も の ）  

巡回 警 備業 務  ①  入院 病 棟を 除く 院内 外 の巡 回 点 検  

②  施設 の 損傷 場所 ・不 具 合箇 所 発 見 時 の 連絡 ・ 報 告  

③  ガス 器 具等 の元 栓の 閉 塞及 び 火 気 の 確 認  

④  廊下 等 の消 灯及 び入 院 病棟 以 外 の 消 灯 の確 認  

⑤  各出 入 口の 施錠 と開 錠 、窓 の 施 錠 の 確 認  

⑥  指定 箇 所の シャ ッタ ー ・自 動 ド ア の 開 閉操 作  

⑦  敷地 内 での 喫煙 者発 見 時の 注 意  

⑧  常時 巡 回警 備、 定期 巡 回警 備  

防犯 業 務  ①  不法 侵 入者 等の 発見 、構内 へ の 侵 入防 止又 は 排除措 置 を 行 う

こと  

②  潜伏 者 、不 審者 、不 法 損壊 者 等 の 発 見 ・措 置  

③  夜間 等 の正 面玄 関で の 立哨 及 び 入 館 許 可  
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業務  内容 （ 主 な も の ）  

④  防犯 上 支障 とな る事 項 の通 報 ・ 連 絡 ・ その 他 処 置  

⑤  その 他 盗難 防止 上必 要 と認 め ら れ る 事 項  

⑥  暴力 事 件ま たは 診察 ・ 療養 環 境 を 乱 す 行為 が 発 生し た場 合 、

警備 員 は現 場へ 急行 し 、来 院 者 等 の 安 全確 保 ・ 初期 対応  

防 災 監 視 盤 等 監

視業 務  

①  防災 セ ンタ ー主 設備 で ある 防 災 監 視 盤、医 療 ガス及 び エ レ ベ

ータ ー 監視 盤、そ の他 の監 視 及 び 異常 時に お ける同 設 備 の 適

切な 操 作、 関係 部署 へ の連 絡  

②  火災 報 知機 作動 時の 現 場確 認  

③  火災 時 は早 期発 見に 努 め、消 防 署・関 係 部 署 へ の通 報、初 期

消火 、 消防 隊の 誘導 、 避難 誘 導 等 の 発 注者 へ の 協力  

④  防災 上 支障 とな る事 項 の通 報 ・ 連 絡 ・ その 他 処 置  

⑤  火災 の その 他の 災害 時 には 消 防 機 関 到 着ま で の 初期 活動 、人

命安 全 の確 保、 二次 被 害発 生 の 防 止 等  

 

受託 者 は当 委託 契約 （ 岐阜 市 民 病 院 警 備業 務 ） を適 切に 遂行 する た めに 、 本 業

務を 現 場で 統括 する 責 任者（以 下「 現 場 責任 者」とい う 。）1 名 、現 場責 任 者 が 不

在時 の 代行 とし て副 責 任者（ 以 下「 現 場 副 責 任者 」と いう 。）を 2 名 以上 選 任 し 、

発注 者 の承 認を 受け る とと も に 、常 駐 最 低配 置人 員 と し て 、業 務時 間中（ 8 時 00

分か ら 翌日 8 時 00 分 ま で） は３ 人 以 上 の 人 員配 置 を求 めら れて い る。  

 

現場 責 任者 及び 現場 副 責任 者 の 資 格 等  

現場 責 任者  ①  警 備 業 務 に つ い て 高 度 な 技 術 力 及 び 判 断 力 な ら び に 業 務 指

導等 の 総合 的な 技能 を 有し て い る こ と  

②  施設 警 備２ 級以 上の 検 定資 格 を 有 し 、施 設 警 備業務 の 実 務 経

験を ５ 年以 上有 する こ と 

現場 副 責任 者  ①  警 備 業 務 に つ い て 高 度 な 技 術 力 及 び 判 断 力 な ら び に 業 務 指

導等 の 総合 的な 技能 を 有し て い る こ と  

②  施設 警 備業 務の 実務 経 験を ３ 年 以 上 有 する こ と  

 

   なお 、仕 様書 は 、業 務 内 容 等 の ほか 、 従 事す る警 備 員 に 関 し て、 配 置・ 指導 教

育・ 警 備時 間・ その 他 遵守 事 項 及 び 警 備実 施 状 況報 告の 所 定 様 式 を 定め 、 管理 記

録と し て、 台帳 及び 鍵 の受 け 渡 し 簿 の 整備 を 求 める とと も に 、 報 告 書と し て警 備

日報 、 事故 発生 時の 報 告書 を 作 成 し 報 告す る こ とを 求め て い る 。  

   受託 者が 作成 す る警 備 日 報 が 適 切に 提 出 され てい る か を 確 認 する た めに 、警 備

日報 等（ 令 和 ５ 年 ３月 分）の 関 連 書 類 を 閲覧 し たと ころ 、特 段 の問 題 はな かっ た。  
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② 業 者選 定方 法に つ いて  

 

令和 元 年７ 月か ら令 和 ７年 ６ 月 （ 過 去 ２期 契 約 期間 ）の 委 託 業 者 、 契約 方 法及

び契 約 金額 は、 以下 の とお り で あ る 。  

 

岐阜 市 民病 院警 備業 務 委託  

契約 期 間  委託 業 者  契 約方 法  委託 額 （税 込）  

令 和 元 年 ７ 月 １ 日 ～

令和 ４ 年６ 月 30 日  

日本 ガ ード ㈱  一般 競 争 入 札  （ 契約 期間 総額 ）  

171,287,280 円  

（8%・10%）  

令 和 ４ 年 ７ 月 １ 日 ～

令和 ７ 年６ 月 30 日  

日本 ガ ード ㈱  一般 競 争 入 札  （ 契約 期間 総額 ）  

187,997,040 円  

 

岐阜 市 民病 院警 備業 務 委託 契 約 は 、過 去２ 期 間 とも 一 般 競 争 入 札 と な って おり 、

令和 4 年７ 月 ～令 和７ 年６ 月 まで の契 約に つ き関 連 書 類 を 閲 覧 し た と ころ 、日本

ガー ド 株式 会社 以外 に 2 社の 入札 があ り、最 低 価格 の申 し入 れ 先 で ある 日 本 ガ ー

ド株 式 会社 が落 札を し たこ と か ら 、 特 段の 問 題 はな かっ た 。  

 

一般 競 争入 札は 、地 方 自治 法 第 234 条 第 1 項に より 以下 のと お り 定 めら れ て い

る。  

 

（地 方 自治 法： 第 234 条 契約 の締 結）  

①  売買 、貸 借 、請 負 その 他 の契 約は 、一 般競 争 入 札、指名 競争 入 札、随意契 約 又 は

せり 売 りの 方法 によ り 締結 す る も の と する 。  

②  前項 の 指名 競争 入札 、随意契 約 又 は せ り 売 り は 、政 令 で 定 め る 場合 に該 当 す る と

きに 限 り、 これ によ る こと が で き る 。  

③  普通 地 方公 共団 体は 、一般 競 争 入 札 又 は 指 名 競 争入 札（ 以下 こ の 条 にお い て「競

争入 札 」 と いう 。）に 付す る 場 合 にお いて は 、政 令の 定 める とこ ろ によ り、 契約

の目 的 に応 じ、予 定 価 格 の制 限の 範 囲 内 で 最 高 又は 最低 の価 格を も つて 申 込 み を

した 者 を契 約の 相手 方 とす る も の と す る 。た だ し 、普 通 地 方 公 共団 体の 支 出 の 原

因と な る契 約に つい て は、政令 の定 める と こ ろ によ り 、予 定 価 格の 制限 の 範 囲 内

の 価 格 を も つ て 申 込 み を し た 者 の う ち 最 低 の 価 格 を も つ て 申 込 み を し た 者 以 外

の者 を 契約 の相 手方 と する こ と が で き る。  

④  普通 地 方公 共団 体が 競 争入 札 に つ き 入 札保 証 金 を納 付さ せ た 場 合 に おい て 、落札

者が 契 約を 締結 しな い とき は 、その 者の 納 付 に 係る 入札 保証 金（政 令の 定 め る と

ころ に よ り その 納 付 に 代え て提 供 され た担 保 を含 む 。） は、 当 該 普 通地 方公 共団

体に 帰 属す るも のと す る。  
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⑤  普 通 地 方 公 共 団 体 が 契 約 に つ き 契 約 書 又 は 契 約 内 容 を 記 録 し た 電 磁 的 記 録 を 作

成す る 場合 にお いて は 、当該 普 通 地 方公 共団 体 の⾧ 又は その 委任 を 受け た 者 が 契

約の 相 手方 とと もに 、契約書 に 記 名 押 印 し 、又 は契 約内 容を 記録 し た電 磁 的 記 録

に 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の ⾧ 若 し く は そ の 委 任 を 受 け た 者 及 び 契 約 の 相 手 方 の

作成 に 係る もの であ る こと を 示 す た め に講 ず る 措置 であ つ て、当該 電磁 的 記 録 が

改 変 さ れ て い る か ど う か を 確 認 す る こ と が で き る 等 こ れ ら の 者 の 作 成 に 係 る も

の で あ る こ と を 確 実 に 示 す こ と が で き る も の と し て 総 務 省 令 で 定 め る も の を 講

じな け れば 、当 該契 約 は、 確 定 し な い もの と す る。  

⑥  競争 入 札に 加わ ろう と する 者 に 必 要 な 資格 、競 争入 札に おけ る公 告 又は 指 名 の 方

法、 随 意契 約及 びせ り 売り の 手 続 そ の 他契 約 の 締結 の方 法 に 関 し 必 要な 事 項は 、

政令 で これ を定 める 。  
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【No.５ 】  

契約 名  岐阜 市 民病 院臨 床検 査 業務 委 託  

委託 業 者  株式 会 社エ スア ール エ ル 

契約 期 間  令和 4 年 4 月 1 日～ 令 和 5 年 3 月 31 日   

委託 料  単価 契 約  

契約 方 法  随意 契 約  

 

 当委 託 契 約 は 、 岐 阜 市 民病 院が 令和 4 年 4 月 1 日 から 令 和 5 年 3 月 31 日 まで の 期

間、成⾧ ホ ル モ ン（GH）検 査始 め 全 1,454 件 の岐阜 市 民 病 院 臨 床 検 査 業務 を株 式 会 社

エス ア ール エル に委 託 した も の で あ る 。契 約 方 法は 、随 意 契 約 に よ って い る。  

 

① 委 託業 務の 管理 【 意見 】  

 

   臨床 検査 業務 委 託の 「 業 務 委 託 契約 書 」 には 、受 託 者 の 義 務 とし て 委託 業務 が

完了 し たと きは 、委 託 者に 対 し 、 速 や かに そ の 結果 を所 定 の 様 式 に より 報 告す る

こと が 求め られ てい る 。ま た 、 検 査 料 は、 １ か 月ご とに 締 め 切 り 、 委託 者 に契 約

単価 に 従っ た委 託料 の 請求 を 行 う こ と にな っ て いる 。  

   岐阜 市 民 病 院 で は 、検 査 業 務 の報 告 内 容は一 覧化 した デー タ で納 品 さ れ て い る。

検査 料 の支 払い に当 た って は 、 納 品 さ れた デ ー タと 項目 別 内 訳 書 （ 請求 明 細） を

紙ベ ー スで 突合 して い る。  

検査 業 務の 報告 内容 が 請求 明 細 と 相 違 がな い か どう か突 合 し て い る こと は 評価

でき る が、 検査 業務 が 一覧 化 し た デ ー タで 納 品 され てい る の で あ れ ば、 支 払時 の

突合 等 を紙 ベー スで 実 施す る こ と は 、 事務 の 有 効性 及び 効 率 性 を 非 常に 損 なう こ

とが 危 惧さ れる 。そ の ため 、 検 査 シ ス テム を 活 用し て、 納 品 さ れ た 検査 デ ータ の

内容 と 請求 書と の照 合 （デ ー タ ベ ー ス ）が 可 能 とな るよ う 検 討 を 行 うこ と が望 ま

しい 。  

 

② 業 者選 定方 法に つ いて 【 意 見 】  

直近  5 年間 の 委託 業 者 、契 約方 法 及 び 契 約 金 額は 、以 下の とお り であ る 。  

 

岐阜 市 民病 院臨 床検 査 業務 委 託  

契約 期 間  委託 業 者  契 約方 法  委託 額 （ 税 込）  

平成 30 年 度  ㈱ エス アー ルエ ル  随意 契 約  年 額 144,126,435 円  

令和 元 年度  ㈱ エス アー ル エ ル  随意 契 約  年 額 140,243,242 円  

令和 2 年 度  ㈱エ ス ア ー ル エ ル  随意 契 約  年 額 160,685,087 円  

令和 3 年 度  ㈱エ ス ア ー ル エ ル  随意 契 約  年 額 183,810,095 円  

令和 4 年 度  ㈱エ ス ア ー ル エ ル  随意 契 約  年 額 192,272,690 円  



113 

 

岐阜 市 随意 契約 ガイ ド ライ ン （ 抜 粋 ）  

２ 契 約の 性質 又は 目 的が 競 争 入 札 に 適さ な い 場合  

（地 方 自治 法施 行令 第 167 条 の２ 第１ 項第 2 号 ）  

(１ ) 特 定 の 者 と 契 約 し な け れ ば 、 契 約 の 目 的 を 達 成 す る こ と が で き な い 契 約 を す

ると き 。  

(２ ) 経 験 若 し く は 知 識 を 特 に 必 要 と す る 場 合 又 は 現 場 の 状 況 等 に 精 通 し た 者 と 契

約す る とき 。  

(３ ) 市 場 価 格 が 一 定 し て い る 場 合 で 競 争 に 付 す る 必 要 が な い 物 品 を 購 入 す る と

き。  

(４) 国若 し く は 地 方 公共 団 体又 は営 利を 目 的と し な い 法 人 と契 約 す ると き。  

(５ ) 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 特 定 の 者 と 契 約 を し な け れ ば 契 約 の 目 的 を 達 成

する こ とが でき ない と き。  

 

令和 4 年 度の 随意 契 約 （ 一者 随意 契約 ） の 理 由と し て 、 令和 4 年 3 月 25 日起

案の 「 業務 委託 契約 伺 書」 で は 「 診 療 にお い て 、医 師は 検 査 の 結 果 を基 準 値と 比

較し て 診断 を行 うが 、 検査 に よ っ て は 業者 に よ り検 査方 法 が 異 な り 、同 じ 検査 項

目で も 基準 値や 単位 が 異な る 。 業 者 の 変更 が あ った 場合 、 過 去 の 基 準値 と 現在 の

基準 値 が異 なる こと で 、過 去 の 検 査 結 果と の 円 滑な 比較 検 討 に 支 障 をき た し、 誤

診リ ス クが 高ま る。 ま た検 査 業 務 を 細 分化 し て 検査 を行 う と 、 検 体 採取 の ため に

患者 は 何度 も検 査・ 採 血を 強 い ら れ 、 身体 面 へ の負 担が 大 き い 。 以 上の 理 由に よ

り、継 続 性・統 括 性 が 検査業 務 に は 必 要 で あ り 、他 社 で は 行 うこ と が でき ない が、

㈱エ ス アー ルエ ルは こ れま で 当 院 と の 業務 実 績 を有 し、また 全国 の 500 床 以上 の

病院 で 最も 多く のシ ェ アを 有 し て い る 。当 院 が 望む 診療 に 必 要 と 見 込ま れ る検 査

を統 括 して 行う こと が でき る の は 同 社 しか な い ため 、同 社 と 一 者 随 意契 約 を結 ぶ

もの と する 。」と あり 、根 拠法 令地 方自 治 法 施 行令 第 167 条 の ２ 第 1 項 第 2 号「 そ

の性 質 又は 目的 によ り 競争 に 加 わ る べ き者 の 数 が一 般競 争 入 札 に 付 する 必 要が な

いと 認 めら れる 程度 に 少数 で あ る 契 約 をす る と き」 及び 岐 阜 市 随 意 契約 ガ イド ラ

イン ２ －（５ ）「 特定 の 者 と契 約を し な け れ ば 契約 の 目的 を達 成す る こと が で きな

いと き 」を 一者 随意 契 約の 理 由 と し て 、適 法 な 決裁 を受 け て 、 随 意 契約 を 行っ た

もの で ある 。  

また 、 岐阜 市民 病院 の 外部 業 者 選 定方 針等 に つ いて 質 問 等 に よ り 確 認 した とこ

ろ、外 部業 者 選 定 に あ たっ て は 、地 方公 営企 業 法施 行令 第 21 条の 14 に より 随意

契約 に よる こと がで き る場 合 が 限 定 さ れて お り 、当 該法 令 に 該 当 し ない 場 合は 全

て競 争 入札 とす るこ と とさ れ て い る こ とか ら 、 随意 契約 で な け れ ば 、契 約 更新 毎

に競 争 入札 によ り委 託 業者 を 決 定 す る 必要 が あ る、 との 回 答 で あ っ た。  
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（地 方 公営 企業 法施 行 令）  

第 21 条の 14 随意 契 約 によ るこ とが で き る 場合 は 、 次 に掲 げる 場 合 とす る 。  

（１ ）  売 買、 貸 借 、 請負 その 他 の契 約で そ の予 定価 格 （ 貸 借の 契 約 に あ っ て は 、

予定 賃 貸 借 料の 年 額又 は総 額） が 別表 第 一 の 上欄 に掲 げ る 契 約 の 種 類 に 応 じ

同表 の 下 欄 に定 め る額 の範 囲内 に おい て 管 理 規程 で定 め る 額 を 超 え な い も の

をす る とき 。  

 

別表 第 1（ 第 21 条の 14 関 係）  

一 工 事又 は製 造の 請 負 都 道府 県及 び指 定 都 市  2,500 千 円  

市町 村（ 指定 都市 を 除 く 。以下

この 表 にお いて 同じ 。） 

 

1,300 千円  

二 財 産の 買入 れ  都 道府 県及 び指 定 都 市  1,600 千 円  

市町 村  800 千円  

三 物 件の 借入 れ  都 道府 県及 び指 定 都 市  800 千 円  

市町 村  400 千円  

四 財 産の 売払 い  都 道府 県及 び指 定 都 市  500 千 円  

市町 村  300 千円  

五 物 件の 貸付 け   300 千 円  

六 前 各項 に掲 げる も の以 外 の も の  都道 県 及び 指定 都市  1,000 千円  

市町 村  500 千円  

 

 

⾧期 の 随意 契約 の場 合 、競 争 性 や 公平 性の 確 保 が満 た さ れ な い の で は ない かを

危惧 す るも のの 、一 者 随意 契 約 の 理 由 にも あ る よう に、 高 品 質 の 医 療提 供 のた め

であ れ ば止 むを 得な い 部分 も あ る が 、単 価 契 約 時に は 毎 年 度 単 価 の 見 直し 等を し、

適正 な 単価 での 契約 を する こ と が 望 ま れる 。  
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【No.６ 】  

契約 名  電子 カ ル テ シ ス テ ム 保 守 業務 委託  

委託 業 者  富士 通 Japan 株 式 会社  東 海 支 社  

契約 期 間  令和 4 年 4 月 1 日～ 令 和 5 年 3 月 31 日  

契約 金 額  （年 額 ）  44,979,000 円 （消 費税 等込 み）  

契約 方 法  随意 契 約  

決裁 者  病院 事 業 管 理 者  

 

 当委 託 契 約 は 、 岐 阜 市 民病 院が 令和 4 年 4 月 1 日 から 令 和 5 年 3 月 31 日 まで の 期

間、予 算 金額 44,979,000 円（ 消費 税 等 込 み ）、契 約金 額 44,979,000 円（消 費税 等 込 み ）

で電 子 カル テシ ステ ム 保守 業 務 を 富 士 通 Japan 株式 会 社 に 委託 した もの で あ る 。契 約

方法 は 、随 意契 約（ 一 者随 意 契 約 ） に よっ て い る。  

 

① 委 託業 務の 内容 及 び委 託 業 務 の 管 理  

 

当契 約 の委 託業 務の 委 託内 容 は 、 下 記 の内 容 で あり 、電 子 カ ル テ シ ステ ム のハ

ード ウ ェア ・ソ フト ウ ェア の 保 守 業 務 委託 を 行 うこ とを 目 的 と し 、 受託 者 は、 事

前に 保 守内 容を 提示 し て発 注 者 の 承 認 を受 け て から 保守 作 業 を し 、 保守 作 業後 に

作業 報 告書 を提 出す る こと と な っ て い る（障 害等 緊 急時 は事 後報 告 可）。ま た 、受

注者 は 、情報 セ キ ュ リ テ ィ対 策の 実施 状 況 に つい て 、「情 報 セ キ ュ リ ティ 対 策チ ェ

ック シ ート 」を 提出 す るこ と と な っ て おり 、 再 委託 先も 「 情 報 セ キ ュリ テ ィ対 策

チェ ッ クシ ート 」を 受 注者 の 責 任 で 問 題の な い こと を確 認 の 上 、 提 出す る こと と

なっ て いる 。当該 チェ ッ クシ ート につ いて は 、令 和 4 年 4 月の 再委 託先 ３ 社 か ら

提出 さ れて いる こと を 確認 し た 。  

受託 者 は、 委託 業務 の 実施 に 当 た り 、 仕様 書 に 基づ いて 保 守 報 告 書 を提 出 する

こと を 求め られ てい る が、 保 守 報 告 書 につ い て は、 令和 ４ 年 度 分 の 保守 報 告書 の

提出 分 につ いて 関連 資 料を 閲 覧 し た と ころ 、 特 段の 問題 は な か っ た 。 

 

電子 カ ルテ シス テム 保 守業 務 委 託  

業務  業務 内 容  

（１ ）ハー ド ウ エ ア

保守 業 務  

保守 作 業、障害 対応 、修 理作 業、定期 点検 、ア ップ デ ー ト 支 援 、

障害 復 旧対 応  

（２ ）ソフ ト ウ ェ ア

保守 業 務  

保守 作 業、障害 対応 、修 理作 業、定期 点検 、ア ップ デ ー ト 支 援 、

停電 対 応、 改正 対応  
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なお 、 当委 託業 務は 受 注者 が 委 託 業 務 の一 部 を 第三 者に 委 託 し た 場 合の 取 決め

が仕 様 書に 定め られ て おり 、 関 連 資 料 等を 閲 覧 した とこ ろ 、 下 請 人 届等 必 要な 書

面の 提 出等 がな され て いた 。  

 

電子 カ ルテ シス テム 保 守業 務 委 託 再 委 託先  

株式 会 社ラ ウン ドデ ザ イン  

シー ア ンド エス 株式 会 社 

株式 会 社テ クノ アス カ  

 

② 業 者選 定方 法に つ いて  

直近  3 年間 の 委託 業 者 、契 約方 法 及 び 契 約 金 額は 、以 下の とお り であ る 。  

 

電子 カ ルテ シス テム 保 守業 務 委 託  

契約 期 間  委託 業 者  契 約方 法  委託 額 （ 税 込 ）  

令和 2 年 度  富 士通 Japan㈱  随 意契 約  年 額 43,500,600 円  

令和 3 年 度  富 士通 Japan㈱  随 意契 約  年 額 44,979,000 円  

令和 4 年 度  富 士通 Japan㈱  随 意契 約  年 額 44,979,000 円  

 

令和 4 年 度の 随意 契 約 （ 一者 随意 契約 ） の 理 由と し て 、 令和 4 年 3 月 22 日起

案の 「 業務 委託 設計 伺 書」 で は 「 本 シ ステ ム は 、富 士通 ㈱ が 設 計 ・ 開発 し た独 自

シス テ ムで その 仕様 は 公開 さ れ て い な い。 富 士 通㈱ グル ー プ 内 の 組 織再 編 によ り

㈱富 士 通マ ーケ ティ ン グと 富 士 通 エ フ・ア イ・ピ ー ㈱ が 新 会 社「 富 士 通 Japan㈱」

に統 合 し事 業が 移管 さ れた た め 、他 社で は保 守作 業 が困 難で ある 。」と あり 、根 拠

法令 地 方公 営企 業法 施 行令 第 21 条の 14 第 １ 項 第２ 号「 随 意契 約に よる こ と が で

きる 場 合は 、次 に掲 げ る場 合 と す る 。 不動 産 の 買入 れ又 は 借 入 れ 、 地方 公 営企 業

が必 要 とす る物 品の 製 造、 修 理 、 加 工 又は 納 入 に使 用さ せ る た め 必 要な 物 品の 売

払い そ の他 の契 約で そ の性 質 又 は 目 的 が競 争 入 札に 適し な い も の を する と き」 及

び岐 阜 市随 意契 約ガ イ ドラ イ ン ２ －（ ２） イ 「開 発 さ れ たプ ログ ラ ム は著 作 権で

保護 さ れて いる ため 、 他の 者 で は 解 析 や改 造 が でき ない と き 」 を 理 由と し て、 随

意契 約 を行 った もの で ある 。  
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岐阜 市 随意 契約 ガイ ド ライ ン 【 業 務 委 託関 係 】 抜粋  

（２ ） 経 験 若し く は 知 識を 特に 必 要と する 場 合又 は現 場 の 状 況等 に 精 通 し た 者 と 契

約す る とき 。  

ア 著 作 権 等に よ る 権 利を 行使 す る行 為に 係 る契 約で あ っ て 、こ れ ら の 権 利 を 有 す

る者 に 行わ せる とき 。  

イ 開 発 さ れた プ ロ グ ラム は著 作 権で 保護 さ れて いる た め 、 他の 者 で は 解 析 や 改 造

がで き ない とき 。  

ウ 既 存 の 情報 処 理 シ ステ ム等 を 設計 し、 又 は製 作し た 者 以 外の 者 に 施 行 さ せ た 場

合、 契 約 不 適合 責 任の 範囲 が不 明 確と な る 等 密接 不可 分 な 関 係 に あ る 改 良 ・ 保

守の 契 約を する とき 。  

エ 極 めて 特殊 な設 備 ・機 器 の 製 作 者 等に 運 転 ・保 守管 理 等 を 行 わ せる と き。  

オ 訴 訟、 調停 、登 記 、鑑 定 等 の 事 務 を委 託 す ると き。  

カ 継 続的 な業 務で 業 者を 特 定 し な け れば 事 業 自体 の継 続 が 困 難 で ある と き。  

キ 履 行 中 の業 務 と 密 接不 可分 の 関係 にあ る 業務 で、 同 一 業 者以 外 の 者 に 委 託 さ せ

ると 履 行中 の業 務と の 整合 に 著 し い 支 障が 生 ず るお それ が あ る と き 。 

ク 埋 蔵 文 化財 の 調 査 、発 掘、 移 転等 で、 特 殊な 技術 、 手 法 等を 用 い る 必 要 が あ る

とき 。  

 

なお 、 電子 カル テシ ス テム 保 守 業 務 契 約は 予 定 価格 の範 囲 内 で 契 約 して い るこ

とを 関 連資 料等 の閲 覧 によ り 確 認 し た 。  
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【No.７ 】  

契約 名  岐阜 市 民病 院の 経営 改 善及 び 病 院 運 営 に対 す る 支援 ・指 導 業 務 委 託  

委託 業 者  株式 会 社 内 田 会 計 事 務 所  

契約 期 間  令和 4 年 4 月 1 日～ 令 和 5 年 3 月 31 日  

契約 金 額  （年 額 ）  14,896,200 円 （消 費税 等込 み）  

契約 方 法  随意 契 約  

決裁 者  病院 事 業 管 理 者  

 

 当委 託 契 約 は 、 岐 阜 市 民病 院が 令和 4 年 4 月 1 日 から 令 和 5 年 3 月 31 日 まで の 期

間、予 算 金額 14,896,200 円（ 消費 税 等 込 み ）、契 約金 額 14,896,200 円（消 費税 等 込 み ）

で、 岐 阜市 民病 院の 経 営 改善 及び 病 院 運 営 に 対す る 支援 ・指 導業 務 委託 を 株 式 会 社内

田会 計 事務 所に 委託 し たも の で あ る 。 契約 方 法 は、 随意 契 約 に よ っ てい る 。  

 

① 委 託業 務の 内容 及 び委 託 業 務 の 管 理【 意 見 】  

 

   当委 託 契 約 は 、 岐 阜市 民病 院の 経営 改 善及 び 病 院 運 営 に対 す る 支援 ・指 導 業務

を委託 す る も の で あ り 、 その 委託 内容 は 、 下 記の よ う に 岐阜 市民 病 院 を取 り 巻く

様々 な 環境 の変 化に 対 応し 、 病 院 の 健 全な 経 営 と質 の高 い 医 療 サ ー ビス の 提供 を

両立 さ せ、 経営 基盤 を 強化 し て い く た め経 営 の 改善 及び 病 院 運 営 全 般に つ いて 支

援・ 指 導を 受け るも の であ る 。  

   受託 者は 、委 託 業務 の 実 施 に 当 たり 、 仕 様書 に基 づ い て 毎 月 の業 務 の実 施に 係

る報 告 書を 提出 する こ とに な っ て い る が、 業 務 の実 施に 係 る 報 告 書 につ い ては 、

令和 4 年 4 月～ 令和 5 年 3 月の 関連 資料 等を 閲覧 し たと ころ 、関 連 資料 に は 委 託

業者 が 岐阜 市民 病院 へ 訪問 し た 日 時 、 面談 者 、 会議 ・委 員 会 出 席 等 の記 録 はあ る

もの の 、面 談時 の面 談 記録 は 記 載 さ れ てい な か った 。仕 様 書 に 基 づ き報 告 書等 の

整備 が 望ま しい 。  

 

委託 業 務の 内容  

①  経営 改 善の 支援 ・指 導  

②  収益 性 の向 上に 向け た 改善 策 の 実 施 支 援  

③  費用 の 適正 化に 向け た 改善 策 の 実 施 支 援  

④  病院 の 経営 ・運 営管 理 体制 の 構 築 支 援  

⑤  各診 療 部局 医師 及び コ メデ ィ カ ル 等 へ の相 談 支 援  

⑥  その 他 病院 運営 に係 る 支援 ・ 指 導  
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委託 業 務に おけ る基 本 事項 と し て 、 岐 阜市 民 病 院の 基本 理 念 及 び 行 動指 針 を念

頭に 置 くと とも に、 地 方自 治 法 等 の 法 令の 枠 内 で病 院業 務 を 行 っ て いる こ とを 留

意す る こと 及び １か 月 に 10 日以 上の 岐 阜 市 民病 院 への 訪問 によ る 病院 運 営 に係

る支 援 ・指 導業 務の 実 施、 一 定 規 模 以 上の DPC 対 象病 院 で の 責任 ある 立 場 で の

一定 年 数以 上の 実務 経 験、 及 び 社 会 福 祉政 策 、 介護 保険 制 度 等 に 精 通し 、 社会 福

祉主 事 程度 の資 格を 有 する 者 の 配 置 、そ の 他 必 要な 会 議 へ の 出 席 等 を 求め てい る。 

   受託 者 の 岐 阜 市 民 病院 での 業務 実績 工 数、 必 要 な 会 議 ・委 員 会 等へ の出 席 及び

岐阜 市 民病 院関 係者 と の面 談 は 、 関 連 する 資 料 によ り確 認 し た 。  

 

② 業 者選 定方 法に つ いて 【 意 見 】  

 

直近  4 年間 の 委託 業 者 、契 約方 法 及 び 契 約 金 額は 、以 下の とお り であ る 。  

 

岐阜 市 民病 院の 経営 改 善及 び 病 院 運 営 に対 す る 支援 ・指 導 業 務  

契約 期 間  委託 業 者  契 約方 法  委託 額 （ 税 込 ）  

令和 元 年度  ㈱ 内田 会計 事務 所  随 意契 約  年額  14,760,780 円  

令和 2 年 度  ㈱内 田 会 計 事 務 所  随 意契 約  年額  14,896,200 円  

令和 3 年 度  ㈱内 田 会 計 事 務 所  随 意契 約  年額  14,896,200 円  

令和 4 年 度  ㈱内 田 会 計 事 務 所  随 意契 約  年額  14,896,200 円  

 

令和 4 年 度の 随意 契 約 （ 一者 随意 契約 ） の 理 由と し て 、 令和 4 年 3 月 25 日起

案の 「 業務 委託 設計 伺 書」 で は 「 岐 阜 市民 病 院 は、 株式 会 社 内 田 会 計事 務 所の 経

営指 導 を受 け、「 薬剤・診 療材 料及 び医 療機 器 の適 正 購 入 」「 手 術室 の効 率 化 」「 リ

ハビ リ テー ショ ンの 充 実」「 重症 患 者 診 療 体 制 の 充実 」「 救急 診 療 体 制 の 改善 」等 、

経営 に 顕著 な成 果を 上 げて き た 。昨 年度 にお いて は 、「 多様 な 人 材 の 雇用 」等 の 課

題に も 取り 組ん でき た とこ ろ で あ る 。 また 、 令 和３ 年度 か ら は 薬 剤 の価 格 が毎 年

見直 さ れる こと や、令 和 ４年 ４月 の 診 療 報 酬 改定 、令 和６ 年 4 月 に は医 師 の時 間

外労 働 の上 限規 制が 始 まる こ と か ら 、 さら な る 経営 改善 が 喫 緊 の 課 題と な って い

る。 今 年度 も、 引き 続 き一 貫 し た 指 導 によ り 、 これ らの 課 題 の 解 決 を図 り 、収 益

の向 上 や費 用の 適正 化 を進 め 、 よ り 効 率・ 効 果 的な 病院 経 営 を 行 う 計画 で ある 。

その た め、 医療 ・福 祉 経営 指 導 に 実 績 のあ る 事 業体 に属 し 、 病 院 及 び介 護 施設 経

営に 関 する 多く の情 報 を有 し 、 昨 年 度 まで 取 り 組ん でき た 市 民 病 院 の経 営 理念 を

熟知 し 、一 貫し た指 導 が行 え る 唯 一 の 内田 会 計 事務 所と 契 約 を 希 望 する も ので あ

る。」 と あ り、 根 拠 法 令地 方 公 営 企業 法施 行 令 第 21 条 の 14 第 １ 項 第２ 号「 随 意

契約 に よる こと がで き る場 合 は 、 次 に 掲げ る 場 合と する 。 不 動 産 の 買入 れ 又は 借

入れ 、 地方 公営 企業 が 必要 と す る 物 品 の製 造 、 修理 、加 工 又 は 納 入 に使 用 させ る

ため 必 要な 物品 の売 払 いそ の 他 の 契 約 でそ の 性 質又 は目 的 が 競 争 入 札に 適 しな い
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もの を する とき 」及 び 岐 阜市 随意 契 約 ガ イ ド ライ ン ２－（ ５）「 前 号 に 揚げ る も の

のほ か 、特 定の 者と 契 約を し な け れ ば 契約 の 目 的を 達成 で き な い と き」 を 理由 と

して 、 随意 契約 を行 っ たも の で あ る 。  

 

病院 運 営に かか るコ ン サル タ ン ト 業 務 につ い て は、 過去 の 実 績 や 岐 阜市 民 病院

経営 理 念等 の熟 知、 将 来的 な 指 導 の 一 貫性 等 、 同一 事業 者 へ の 委 託 は止 む を得 な

い部 分 もあ るこ とは 理 解で き る 。 一 方 、業 務 委 託仕 様書 に あ る よ う に、 岐 阜市 民

病院 は 地方 公共 団体 の 一組 織 で あ り 、 地方 自 治 法等 の法 令 の 枠 内 で 運営 し てい る

こと を 鑑み ると 、同 一 事業 者 に よ る 視 点の み な らず 、現 事 業 者 と 同 等の 能 力を 有

する 事 業者 の視 点を 取 り込 む こ と は 、 病院 事 業 の健 全な 経 営 と 質 の 高い 医 療サ ー

ビス の 提供 を両 立さ せ 、経 営 基 盤 の 強 化に 役 立 つと いう 考 え 方 も あ る。  

 

   なお 、当 該業 務 委託 に よ る 効 果 につ い て 関連 する 資 料 に よ る 閲覧 及 び質 問を 実

施し た とこ ろ、 病院 改 革推 進 項 目 （ 35 項 目 ）、 担当 部署 、 当 年 度 目 標、 当 年度 の

取り 組 み内 容と 取り 組 み結 果 等 が 一 覧 でま と め られ てい た 。 ま た 、 経営 改 善効 果

とし て 、医 薬品 価格 交 渉に よ る 医 薬 品 費の 削 減 、新 規入 院 患 者 の 増 加、 看 護師 等

の負 担 軽減 等、 多岐 に わた る 効 果 が あ った と の こと であ る 。  

 

当業 務 委託 は一 定以 上 の知 識 や 経 験 を 有す る 専 門家 等の 助 言 及 び 指 導を 求 める

もの で あり 、ま た、 業 務内 容 が 画 一 的 でな く 、 多種 多様 で あ り 、 特 殊性 を 有す る

案件 も ある こと から 、 業者 選 定 が 困 難 だと 思 わ れる が、 業 者 選 定 の 公平 性 ・競 争

性の 担 保や 経営 改善 効 果に つ い て 既 存 業者 と は 異な る新 た な 視 点 の 発見 、 同業 他

社の 参 入機 会の 確保 の 観点 か ら 、 業 者 選定 の 方 法を 検討 す る こ と が 望ま れ る。  
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６ 薬 品、 診療 材料 の 購買 ・ 払 出 ・ 在 庫管 理  

 

（１ ） 概要  

   薬品 とは 、投 薬 用薬 品 、 注 射 用 薬品 、 外 用薬 、検 査 用 試 薬 、 造影 剤 など の薬 品

をい い 、診 療材 料と は 、カ テ ー テ ル 、 縫合 糸 、 酸素 、ギ プ ス 粉 、 レ ント ゲ ンフ ィ

ルム な ど一 回ご とに 消 費す る 診 療 材 料 をい う （ 病院 会計 準 則  厚 生 労働 省 医政 局

を参 考 に記 載）。  

   決算 書上 は薬 品 のみ 貯 蔵 品 と し て表 示 さ れて おり 、 ５ 年 間 の 金額 推 移は 以下 の

とお り であ る。  

 

（単 位 ：千 円）  

項目  平 成 30 年 度  令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 3 年 度  令 和 ４ 年 度  

 

 

薬品  

年間 費 用  3,366,357 3,759,805 4,257,193 4,691,698 4,838,261 

期末 残 高  84,563 108,224 82,595 108,269 97,641 

たな 卸 資産  

減耗 費  1,935 4,352 4,224 4,211 3,035 

診療 材 料  年 間費 用  1,724,480 1,738,232 1,690,415 1,837,768 1,755,368 

各年 度 岐阜 市病 院事 業 会計 決 算 報 告 書 より 監 査 人が 加工  

 

（２ ） 薬品 、診 療材 料 の購 買 ・ 払 出 ・ 在庫 管 理 の業 務フ ロ ー  

 

① 薬 品及 び診 療材 料 の採 用 と 、 納 入 業者 ・ 価 格の 決定  

 

薬品 は 薬事 委員 会、 診 療材 料 は 診 療 材 料委 員 会 が採 用を 決 定 し 、 決 定事 項 につ

いて 病 院運 営会 議へ 報 告を し て い る 。  

採用 さ れて いる 薬品 及 び診 療 材 料 と も １年 に 1 回 、新 規 採 用 さ れ た 薬 品・診 療

材料 に つい ては 随時 、 病院 財 務 課 が 複 数の 業 者 に見 積合 わ せ を 行 い 、薬 品 ごと 、

診療 材 料ご とに 価格 の 低い 業 者 と 単 価 契約 を 行 って いる 。  

なお 、 薬品 は随 意契 約 によ る 購 入 は あ るが 、 診 療材 料に つ い て は 随 意契 約 はな

いこ と を質 問等 によ り 、確 認 し た 。  

 

② 薬 品の 発注 及び 納 品・ 検 収 、 院 内 の受 払  

 

薬品 の 発注 、取 引業 者 から 薬 剤 部 へ の 納品 ・ 受 払に 係る 各 業 務 の 概 要は 以 下の

とお り とな って いる 。  
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項目  担 当部 署  業務 概 要  

①自 動 発注  薬剤 部  在 庫 、 発 注 点 か ら 自 動 で 発 注 依 頼 デ ー タ を

作成  

②発 注 入力  薬剤 部  自 動 発 注 外 、 非 在 庫 品 の 発 注 依 頼 デ ー タ を

入力  

③発 注 書発 行  病院 財 務 課  発 注依 頼デ ー タ か ら 発 注書 を 作成  

④WEB デ ータ 作 成  病院 財 務 課  発 注書 デー タ を USB に作 成  

⑤WEB 発 注  病院 財 務 課  USB 内の 発注 書デ ー タを MedicodeWeb に

て各 卸 業者 へ送 信  

⑥出 荷 準備 等  卸業 者  薬 品及 び納 品 書 の 準 備  

⑦納 品  卸業 者  薬 品納 品及 び 納 品 書 発 行 

⑧検 収  薬剤 部  現 物と 納品 書 の 突 合  

⑨ロ ッ ト期 限取 込  病院 財 務 課  各 卸 業 者 が ロ ッ ト ・ 有 効 期 限 を 記 入 し た

Excel フ ァイ ルを 取 込  

⑩入 庫 処理  病院 財 務 課  現 物の 販売 GS1 バ ー コ ード にて 入庫 処 理  

⑪納 品 書保 管  病院 財 務 課  各 卸業 者の 納 品 書 を 保 管 

 

院内 の 定数 医薬 品以 外 の受 払 は 、 各 診 療科 ・ 病 棟か ら請 求 オ ー ダ ー を入 力 、薬

剤部 で 請求 オー ダー の 受付 、 ピ ッ キ ン グリ ス ト の発 行・ 取 り 揃 え 後 、各 診 療科 ・

病棟 担 当者 （看 護師 ） が薬 剤 部 で 薬 剤 を受 領 し てい る。 定 数 医 薬 品 は、 病 棟及 び

外来 で は週 1 回、 重症 部 門で は週 3 回、 不足 分 が補 充配 置さ れて い る。  

 

③ 診 療材 料の 院内 の 供給 、 発 注 及 び 納品 ・ 検 収  

 

   岐阜 市 民 病 院 で は 、鴻 池メ ディ カル ㈱ （令 和 5 年 10 月 1 日 現 在） と医 療 材料

管理 業 務委 託契 約を し てお り 、 SPD（ 院 内 物 流 管理 シス テム ） で 、 診療 材 料 の 使

用 及 び 消 費 ・ 補 充 ・ 在 庫 管 理 を し て い る 。 SPD と は 、「 S（ Supply： 供 給 ）、 P

（Processing： 加工 ）、D（Distribution：分 配 ）」の 略 称で あ り 、病 院等 が 使 用 す

る材 料 など の医 療消 耗 品の 供 給 ・ 在 庫 など の 物 流を 、一 元 管 理 す る 方法 の こと で

ある 。  
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用語 の 定義  

ア 発 注者  岐阜 市 病 院 事 業 管 理 者  

イ 材 料  発注 者 が 指 定 す る 診 療 材 料  

ウ 卸 業者  発注 者 が 別 途 材 料 に 関 す る物 品売 買契 約 を 交 わし た 契 約 業者  

エ 受 注者  鴻池 メ デ ィ カ ル ㈱  

オ 物 流管 理  

シス テ ム  

発注 者 が指 定す る物 流 管理 シ ス テ ム  

カ サ プラ イ  

セン タ ー  

受注 者 が病 院内 各部 署 へ搬 送 す る 材 料 を各 卸 業 者か ら受 領 し 、

保管 ・ 管理 し、 小分 け 作業 等 を 行 う 倉 庫  

キ SPD 対 象 品目  

（在 庫 品）  

材 料 の う ち 受 注 者 が サ プ ラ イ セ ン タ ー を 経 由 し て 病 院 内 各 部

署に 搬 送す るこ とを 定 めた 定 数 配 置 品 目  

ク SPD 除 外 品目  材料 の う ち SPD 対 象 品 目以 外の 非在 庫 品 目  

ケ 定 数配 置品 目  病 院 内 各 部 署 に お い て 日 常 的 に 使 用 さ れ る 材 料 で 発 注 者 と 受

注 者 が 事 前 に 打 ち 合 わ せ た 必 要 日 数 分 の 使 用 予 定 数 量 （ 以 下

「定 数 」と いう 。） を 決め て い る 品目  

コ 消 費ラ ベル  材 料 の 定 数 管 理 及 び 消 費 実 績 把 握 の た め 物 流 管 理 シ ス テ ム か

ら出 力 する バー コー ド が付 さ れ た 黄 色 のラ ベ ル 

サ 実 施入 力  

ラベ ル  

診 療 科 別 及 び 患 者 別 の 消 費 実 績 管 理 、 電 子 カ ル テ シ ス テ ム 入

力、医 事 請 求 等の ため 物流 管 理 シ ステ ムか ら 出 力す る バ ー コ ー

ドが 付 され た赤 色の ラ ベル  

シ 持 込み 品  手 術 等 に 使 用 す る た め 病 院 内 各 部 署 の 医 師 等 か ら 直 接 各 卸 業

者に 診 療現 場へ の持 込 みを 依 頼 す る 材 料  

ス 預 託品  手 術 等 で 使 用 す る た め 予 め 病 院 内 各 部 署 の 材 料 棚 に 各 卸 業 者

が置 き 在庫 とし て配 置 ・管 理 し て い る 材料  

 

SPD 対 象品 目 の診 療材 料は 、定期 供給 と 臨 時 供給 が あ る 。定 期 供 給 の業 務 の 流

れは 以 下の とお りで あ る。 な お 、 臨 時 供給 の 業 務の 流れ も 基 本 的 に 定期 供 給の 場

合と 同 様で ある 。  

 

【SPD 対象 品 目定 期供 給】  

①  毎業 務 日定 刻に 物流 管 理シ ス テ ム で 病 院内 各 部 署か らの 材 料 の 請 求 受付 処 理後 、

ピッ キ ング リス ト出 力 、院内 サ プ ラ イセ ンタ ー 内の 材料 棚か ら材 料 のピ ッ キ ン グ

作業 を 実施  

↓ 

②  ①の 請 求受 付処 理後 、物流管 理 シ ス テ ム で 実 施 入力 ラベ ル及 び 消 費 ラベ ル（ 以下

「両 ラ ベル 」と いう 。）を 発 行 、 ①で ピッ キ ン グし た 材 料 に 貼 付  

↓ 
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③  両ラ ベ ルの 貼付 後 、物 流管理 シ ス テ ム で ピ ッ キ ング 表出 庫処 理 を 実 施、請求 元の

病院 内 各部 署へ 搬送  

↓ 

④  ③で 搬 送さ れた 材料 に つい て 、 病 院 内 各部 署 で は消 費後 に 院 内 職 員 （看 護 師等 ）

が消 費 ラベ ルの 一部 を 剥離 し 、ラ ベ ル 回 収 用 紙 に貼 付す るた め 、受 注者 は 、毎業

務日 に １回 、病 院内 各 部署 を 巡 回 し ラ ベル 回 収 用紙 を回 収  

↓ 

⑤  ラベ ル 回収 用紙 の回 収 後、剝 離 し た 消費 ラベ ル に付 され たバ ーコ ー ド等 を 基 に 物

流管 理 シス テム で消 費 登録 を 実 施  

 

持込 み 品・ 預託 品を 消 費し た 場 合 、 各 卸業 者 は 持参 した 持 込 み 品 ・ 預託 品 リス

トに 、 消費 部署 の職 員 （看 護 師 等 ） の 検収 印 ま たは サイ ン の 検 収 を 受け 、 納品 書

を受 注 者に 提出 する 。 受注 者 は 、 持 込 み品 ・ 預 託品 リス ト と 納 品 書 の内 容 を突 合

し、 整 合し た材 料に つ いて 、 物 流 管 理 シス テ ム で発 注書 入 庫 処 理 を 実施 す る。  

 

SPD 対 象品 目 及び SPD 除 外品 目 とも 売買 契 約（ 単 価 契約 含む 。）は 、発 注 者 と

各卸 業 者が 直接 行う 。SPD 対 象品 目 の場 合 、設 定さ れた 発 注 点 に 達 した 時 点で 物

流管 理 シス テム にて 受 注者 が 発 注 処 理 を行 い 、 同シ ステ ム に よ り 各 卸業 者 へ発 注

書が 発 行さ れる 。SPD 除 外品 目の 場 合 、病 院 内 各部 署か ら の 材 料 請 求受 付 処理 を

して 、 各卸 業者 宛の 発 注書 等 を 発 行 後 、発 注 書 は手 作業 で 各 卸 業 者 へ送 付 して い

る。  

 

④ 実 地た な卸 （薬 品 ） 

 

企業 会 計規 程第 87 条に おい て 、「 担当 部⾧ 等は 、貯 蔵 品 につ い て 毎事 業 年 度 少

なく と も年 １回 、実 地 たな 卸 し を 行 い 、た な 卸 明細 表を 作 成 し 、 管 理者 に 報告 し

なけ れ ばな らな い。」と 定め られ 、毎 事業 年 度 9 月 末及 び ３ 月 末 に おい て 、実 地た

な卸 し を実 施し てい る 。 

また 、 同規 程第 88 条 にお い て は 、 実 地た な 卸 しが 適切 に 行 わ れ て いる こ とを

確認 す るた め 、た な卸 資産 の 受 払 いに 関係 の な い職 員 が 立 ち 会 う こ と が定 めら れ、

令和 4 年 度末（ 令和 5 年 3 月末 ）にお いて は 、病 院 政 策 課 職員 が立 会い を 行 っ て

いる 。  

なお 、岐阜 市 民病 院で は、診 療 材料 のう ち SPD 対象 品 目 につ いて 基 本売 買 契 約

によ り 各卸 業者 の預 託 品と し て お り 、 物流 管 理 シス テム で の 消 費 登 録で 納 入と す

る消 化 払い 方式 を採 用 して い る た め 、 実地 た な 卸を 実施 す る 対 象 は 薬品 の みと の

こと で ある 。  
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（３ ） 監査 手続  

 

薬品 及 び診 療材 料の 採 用決 定 に 係 る 委 員会 議 事 録、 調達 ・ 院 内 受 払 い・ 在 庫管

理等 の 関連 資料 等を 入 手し 、 必 要 と 考 えら れ る 手続 （閲 覧 、 証 憑 突 合、 分 析及 び

質問 等 ）を 実施 する こ とに よ り 、 薬 品 、診 療 材 料の 購買 ・ 払 出 ・ 在 庫管 理 に関 す

る事 務 の合 規性 等を 検 証し た 。  

 

（４ ） 監査 結果  

 

① 薬 品及 び診 療材 料 単価 契 約 ・ 随 意 契約 管 理 【意 見】  

 

岐阜 市 民病 院で は、 手 書き に よ る 契 約 番号 簿 を 各年 度ご と に 作 成 し てい る 。当

該資 料 に記 載さ れて い る項 目 は 、 契 約 月日 、 件 名、 契約 相 手 方 、 連 絡先 等 、病 院

担当 者 であ る。 契約 種 別、 契 約 期 間 、 契約 金 額 、進 捗管 理 等 を 記 載 した 台 帳等 に

つい て は、 各担 当者 が 必要 に 応 じ て 業 務に 即 し た管 理フ ァ イ ル を 作 成し て いる と

の回 答 であ った 。  

当該 方 法で は薬 品及 び 診療 材 料 等 の 購 買管 理 等 が属 人的 に な る こ と 、主 担 当者

不在 又 は担 当者 異動 の 際に 、 引 継 ぎ が 十分 で き ない こと が 懸 念 さ れ るこ と から 、

契約 管 理簿 のデ ータ に よる 作 成 ・ 担 当 課で の 情 報共 有等 を 勘 案 し て 契約 管 理を 実

施す る こと が望 まし い 。 

 

② 診 療材 料の 在庫 管 理【 意 見 】  

 

   岐阜 市 民 病 院 で は 、鴻 池メ ディ カル ㈱ （令 和 5 年 10 月 1 日 現在 ） と医 療材 料

管理 業 務委 託契 約を し てお り 、 SPD（ 院 内 物 流 管理 シス テム ） で 、 診療 材 料 の 使

用及 び 消費 ・補 充・ 在 庫管 理 を し て い る。  

当該 委 託契 約書 仕様 書 によ る と 、 在 庫 管理 に つ いて 「毎 月 院 内 サ プ ライ セ ンタ

ーの た な卸 を行 うこ と 」と 定 め ら れ て いる 。 委託 業 者か ら岐 阜市 民 病院 へ の報 告

は、 報 告会 を毎 月開 催 して お り 、 差 異 があ っ た 品目 につ い て は 報 告 書の 提 出を 求

め、 委 託業 者と 岐阜 市 民 病院 担 当 者 が 差異 品 目を 突 合 し 、差 異が 生 じ た原 因 を確

認し て いる との こと で ある 。 報 告 内 容 が適 切 か どう か、 差 異 が 生 じ た原 因 の解 決

策等 の 実施 状況 等は ど うか が 不 明 で あ り、 院 内 サプ ライ セ ン タ ー 内 の診 療 在庫 管

理に つ い て は SPD 委 託業 者で 完結 して い る 可 能 性 が 高 く 、在 庫管 理に 関し て 岐

阜市 民 病院 の牽 制が 働 かな い 仕 組 み と なっ て い る恐 れが あ る た め 、 牽制 が 働く 仕

組み を 構築 する こと が 望ま し い 。  
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③ た な卸 マニ ュア ル 等の 整 備 に つ い て【 意 見 】  

 

   企業 会計 規程 第 87 条に おい て、 毎 事業 年 度 少 な く とも 年 １ 回の 実地 た な 卸 の

実施 が 定め られ てお り 、薬品 につ いて「 棚 卸 実 施マ ニュ アル 」が 作 成 され てい る。  

当該 資 料に は、 事前 準 備に 係 る 事 項 、 実施 内 容 に係 る事 項 、 集 計 ・ 回収 に 係る

事項 、 差異 の原 因追 及 に係 る 事 項 等 と 、当 日 の 注意 事項 、 簡 単 な タ イム ス ケジ ュ

ール 、 担当 分担 等が 記 載さ れ て い る が 、詳 細 な タイ ムス ケ ジ ュ ー ル 一覧 や ロケ ー

ショ ン マッ プが 整備 さ れて い な い 。  

たな 卸 時は 、当該 資 料 を基 礎 と し てた な卸 が 実 施さ れ て い る と の こ と であ るが 、

たな 卸 漏れ や担 当者 ご との 実 施 方 法 や 認識 に 齟 齬が 生じ な い よ う 、 網羅 的 、画 一

的な た な卸 実施 のた め に詳 細 な た な 卸 マニ ュ ア ルの 整備 を 行 う こ と が望 ま しい 。 
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７ 人 件費 ・労 務管 理  

 

（１ ） 概要  

 

① 過 去 5 年 の医 業収 益 に対 する 給与 費の 推 移 

 

岐阜 市 民病 院の 職員 の 状況 は 、「 第２ ．２ ．（ ４ ）岐 阜市 民 病 院 の 職 員数 」 に記

載の と おり であ る。 こ れに 対 す る 給 与 費と 医 業 収益 との 関 係 は 以 下 のと お りで あ

る。  

（単 位 ：千 円）  

 平 成 30 年 度  令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  令 和 ４ 年 度  

医業 収 益 A 17,121,355 18,168,733 18,769,154 20,152,149 20,517,434 

給与 費  Ｂ  9,286,162 9,459,563 9,710,567 10,112,604 10,027,672 

給与 費 率 A/B 54.2% 52.1% 51.7% 50.2% 48.9% 

給与 費 の主 な内 訳       

 給 与  3,093,796 3,202,303 4,039,642 4,028,850 4,072,626 

 手 当 等  2,729,188 2,856,975 3,148,885 3,393,476 3,295,954 

 賃 金  283,834 287,065 － － － 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額  538,003 594,437 643,199 664,660 650,174 

 法 定 福利 費  1,246,267 1,271,111 1,344,168 1,362,223 1,363,391 

 退 職 給付 費  663,430 555,935 489,209 617,554 603,325 

各年 度 岐阜 市病 院事 業 会計 決 算 報 告 書 より 監 査 人が 加工  

 

令和 ３ 年度 まで の医 業 収益 に 対 す る 給 与費 比 率 は 50％ を超 え てい たが 、令和 4

年度 が 50％を 下 回 っ て いる のは 、医 業収 益（ 主 に 外 来 収 益 ）が 令 和 ３年 度よ り増

加し た こと が主 要因 で ある 。  

給与 費 の内 訳の うち 、令 和２ 年度 よ り 賃 金 科 目が 0 円 とな った のは 、同 年度 よ

り会 計 年度 任用 職員 制 度が 開 始 し た こ とに 伴 い 、会 計処 理 に 係 る 勘 定科 目 を変 更

した こ とに よる 。  

 

② 退 職給 付引 当金  

 

職員 の 退職 手当 の支 給 に備 え る た め 、 当年 度 の 退職 手当 の 期 末 要 支 給額 に 相当

する 金 額を 計上 して い る。な お、会 計 基 準 変 更 時差 異に つい ては 、平 成 26 年度 か

ら 15 年に わ たり 均等 額を 費 用 処 理し てい る 。  

なお 、 退職 給付 引当 金 の詳 細 は 、「第 ４． ９ ．（ ３） 退職 給 付 引 当 金 」146 頁と

147 頁 にお いて 記載 し てい る 。  



128 

 

③ 賞 与引 当金  

 

職員 の 翌年 度 6 月 期末 勤 勉手 当の 支給 に備 え るた め 、当 年 度末 にお ける 支 給 見

込み 額 等に 基づ き、当 年 度の 負担 に属 する 額（ 12 月から 3 月 まで の ４か 月 分 ）を

計上 し てい る。  

なお 、企 業 会 計規 程で は、第 117 条 で退 職 給 付 引当 金の 規定 は あ る もの の 賞 与

引当 金 の規 定は なく 、 実際 の 期 末 勤 勉 手当 の 支 給が 翌年 度 で あ っ た とし て も、 そ

の発 生 は当 年度 中に あ ると 考 え 、 翌 年 度 6 月 に支 給 予 定 の 期 末 勤 勉 手当 のう ち、

対象 月 （12 月 から 5 月） の ４か 月分 を引 き 当て て い る と の こ と で あ る。  

 

④ 労 働時 間管 理に つ いて  

 

岐阜 市 民病 院で は、 時 間外 ・ 休 日 出 勤 等の 超 過勤 務 をす る 際 は 、 所 属 ⾧が 命令

の上 、 時間 外勤 務を 行 い、 勤 怠 管 理 シ ステ ム で 実績 を入 力 し 所 属 ⾧ が承 認 をし て

いる 。 超過 勤務 削減 は すべ て の 職 種 に おい て 取 り組 んで い る 。  

 

⑤ 職 員の 労働 災害 防 止に つ い て  

 

労働 安 全衛 生法 及び 岐 阜市 病 院 事 業 職 員安 全 衛 生管 理規 程 第 5 条 に 基 づき 、安

全衛 生 委員 会を 設置 し 労働 者 の 意 見 を 反映 し な がら 、労 働 者 の 危 険 や健 康 被害 の

防止 に 努め てい る。 安 全衛 生 委 員 会 の 結果 は 、 上位 組織 の 病 院 運 営 会議 へ 報告 し

てい る こと を議 事録 に て閲 覧 ・ 確 認 し た。  
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岐阜 市 病院 事業 職員 安 全衛 生 管 理 規 程 （抜 粋 ）  

条項  項 目  内容  

第１ 条  目 的  この 規 程 は 、岐阜 市病 院事 業 にお ける 職場 及 び職 員 の 安

全衛 生 管理 に関 して 必 要な 事 項 を 定 め 、業務 災害 と 疾 病

を未 然 に防 止す るこ と によ り 、職 員 の安 全と 健康 を 確 保

し、 快 適な 職場 環境 の 確立 を 図 る こ と を目 的 と する 。  

 

第 2 条 定 義  この 規 程 に おい て、次 の各 号 に 掲 げ る 用語 の 意 義は 、当

該各 号 に定 める とこ ろ によ る 。  

(1) 職 員  岐 阜 市 病 院 事 業 に 常 時 勤 務 す る 職 員 (常 時

勤務 す るこ とを 要し な いが 、相 当 ⾧ 期に わた って 常

勤 の 職 員 と ほ ぼ 同 様 の 勤 務 を 行 う 職 員 を 含 む 。 )を

いう 。  

(2) 所属 ⾧ 岐阜 市 病 院事 業処 務 規 程（ 平 成 31 年 岐阜

市病 院 事業 管理 規程 第 2 号。以下「処 務規 程 」と い

う。） 第 ３ 条 に 規 定 す る 課 又 は そ れに 準 じ る も の の

⾧を い う。  

第３ 条  法 令等 との  

関係  

職員 の 安全 衛生 管理 に つい て は 、労働 安全 衛 生法（昭 和

47 年 法 律 第 57 号） 及 び 地方 公務 員法 （ 昭 和 25 年法 律

第 261 号） 並び に こ れ らに 基づ く命 令 に 定 める も の の

ほか 、 この 規程 の定 め ると こ ろ に よ る 。  

第 4 条 総 括 安 全 衛

生管 理 者等  

①  職 員 の 安 全 衛 生 を 管 理 さ せ る た め 次 に 掲 げ る 者 を

置く 。  

(1) 総括 安全 衛生 管 理者  

(2) 衛生 管理 者  

(3) 健康 管理 医  

(4) 作業 主任 者  

(5) 職場 健康 推進 員  

② 前 項第 1 号に 掲げ る 総括 安全 衛生 管理 者 は、事 務 局

⾧を も って 充て る。  

③ 第 1 項 第 2 号 か ら 第 4 号ま でに 掲 げ る 者は 、 病 院

事業 管 理者 が任 命す る 。こ の 場 合 にお いて 、作業 主

任 者 に つ い て は 当 該 作 業 を 行 う 職 員 の う ち か ら 任

命す る もの とす る。  

④ 第 1 項 第 6 号に 掲 げる 職場 健康 推 進 員 は、 所 属 ⾧

が指 名 する もの とす る 。 
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条項  項 目  内容  

第５ 条  安 全衛 生  

委員 会  

病院 事 業に 岐阜 市病 院 事業 安 全 衛 生 委 員会（ 以下「委 員

会」 と いう 。） を 置 く 。 

（2 項 以下 省略 ）  

 

⑥ 職 員の 満足 度の 向 上に つ い て  

 

職員 の 職場 環境 満足 度 向上 の た め 、 岐 阜市 民 病 院で は岐 阜 市 民 病 院 職場 環 境改

善支 援 委員 会を 設置 し 、岐 阜 市民 病 院 職場 環 境改 善 支 援 委員 会要 綱 第 ６条 第 １項

によ り 、年 2 回職 場環 境 改善 支援 委員 会を 開 催し て い る 。  

 

岐阜 市 民病 院職 場環 境 改 善支 援 委 員 会 要 綱 （ 抜 粋）  

条項  項 目  内容  

第１ 条  目 的  岐阜 市 民病 院職 場環 境 改善 支 援 委 員 会 （以 下 「 委員 会 」

と い う 。） は 、 岐 阜 市 民 病 院 に 勤 務 す る 職 員 の 負 担 軽 減

及び 労 働環 境の 改善 等 を目 的 と す る 。  

第２ 条  所 掌  ① 委 員 会 は、 次に 掲 げ る事 項 を 所 掌 す る 。  

（１ ）  医師 、医 療関 係職 種及 び事 務 職員 等の 役割 分 担に

関す る こと 。  

（２ ）  職 員 の 勤 務 時 間 及 び 当 直 を 含 め た 夜 間 の 勤 務 状

況の 把 握に 関す るこ と 。 

（３ ）  職 員 の 負 担 の 軽 減 及 び 処 遇 の 改 善 に 資 す る 計 画

（以 下 「計 画」 とい う 。） の作 成 に関 する こ と 。  

（４ ）  計画 の 達成 状況 の評 価 に関 す る こ と 。  

（５ ）  そ の 他 職 員 の 負 担 の 軽 減 及 び 処 遇 の 改 善 に 関 す

るこ と 。  

② 委 員会 は、前 項 で 作成 し た計 画に つい て 、職 員に 周

知徹 底 する 。  

第６ 条  会 議  ①  委 員 会 は 、 原 則 ２ 回 /年 以 上 開 催 す る 。 な お 、 委 員

⾧ が 必 要 と 認 め る と き は 、 随 時 開 催 す る こ と が で き

る。  

（2 項 以下 省略 ）  

 

職場 環 境改 善支 援委 員 会で は 、 職 員 満 足度 調 査 実施 の決 定 、 調 査 後 の検 討 課題

につ い て報 告が あっ た 。令和 4 年 度 は 、令 和 4 年 7 月及 び 令和 5 年 3 月に 開催 さ

れた 。  
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⑦ 医 師の 資格 管理 に つい て  

 

医学 の 高度 化・ 専門 化 に伴 い 、 そ の 診 療科 や 分 野に おい て 高 度 な 知 識や 技 量、

経験 を 持つ 医師 には 認 定医 や 専 門 医 と いっ た 認 定資 格が 与 え ら れ る 。こ の 認定 資

格は 更 新の 都度 、資 格 証等 の 提 出 を 求 めて い る 。  

 

（２ ） 監査 手続  

 

労務 関 連の 委員 会議 事 録等 の 関 連 資 料 等を 入 手 し、 必要 と 考 え ら れ る手 続 （閲

覧、 証 憑突 合、 分析 及 び質 問 等 ） を 実 施す る こ とに より 、 人 件 費 管 理及 び 労務 管

理に 関 する 状況 等を 検 証し た 。  

 

（３ ） 監査 結果  

 

① 賞 与引 当金 につ い て【 意 見 】  

 

岐阜 市 民病 院で は 、翌 年 度 6 月支 給 予 定 の期 末勤 勉 手 当 に 係 る当 期 発 生分 につ

いて 、 賞与 支給 対象 期 間で ある 12 月か ら 3 月 まで の４ か 月 分 を 賞 与引 当 金と し

て計 上 して いる が、 当 該金 額 は 当 初 予 算額 か ら 変更 のな い 金 額 と な って い る。  

   引当 金の 金額 を どの よ う に 決 定 する か に つい て、 現 行 制 度 上 、企 業 会計 にお い

ても 統 一的 なル ール 及 び具 体 的 な 算 定 方法 は 定 めら れて い な い 。 そ のた め 、実 務

にお い ては 引当 金計 上 時点 の 入 手 可 能 な情 報 に 基づ き、 合 理 的 か つ 適正 な 見積 り

を行 う こと が求 めら れ てい る と い え る 。  

   岐阜 市 民 病 院 の 現 在の 計上 方法 によ る と、 当 年 度 予 算 策定 時 点 にお ける 見 積り

に基 づ く賞 与引 当金 を 計上 し て い る こ とと な り 、期 末時 点 の 合 理 的 かつ 適 正な 見

積り に 基づ く賞 与引 当 金と は 言 い 難 い もの と な って いる と 考 え ら れ る。  

平成 30 年 度 か ら令 和 4 年 度ま で毎 期末 の賞 与 引当 金計 上額 と、 翌 年度 6 月支

給の 実 際支 給額 とを 比 較し た と こ ろ 、 実際 支 給 額（ 4/6 換 算 額 ） が 賞与 引 当金 計

上額 を 下回 り、 その 差 額は 最 小 で 約 11,000 千円 、 最 大 で 約 134,000 千 円で あ っ

た。 過 去５ 年分 を見 る 限り 期 末 時 点 に おい て 負 債及 び費 用 の 過 大 計 上と な って い

る。た だし 、差額 が 最 大 とな った 年度 は 、人 事院 勧 告に より 前年 分 の△ 0.15 カ 月

分を 差 額支 給し たと の こと で あ る 。  

当年 度 予算 策定 時点 で は職 員 の 退 職 等 によ る 賞 与引 当金 減 少 の 見 積 等は 困 難と

考え ら れる が、 過去 の 期中 退 職 人 数 の 実績 等 を ベー スと す る 等 、 可 能な 限 り実 績

値と 乖 離す るこ との な いよ う 、 ま た 、 適正 な 損 益計 算及 び 負 債 の 計 上等 の 観点 か

ら期 末 にお ける 最善 の 見積 り に 基 づ く 会計 処 理 をす るこ と が 望 ま し い。  
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② 医 師の 学習 ・研 究 等の 自 己 研 鑽 に つい て  

 

令和 3 年 度岐 阜市 内部 統 制評 価報 告書 によ る と、医 師 の 学習・研 究 等（ 以下「 自

己研 鑽 」と いう 。）に つい て 、「 医師 及び 歯 科 医師（ 以 下「 医 師等 」とい う。）の 業

務の 特 殊性 によ り労 働 と労 働 に 該 当 し ない 自 己 研鑽 等の 区 分 け が 困 難で あ った こ

とか ら 、医 師等 が加 入 する 医 局 会 と の 取り 決 め のも と、 超 過 勤 務 手 当及 び 休日 給

（以 下「 超過 勤 務 手 当 等 」と い う 。）の支 給 対 象 とな る時 間の 上 限 を 設け て い た こ

とで 、医 師等（過 去に 勤務 し て い たも のを 含 む 。）に 対 し て 、平 成 31 年 3 月分 か

ら令 和 ４年 3 月分 まで の 超過 勤務 手当 等の 一 部を 支 給 し な か った 。」と あり 、令 和

3 年 度 に お い て 過 年 度 分 を 含 め て 時 間 外 勤 務 手 当 を 支 給 し た と の こ と で あ る 。   

以下 は 、5 年間 の 医師 給・ 医 師 手 当 の 推移 で あ る。  

（単 位 ：千 円）  

 平 成 30 年 度  令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  令 和 ４ 年 度  

医師 給  746,661 772,036 954,263 957,266 960,759 

増加 率  

（対 前 年比 ）  

－ 103.4% 123.6% 100.3% 100.4% 

増加 額  

（対 前 年比 ）  

－ 25,375 182,226 

（※ １ ）  

3,003 3,492 

医師 手 当  1,080,084 1,139,663 1,201,396 1,448,541 1,300,674 

増加 率  

（対 前 年比 ）  

－ 105.5% 105.4% 120.6% 89.8% 

増加 額  

（対 前 年比 ）  

－ 59,578 61,732 247,144 △147,866 

各年 度 岐阜 市病 院事 業 会計 決 算 報 告 書 より 監 査 人が 加工  

（※ １ ）会 計年 度任 用 職員 制 度 開 始 に 伴う 勘 定 科目 変更 に よ り 増 加  

 

岐 阜 市 民 病 院 で は 医 師 の 自 己 研 鑽 に つ い て 、「 労 働 時 間 と 自 己 研 鑽 に 関 す る ル

ール 」 を策 定し た。 当 該ル ー ル 内 に は 、労 働 時 間に 該当 す る も の ・ 労働 時 間に 該

当し な いも の、 労働 時 間の 定 義 、 労 働 時間 に 該 当す る業 務 、 労 働 時 間に 該 当し な

い（ 自 己研 鑽） 項目 が 具体 的 に 網 羅 さ れて お り 、そ の結 果 、 全 て の 医師 の 時間 外

勤務 の 平均 時間 が以 下 のと お り 減 少 し た。  

 

年度  医 師一 人 当 た り の 月 平 均 時間 外勤 務  

令和 ３ 年度  58.8h／月  

令和 ４ 年度  48.4h／月  

令和 5 年 度（ 当年 度）  48.3h／月  
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なお 、医師 の 自 己 研 鑽 に つい ては 、厚 生労 働 省 労働 基準 局 ⾧ よ り 令 和 元年 7 月

1 日付 で「 医師 の研 鑽 に係 る 労 働 時 間 に関 す る 考え 方に つ い て 」 が 発出 さ れて い

る。  

 

③ 職 員満 足度 調査 結 果の 活 用 に つ い て  

 

岐阜 市 民病 院に 勤務 す る職 員 の 負 担 軽 減及 び 労 働環 境の 改 善 等 を 目 的と す る岐

阜市 民 病院 職場 環境 改 善支 援 委 員 会 議 事録 に よ ると 、令和 4 年度 夏 期に 職 員 満足

度調 査 を実 施し てい る 。回 答率 は 73.2%で あ っ た 。前 回は 5 年前 に 実 施し てお り 、

今後 は 毎年 実施 予定 検 討と の こ と で 、令 和 5 年 度も 職員 満 足 度 調 査 を実 施 した こ

とを 質 問に より 確認 し た。  

アン ケ ート 結果 につ い ては 、 上 位 組 織 であ る 病 院運 営会 議 へ 報 告 し てい る こと

を議 事 録の 閲覧 によ り 確認 し た 。  

また 、 職場 環境 改善 支 援委 員 会 議 事 録 によ る と 、職 員満 足 度 調 査 の 結果 に つい

て集 計 及び 分析 につ い ての 検 討 を し て おり 、令和 4 年 度調 査で は 、人員 不 足や ハ

ラス メ ント 対応 等の 意 見が 上 が っ た こ とを 受 け 、人 員 不 足に つい て は、令 和 5 年

度よ り 病院 職員 定数 を 950 人 から 1,130 人に 引き 上 げ 、積 極的 に 採 用活 動 を 実 施

した 。 また 、ハ ラス メ ント 対 応 に つ い ては 、 ハ ラス メン ト 相 談 窓 口 （相 談 員） を

設置 し 、相 談が あっ た 場合 は 、 ハ ラ ス メン ト 防 止委 員会 で 対 応 し て いる こ とを 質

問等 に より 確認 した 。  

   我が 国は 、「少 子 高齢 化 に 伴 う 生 産年 齢 人 口の 減少 」「 育 児 や 介 護と の 両立 など 、

働く 方 のニ ーズ の多 様 化」 等 の 状 況 に 直面 し て おり 、投 資 や イ ノ ベ ーシ ョ ンに よ

る生 産 性向 上と とも に 、就 業 機 会 の 拡 大や 意 欲 ・能 力を 存 分 に 発 揮 でき る 環境 を

作る こ とが 重要 な課 題 にな っ て お り 、 職員 の 満 足度 は今 後 も よ り 重 要な 課 題と な

ると 考 えら れる 。そ の ため 、 ア ン ケ ー トの 実 施 及び 当該 調 査 結 果 を 踏ま え て改 善

策を 検 討、 課題 解決 ま でつ な げ 、 職 員 満足 度 の 更な る向 上 を 図 る こ とを 期 待し た

い。  
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８ 一 般会 計負 担金  

 

（１ ） 概要  

 

地方 公 営企 業は 、企 業 性（ 経 済 性 ） の 発揮 と 公 共の 福祉 の 増 進 を 経 営の 基 本原

則と す るも ので あり 、 その 経 営 に 要 す る経 費 は 経営 に伴 う 収 入 （ 料 金） を もっ て

充て る 独立 採算 制が 原 則と さ れ る 。 し かし 、 地 方公 営企 業 法 上 、 ① その 性 質上 企

業の 経 営に 伴う 収入 を もっ て 充 て る こ とが 適 当 でな い経 費 ② そ の 公 営企 業 の性 質

上能 率 的な 経営 を行 っ ても な お そ の 経 営に 伴 う 収入 のみ を も っ て 充 てる こ とが 客

観的 に 困難 であ ると 認 めら れ る 経 費 等 につ い て は、 補助 金 、 負 担 金 、出 資 金、 ⾧

期貸 付 金等 の方 法に よ り一 般 会 計 等 が 負担 す る もの とさ れ て い る （ 地方 公 営企 業

法第 17 条 の ２ ）。こ の 経 費負 担区 分 ル ー ル に つい て は毎 年度「 繰 出 基 準」と し て

総務 省 より 各地 方公 共 団体 に 通 知 さ れ てい る 。  

 

（２ ） 一般 会計 負担 金 の考 え 方  

 

平成 29 年 3 月 に公 表 さ れた「岐 阜市 民病 院 新 改革 プ ラ ン 」に おい て、地 域医 療

の 確 保 の ため に 一 般 会 計 が 負 担 すべ き 経 費 の 範 囲 に つ いて の 考 え 方 を 次 の と お り

明ら か にし てい る。  

  
 項 目  繰 出 し の 基 準  

1 
救 急 医 療 の 確 保 に 要 す る 経

費  

ア 救 急 病 院 等 を 定 め る 省 令（ 昭 和 39 年 厚 生 省 令 第 ８

号 ） 第 ２ 条 の 規 定 に よ り 告 示 さ れ た 救 急 病 院 （ 以 下

「 救 急 告 示 病 院 」と い う 。）又 は「 救 急 医 療 対 策 の 整

備 事 業 に つ い て 」（ 昭 和 52 年 ７ 月 ６ 日 付 け 医 発 第 692

号 ） に 基 づ く 救 命 救 急 セ ン タ ー 若 し く は 小 児 救 急 医

療 拠 点 病 院 事 業 若 し く は 小 児 救 急 医 療 支 援 事 業 を 実

施 す る 病 院 に お け る 医 師 等 の 待 機 及 び 空 床 の 確 保 等

救 急 医 療 の 確 保 に 必 要 な 経 費 に 相 当 す る 額 と す る 。  

イ 次 に 掲 げ る 病 院 が 災 害 時 に お け る 救 急 医 療 の た め

に 行 う 施 設（ 通 常 の 診 療 に 必 要 な 施 設 を 上 回 る 施 設 ）

の 整 備（ 耐 震 改 修 を 含 む 。）に 要 す る 経 費 に 相 当 す る

額 と す る 。  

① 医 療 法 第 30 条 の ４ 第 １ 項 に 基 づ く 医 療 計 画 に 定   

め ら れ て い る 災 害 拠 点 病 院 及 び 災 害 拠 点 精 神 科 病 院

（ 以 下 「 災 害 拠 点 病 院 等 」 と い う 。 ）  

② 地 震 防 災 対 策 特 別 措 置 法 に 基 づ く 地 震 防 災 緊 急 事
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 項 目  繰 出 し の 基 準  

業 五 箇 年 計 画 に 定 め ら れ た 耐 震 化 を 必 要 と す る 病 院

及 び 土 砂 災 害 危 険 箇 所 に 所 在 す る 病 院  

③ 救 命 救 急 セ ン タ ー 、病 院 群 輪 番 制 病 院 、小 児 救 急 医

療 拠 点 病 院 、小 児 救 急 医 療 支 援 事 業 参 加 病 院 、共 同 利

用 型 病 院 等  

ウ 災 害 拠 点 病 院 等 又 は 救 急 告 示 病 院 が 災 害 時 に お け

る 救 急 医 療 の た め に 行 う 診 療 用 具 、診 療 材 料 、薬 品 、

水 及 び 食 料 等（ 通 常 の 診 療 に 必 要 な 診 療 用 具 、診 療 材

料 、薬 品 、水 及 び 食 料 等 を 上 回 る も の を い う 。）の 備

蓄 に 要 す る 経 費 に 相 当 す る 額 と す る 。  

2 
病 院 の 建 設 改 良 に 要 す る 経

費  

病 院 の 建 設 改 良 費 （ 当 該 病 院 の 建 設 改 良 に 係 る 企 業

債 及 び 国 庫（ 県 ）補 助 金 等 の 特 定 財 源 を 除 く 。以 下 同

じ 。）及 び 企 業 債 元 利 償 還 金（ Ｐ Ｆ Ｉ 事 業 に 係 る 割 賦

負 担 金 を 含 む 。以 下 同 じ 。）の う ち 、そ の 経 営 に 伴 う

収 入 を も っ て 充 て る こ と が で き な い と 認 め ら れ る も

の に 相 当 す る 額 （ 建 設 改 良 費 及 び 企 業 債 元 利 償 還 金

の ２ 分 の １（ た だ し 、平 成 14 年 度 ま で に 着 手 し た 事

業 に 係 る 企 業 債 元 利 償 還 金 に あ っ て は ３ 分 の ２ ） を

基 準 と す る 。 ） と す る 。  

3 
精 神 病 床 の 運 営 に 要 す る 経

費  

医 療 法 第 ７ 条 第 ２ 項 第 １ 号 に 規 定 す る 精 神 病 床 の 確

保 に 要 す る 経 費 の う ち 、 こ れ に 伴 う 収 入 を も っ て 充

て る こ と が で き な い と 認 め ら れ る も の に 相 当 す る 額

と す る 。  

4 小 児 医 療 に 要 す る 経 費  

小 児 医 療（ 小 児 救 急 医 療 を 除 く 。）の 用 に 供 す る 病 床

の 確 保 に 要 す る 経 費 の う ち 、 こ れ に 伴 う 収 入 を も っ

て 充 て る こ と が で き な い と 認 め ら れ る も の に 相 当 す

る 額 と す る 。  

5 高 度 医 療 に 要 す る 経 費  

高 度 な 医 療 の 実 施 に 要 す る 経 費 の う ち 、 こ れ に 伴 う

収 入 を も っ て 充 て る こ と が で き な い と 認 め ら れ る も

の に 相 当 す る 額 と す る 。  

6 
リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 医 療 に

要 す る 経 費  

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 医 療 の 実 施 に 要 す る 経 費 の う

ち 、 こ れ に 伴 う 収 入 を も っ て 充 て る こ と が で き な い

と 認 め ら れ る も の に 相 当 す る 額 と す る 。  

7 
保 健 衛 生 行 政 事 務 に 要 す る

経 費  

集 団 検 診 、医 療 相 談 等 に 要 す る 経 費 の う ち 、こ れ に 伴

う 収 入 を も っ て 充 て る こ と が で き な い と 認 め ら れ る

も の に 相 当 す る 額 と す る 。  
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 項 目  繰 出 し の 基 準  

8 
医 師 及 び 看 護 師 等 の 研 究 研

修 に 要 す る 経 費  

医 師 及 び 看 護 師 等 の 研 究 研 修 に 要 す る 経 費 の ２ 分 の

１ と す る 。   

9 
病 院 事 業 会 計 に 係 る 共 済 追

加 費 用 の 負 担 に 要 す る 経 費  

当 該 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 が 地 方 公 務 員 等 共

済 組 合 法 の ⾧ 期 給 付 等 に 関 す る 施 行 法（ 昭 和 37 年 法

律 第 153 号 。 以 下 「 施 行 法 」 と い う 。 ） の 施 行 の 日

に お け る 職 員 数 に 比 し て 著 し く 増 加 し て い る 病 院 事

業 会 計 （ 施 行 法 の 施 行 日 以 降 に 事 業 を 開 始 し た 病 院

事 業 会 計 を 含 む 。）に 係 る 共 済 追 加 費 用 の 負 担 額 の 一

部 と す る 。  

10 
公 立 病 院 附 属 看 護 師 養 成 所

の 運 営 に 要 す る 経 費  

公 立 病 院 附 属 看 護 師 養 成 所 に お い て 看 護 師 を 養 成 す

る た め に 必 要 な 経 費 の う ち 、 そ の 運 営 に 伴 う 収 入 を

も っ て 充 て る こ と が で き な い と 認 め ら れ る も の に 相

当 す る 額 と す る 。  

11 
院 内 保 育 所 の 運 営 に 要 す る

経 費  

病 院 内 保 育 所 の 運 営 に 要 す る 経 費 の う ち 、 そ の 運 営

に 伴 う 収 入 を も っ て 充 て る こ と が で き な い と 認 め ら

れ る も の に 相 当 す る 額 と す る 。   

12 
基 礎 年 金 拠 出 金 に 係 る 公 的

負 担 に 要 す る 経 費  

ア 繰 出 し の 対 象 と な る 事 業 は 、 地 方 公 営 企 業 法 の 全

部 又 は 一 部 を 適 用 し て い る 事 業 で 、 前 々 年 度 に お い

て 経 常 収 益 （ 基 礎 年 金 拠 出 金 に 係 る 公 的 負 担 に 要 す

る 経 費 と し て 一 般 会 計 か ら 当 該 事 業 に 係 る 特 別 会 計

に 繰 り 入 れ ら れ た 額 を 除 く 。）の 経 常 費 用 に 対 す る 不

足 額（ 以 下「 経 常 収 支 の 不 足 額 」と い う 。）を 生 じ て

い る も の 又 は 前 年 度 に お い て 繰 越 欠 損 金 が あ る も の

と す る 。  

イ 繰 出 し の 基 準 額 は 、 ア の 事 業 の 職 員 に 係 る 基 礎 年

金 拠 出 金 に 係 る 公 的 負 担 額 （ 前 々 年 度 に お け る 経 常

収 支 の 不 足 額 又 は 前 年 度 に お け る 繰 越 欠 損 金 の い ず

れ か 多 い 額 を 限 度 と す る 。 ） と す る 。  

 

13 児 童 手 当 に 要 す る 経 費  

繰 出 し の 対 象 と な る 経 費 は 、 次 に 掲 げ る 地 方 公 営 企

業 職 員 に 係 る 児 童 手 当 の 給 付 に 要 す る 経 費 の 合 計 額

と す る 。  

ア ３ 歳 に 満 た な い 児 童 に 係 る 給 付 に 要 す る 経 費 （ ウ

に 掲 げ る 経 費 を 除 く 。 ） の 15 分 の ８  

イ ３ 歳 以 上 中 学 校 修 了 前 の 児 童 に 係 る 給 付 に 要 す る

経 費 （ ウ に 掲 げ る 経 費 を 除 く 。 ）  
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（３ ） 令和 ４年 度の 一 般会 計 負 担 金  

 

① 令 和 4 年 度 の一 般 会 計負 担金 は 以 下 の と お りで ある 。  

 

 項 目  繰 出 基 準  負 担 金 項 目  
金 額  

（ 百 万 円 ）  

1 
救 急 医 療 の 確 保 に 要 す る 経

費  
第 5-11 救 急 医 療 運 営 費  342 

2 
病 院 の 建 設 改 良 に 要 す る 経

費  
第 5-1 企 業 債 利 息  40 

3 
精 神 病 床 の 運 営 に 要 す る 経

費  
第 5-6 精 神 病 床 の 運 営 費  162 

4 小 児 医 療 に 要 す る 経 費  第 5-10 
特 殊 医 療 運 営 費  

（ 小 児 医 療 施 設 ）  
10 

5 高 度 医 療 に 要 す る 経 費  第 5-12 
特 殊 医 療 運 営 費  

（ が ん 診 療 施 設 ）  
10 

6 
リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 医 療 に

要 す る 経 費  
第 5-8 

特 殊 医 療 運 営 費  

（ 医 学 的 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 施

設 ）  

5 

7 
保 健 衛 生 行 政 事 務 に 要 す る

経 費  
第 5-16 ケ ー ス ワ ー カ ー 人 件 費  21 

8 
医 師 及 び 看 護 師 等 の 研 究 研

修 に 要 す る 経 費  
第 5-17(1) 研 究 研 修 費  23 

9 
病 院 事 業 会 計 に 係 る 共 済 追

加 費 用 の 負 担 に 要 す る 経 費  
第 5-17(3) 共 済 追 加 費 用  40 

10 
公 立 病 院 附 属 看 護 師 養 成 所

の 運 営 に 要 す る 経 費  
第 5-13 

看 護 学 生 実 習 指 導 員 人 件 費  42 

看 護 師 養 成 所 運 営 費  125 

11 
院 内 保 育 所 の 運 営 に 要 す る

経 費  
第 5-14 託 児 所 運 営 費  49 

 項 目  繰 出 し の 基 準  

ウ 児 童 手 当 法 附 則 第 ２ 条 に 規 定 す る 給 付 に 要 す る 経

費  
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 項 目  繰 出 基 準  負 担 金 項 目  
金 額  

（ 百 万 円 ）  

12 
基 礎 年 金 拠 出 金 に 係 る 公 的

負 担 に 要 す る 経 費  
第 10-3 基 礎 年 金 拠 出 金 公 的 負 担 経 費  254 

13 児 童 手 当 に 要 す る 経 費  第 10-4 児 童 手 当 分  37 

 合 計  1,160 

 

 

②  過 去 ５ 年 間 の 一 般 会 計 負 担 金 の 推 移 は 以 下 の と お り で あ る 。 令 和 ４ 年 度 の 一

般会 計 負担 金は 1,160 百万 円 と な って おり 、 前 年度 と 同 水 準 で あ る 。  

 

単位 ： 百万 円  

 

 

 

 

 

 

（４ ） 監査 手続  

 

各一 般 会計 負担 金の 計 算根 拠 に つ い て 、一 般 会 計繰 入金 明 細 書 及 び 関連 書 類の

閲覧 、 担当 者へ の質 問 によ り 、 計 算 方 法及 び 計 算結 果の 合 理 性 等 を 検証 し た。  
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（５ ） 監査 結果  

 

一般 会 計負 担金 の算 定 根拠 の 見 直 し に つい て 【 意見 】  

 

一般 会 計負 担金 の算 定 に当 た っ て は 、 負担 金 項 目ご とに 計 算 式 や 基 準と な る指     

標等 が 定め られ てい る 。こ れ ら の 計 算 式や 指 標 には 一定 の 合 理 性 が 認め ら れる も

のの 、⾧ 年 にわ た っ て 同様 の 計 算 式を 使用 し て いる ケ ー ス（ 第 5-11 救 急 医 療 の 確

保 に 要 す る 経 費 他 ） が 多 く 、 ま た 指 標 自 体 が 更 新 さ れ な い た め に 毎 年 同 額 を 計 上

して い るケ ース（ 第 5-8 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 医 療 に 要 す る 経 費 、第 5-10 小 児 医 療 に

要 す る 経 費 、 第 5-12 高 度 医 療 に 要 す る 経 費 ） も見 受 け ら れ た 。  

一般 会 計負 担金 につ い ては 、 年 間 で 約 1,160 百 万円 が市 の一 般 会 計 から 支 出 さ

れて お り、質 的・量 的 に も重 要性 の 高 い も の であ る。そ の ため 、負 担 額の 算定 方 法

に つ い て は 毎 年 検 討 を 行 い 、 過 去 に 定 め た 計 算 方 法 や 指 標 が 現 状 に 合 わ な い 場 合

は見 直 しも 含め た対 応 を行 う べ き で あ る。  
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９ 地 方公 営企 業会 計  

 

岐阜 市 民病 院に おい て は、 企 業 会 計 規 程に 準 拠 して 会計 処理 を 行 っ てい る 。 同 会

計規 程 は、 地方 公営 企 業会 計 の 基 準 と され る 地 方公 営企 業 法 施 行 令 、地 方 公営 企業

法施 行 規則 等が 基礎 と なっ て い る 。  

 

（１ ） 債権 （医 業未 収 金） に か か る 貸 倒引 当 金 の算 定に つ い て  

 

１） 概 要  

 

企業 会 計規 程で は、引 当 金計 上に つい て は第 117 条 に退 職給 付 引 当 金の 条 項 が

ある が 、貸 倒引 当金 に つい て の 特 別 の 条項 は 設 けら れて い な い 。 一 方、 地 方公 営

企業 法 施行 規則 で引 当 金に つ い て 下 記 のよ う に 定め てい る 。  

 

地方 公 営企 業法 施行 規 則（ 抜 粋 ）   

条項  項 目  内容  

第 22 条 引 当金  将 来 の 特 定 の 費 用 又 は 損 失 （ 収 益 の 控 除 を 含 む 。） で あ っ

て、その 発生 が当 該 事 業 年度 以前 の事 象 に 起 因し 、発 生の

可能 性 が高 く 、か つ 、その 金 額 を 合 理 的に 見 積 もる こと が

でき る と認 めら れる も のは 、当 該 金額 を引 当 金 とし て予 定

貸借 対 照表 等に 計上 し 、当 該 事 業 年度 の負 担 に 属す べき 引

当額 を 費用 に計 上し な けれ ば な ら な い 。  

 

岐阜 市 民病 院で は、 規 程の 明 文 は な い もの の 債 権の 状況 に 応 じ て 求 めた 過 去の

貸倒 実 績率 に基 づい て 貸倒 引 当 金 を 算 定し て い る。  

 

２） 監 査手 続  

 

貸倒 引 当金 の会 計処 理 及び 金 額 算 定 に つい て 、 算出 根拠 資 料 等 の 関 連資 料 等を

入手 し 、必 要と 考え ら れる 手 続 （ 閲 覧 、証 憑 突 合、 分析 及 び 質 問 等 ）を 実 施す る

こと に より 、貸 倒引 当 金に 関 す る 事 務 の妥 当 性 等を 検証 し た 。  

 

３） 監 査結 果  

 

岐阜 市 民病 院で は、医 業 未収 金（保 険 者請 求 分 含む 。）に 過 去 4 年 間 の不 納欠 損

率の 平 均を 乗じ て当 期 の貸 倒 引 当 金 額 を算 出 し 、次 のよ う に 計 算 し てい る 。  
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医業 未 収金 （不 納欠 損 前の 金 額 ） と 貸 倒損 失 額           （ 単 位： 千円 ） 

 平 成 30 年 度  令 和 元 年 度  令 和 2 年 度  令 和 3 年 度  令 和 4 年 度  

年度 末 医業  

未収 金 残高  

2,741,360 3,011,901 3,348,705 2,930,718 3,404,471 

当期 貸 倒損 失  17,583 18,625 20,642 21,652 27,332 

 

貸倒 実 績率 算出 根拠                        （ 単 位：千円 ） 

年度  前 年 度 末 医 業 未 収

金残 高  

不納 欠 損決 定額  不納 欠 損 率（ 小 数 点

以下 5 位 四捨 五入 ） 

令和 元 年度  2,741,360 18,625 0.0068 

令和 ２ 年度  3,011,901 20,642 0.0069 

令和 ３ 年度  3,348,705 21,652 0.0065 

令和 ４ 年度  2,930,718 27,332 0.0093 

不納 欠 損率 平均  0.0074 

令和 ４ 年度 残高  3,404,471×0.0074＝25,193 

 

① 医 業未 収金 残高 に 保険 者 請 求 分 を 含め る こ とに つい て 【 意 見 】  

 

上記 の 医業 未収 金残 高 は、 患 者 負 担 分 未収 金 と 保険 者等 へ 請 求 し た 未収 金 の合

計額 で ある が、 保険 者 等へ 請 求 す る 医 業未 収 金 は原 則と し て 回 収 が 確実 で ある 。  

した が って 、不 納欠 損 率算 定 に 際 し て は、 患 者 負担 分未 収 金 額 を 基 礎と し 、貸 倒

引当 金 額算 定も 患者 負 担分 未 収 金 に 不 納欠 損 率 を乗 じる 方 法 も 検 討 され た い。  

 

② 債 権区 分に よる 貸 倒引 当 金 算 定 に つい て 【 意見 】  

 

貸倒 引 当金 の算 定方 法 につ い て は 、 民 間企 業 が 適用 して い る 計 上 時 の債 権 区分

につ い て 、「金 融 商 品 に関 す る 会 計基 準（ 企 業 会計 基 準 第 10 号 平成 20 年 3 月

10 日  企 業 会計 基準 委員 会 ）」 が参 考と な ると 考 え る 。 金 融商 品 に 関す る会 計 基

準第 27 項 は 債権 の区 分に つ い て 以下 のよ う に 定め て い る 。  

 

債権 の 区分  

一般 債 権  経 営状 態 に 重 大 な 問 題 が 生じ てい ない 債務 者 に対 す る 債 権  

貸倒 懸 念債 権  経 営破 綻 の 状 態 に は 至 っ てい ない が、債務 の 弁 済に 重 大 な 問 題 が

生じ て いる か又 は生 じ る可 能 性 の 高 い 債務 者 に 対す る債 権  

破産 更 生債 権  経 営 破 綻 又 は 実 質 的 に 経 営 破 綻 に 陥 っ て い る 債 務 者 に 対 す る 債

権 

出典 ： 金融 商品 に関 す る会 計 基 準  
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そし て 、金 融 商 品 に 関 す る会 計基 準第 28 項 は「債 権の 貸倒 見 積 高 は、そ の区 分

に応 じ てそ れぞ れ次 の 方法 に よ り 算 定 する 。」 と定 め て い る 。  

 

貸倒 見 積高 の算 定方 法  

一般 債 権  債 権全 体 又 は 同 種・同 類 の債 権 ご と に 、債 権 の 状況 に 応 じ て 求 め

た 過 去 の 貸 倒 実 績 率 等 合 理 的 な 基 準 に よ り 貸 倒 見 積 高 を 算 定 す

る。  

貸倒 懸 念債 権  債 権の 状 況 に 応 じ て 、次の い ず れ かの 方法 に よ り貸 倒 見 積 高 を 算

定す る 。た だし 、同 一 の 債権 に つ い て は 、債 務者 の 財政 状態 及び

経営 成 績の 状況 等が 変 化し な い 限 り 、同 一 の 方法 を 継続 して 適用

する 。  

①  債 権 額 か ら 担 保 の 処 分 見 込 額 及 び 保 証 に よ る 回 収 見 込 額 を 減

額 し 、 そ の 残 額 に つ い て 債 務 者 の 財 政 状 態 及 び 経 営 成 績 を 考

慮し て 貸倒 見積 高を 算 定す る 方 法  

②  債 権 の 元 本 の 回 収 及 び 利 息 の 受 取 り に 係 る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ

ー を 合 理 的 に 見 積 も る こ と が で き る 債 権 に つ い て は 、 債 権 の

元 本 及 び 利 息 に つ い て 元 本 の 回 収 及 び 利 息 の 受 取 り が 見 込 ま

れ る と き か ら 当 期 末 ま で の 期 間 に わ た り 当 初 の 約 定 利 子 率 で

割 り 引 い た 金 額 の 総 額 と 債 権 の 帳 簿 価 額 と の 差 額 を 貸 倒 見 積

高と す る方 法  

破産 更 生債 権  債 権 額 か ら 担 保 の 処 分 見 込 額 及 び 保 証 に よ る 回 収 見 込 額 を 減 額

し、 そ の残 額を 貸倒 見 積高 と す る 。  

出典 ： 金融 商品 に関 す る会 計 基 準  

 

岐阜 市 民病 院で は 、弁 護士 へ 回 収 を 依 頼し て い る患 者負 担 分 未 収 金 は令 和 4 年

度末 で 80,041,334 円 と なっ て い る 。当 該 金 額 の中 には 、発 生 か ら 一 定期 間が 経 過

し弁 護 士の 督促 後も 未 収と な っ て い る 金額 も 含 まれ てい る 。 そ の た め、 貸 倒引 当

金算 出 時に は、 患者 負 担分 未 収 金 を 一 般債 権 、 貸倒 懸念 債 権 、 破 産 更生 債 権に 区

分し 、 各区 分ご とに 貸 倒引 当 金 を 算 定 する こ と が望 まし い 。  
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（２ ） 就職 準備 貸付 金 の会 計 処 理 に つ いて  

 

１） 概 要  

 

岐 阜 市 民 病 院 は 「 岐 阜 市 病 院 事 業 看 護 職 員 就 職 準 備 資 金 貸 付 規 程 」 を 定 め 、

看護 職 員と して 勤務 し よう と す る 者 に 対し て 就 職準 備資 金 の 貸 付 け を行 っ てい

る。当 該 貸 付 金に つ い ては 以 下 の とお り返 済 債 務の 免 除 規 定 が 設 け ら れて いる 。 

 

(就職 準 備資 金 の 返 還 ) 

第 11 条 貸 付 け を受 け た者 は 、次 の 各 号の い ず れか に該 当 す る と き は 、当 該各 号に

規 定 す る 理 由 が 生 じ た 日 の 属 す る 月 の 翌 月 の 末 日 ま で に 就 職 準 備 資 金 を 返 還 し な

けれ ば なら ない 。  

(1) 貸 付け を 受 け た 者 が 直ち に 岐 阜 市 病 院 事 業 職員 (以下「 職 員 」とい う 。)と なら

なか っ たと き。  

(2) 貸 付 け を 受 け た 者 が 、  看 護 職 員 と な っ た 後 に 死 亡 し 、 又 は 看 護 職 員 で な く な

った と き。  

(3) 貸 付け を 受 け た 者 が 、職 員と な っ た 日 か ら 6 日以 内に 看護 職員 と なら なか った

とき 。  

(就職 準 備資 金 の 返 還 免除 ) 

第 12 条 管 理 者 は、貸 し付 け を 受 け た 者が 、次の各 号 の い ず れ か に 該 当す るこ とと

なっ た とき は、 貸し 付 けた 就 職 準 備 資 金の 返 還 債務 の全 部 を 免 除 す る。  

(1) 直 ちに 職 員 と な り 、 かつ 、 引 き 続 き 看 護 職 員と して 2 年間 在職 し たと き。  

(2) 前 号に 規 定 す る 在 職 期間 中 に 公 務 に よ り 死 亡し 、又は 公務 に起 因 する 心身 の故

障の た め業 務を 継続 す るこ と が で き な くな っ た とき 。  

第 13 条 管 理者 は、 貸 付け を 受 け た 者 が、  看護職 員 と し て 引 き 続 い て在 職し たと

きは 、 その 全在 職期 間 を 24 月で 除 し て得 た 数値を 貸 し 付 け た 就 職 準 備資 金の 額に

乗じ て 得た 額の 返還 を 免除 す る 。こ の場 合に おい て、看護 職員 とし て の在 職期 間に

1 月未 満の 端 数が ある とき 、 又 は その 在職 期 間 が 1 月に 満 た な いと きは 、 こ れ を 1

月と し て計 算す る。  

2 管 理 者 は、貸 付 け を 受 けた 者 が 、死 亡 そ の 他 やむ を得 な い 事 情 に よ り就 職準 備資

金を 返 還す るこ とが 困 難で あ る と 認 め ると き は 、就職 準備 資金 の 返 還 の債 務の 全部

又は 一 部を 免除 する こ とが で き る 。  

「岐 阜 市病 院事 業看 護 職員 就 職 準 備 資 金貸 付 規 程」 より 抜 粋  
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損 益 計 算 書 上 、 当 該 貸 付 金 に つ い て は 貸 付 時 に 就 職 準 備 貸 付 金 （ 医 業 費 用 ）

とし て 費用 処理 され て いる 。 令 和 ４ 年 度に お い て就 職準 備 資 金 と し て費 用 処理

した 金 額 は 7,200 千円 であ る 。 な お 、 免除 要 件 を満 たさ ず 貸 付 金 の 返還 を 受け

た場 合 は、 収入 項目 で 処理 し て い る 。  

 

２） 監 査手 続  

 

就職 準 備貸 付金 の会 計 処理 に つ い て 規 程の 閲 覧 と担 当者 へ の ヒ ア リ ング を 実施

した 。  

 

３） 監 査結 果  

 

就職 準 備貸 付金 の費 用 計上 の タ イ ミ ン グに つ い て【 指摘 】  

 

地方 公 営企 業法 及び 地 方公 営 企 業 法 施 行令 で は 費用 処理 に つ い て 以 下の 様 に定

めら れ てお り、 費用 は 発生 し た 年 度 に 所属 さ せ る必 要が あ る 。  

 

（地 方 公営 企業 法）  

第二 十 条  地方 公 営 企 業に おい て は、 その 経 営成 績を 明 ら か にす る た め 、 す べ て の

費用 及 び 収 益を 、 そ の 発生 の事 実 に基 いて 計 上し 、か つ 、 そ の発 生 し た 年 度 に 正 し

く割 り 当て なけ れば な らな い 。  

 

 

（地 方 公営 企業 法施 行 令）  

第十 一 条 地方 公営 企 業の 費 用 の 年 度 所属 は 、 左に 掲げ る 区 分 に よ る。  

一 支 払 を 伴う 費 用 に つい ては 、 債務 の確 定 した 日の 属 す る 年度 。 但 し 、 保 険 料 、

賃貸 料 そ の 他こ れ ら に 類す るも の につ いて は 、保 険、 賃 借 そ の他 支 払 の 発 生 の 原 因

であ る 事実 の存 した 期 間の 属 す る 年 度  

二 減 価償 却費 につ い ては 、 減 価 償 却 を行 う べ き日 の属 す る 年 度  

三 前 二 号 以外 の 費 用 につ いて は 、費 用の 発 生の 原因 で あ る 事実 の 生 じ た 日 の 属 す

る年 度 。 但 し、 こ れ に より 難い 場 合に おい て は、 その 原 因 で ある 事 実 を 確 認 し た 日

の属 す る年 度  

 

岐阜 市 病院 事業 看護 職 員就 職 準 備 資 金 貸付 規 程 にお いて は 、2 年 間 の在 籍 を条

件に 貸 付金 の全 部を 免 除す る こ と と さ れて い る 。ま た、 2 年 未 満 の 在籍 の 場合 は

在籍 月 数に 応じ て貸 付 金の 一 部 を 免 除 する こ と とさ れて い る 。 よ っ て、 貸 付時 に

おい て は免 除が 確定 し てお ら ず 、 年 度 末に お い ても 一定 額 の 債 権 は 残存 し てい る
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こと と なる 。費 用の 発 生時 点 と い う 観 点か ら 考 える と、 費 用 が 発 生 する の は貸 付

時点 で はな く、 免除 が 確定 し た 時 点 と 考え る の が適 当で あ る 。  

 

よっ て 、看 護職 員就 職 準備 資 金 に つ い ては 、 貸 付け を行 っ た 年 度 に 全額 を 損益

計算 書 で費 用計 上す る ので は な く 、 免 除に 応 じ て費 用計 上 を 行 っ た うえ で 、期 末

に残 存 して いる 債権 に つい て は 貸 付 金 等の 科 目 で貸 借対 照 表 に 表 示 すべ き であ る。 
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（３ ） 退職 給付 引当 金 につ い て  

 

１） 採 用し てい る退 職 金制 度  

 

岐阜 市 が採 用し てい る 退職 金 制 度 は 、 勤続 年 数 比例 の確 定 給 付 型 の 退職 金 制度

であ る 。そ して 、退 職 金支 給 は 当 該 職 員の 退 職 時点 の会 計 区 分 に て 負担 す るも の

の、 当 該職 員が 他会 計 区分 に 在 籍 し て いた 期 間 につ いて は 、 そ の 期 間に 応 じた 退

職金 を 会計 区分 間で 精 算す る 仕 組 み と なっ て い る。  

 

２） 企 業会 計規 程の 定 め 

 

退職 給 付引 当金 につ い ては 企 業 会 計 規 程第 117 条 に定 めら れ てお り、そ の計 上

は、 簡 便法 （当 該事 業 年度 の 末 日 に お いて 全 職 員（ 同日 に お け る 退 職者 を 除く 。）

が自 己 の都 合に より 退 職す る も の と し た場 合 に 支給 すべ き 退 職 手 当 の総 額 によ る

方法 を いう 。） に よ る もの と さ れ てい る。  

 

３） 決 算書 注記 内容  

 

令和 4 年度 岐 阜 市 民 病 院 事業 決算 書に は退 職 給付 引 当 金 に 係 る注 記 と して 以下

の記 述 が記 載さ れて い る。  

 

Ⅰ． 重 要な 会計 方針  

２． 引 当金 の計 上方 法  

（１ ） 退職 給付 引当 金  

 職 員 の退 職手 当の 支 給に 備 え る た め 、平 成 26 年 度末 に おけ る 退 職手 当の 要 支

給額 に 相当 する 金額 の 内、 一 般 会 計 等 が負 担 す ると 見込 ま れ る 金 額 を除 く 額を 計

上し て いる 。  

Ⅲ． そ の他 の注 記  

 １ 新 会計 基準 移行 に 係る 経 過 措 置  

（１ ）  退職 給 付引 当金 に係 る 経過 措 置  

会計 基 準変 更時 にお け る引 当 金 の 計 上 不足 額 は 、変 更時 の 職 員 の 平 均残 余 勤務

年数 に よる 定額 法に よ り按 分 し た 額 を 費用 計 上 して いる 。 *1 

 

*1.退職 給 付 に 係 る 新 会 計基 準は 平成 26 年 度よ り 適 用 し 、 変更 時 の 引当 不足 額 は 、 15

年間 に 亘っ て按 分す る こと と し て い る 。  
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４） 令 和 4 年 度末 まで の 退職 給付 引当 金積 立 状況  

 

下 表 の と お り 、 新 会 計 基 準 適 用 時 点 の 積 立 不 足 は 260,825 千 円 × 15 年 ＝

3,912,375 千円 と計 算 され 、 こ れ を 平 成 26 年 度以 降毎 期 均 等 額 ず つ積 み 立て てい

る。  

 

 

 
 

５） 監 査結 果  

 

退職 給 付引 当金 積立 状 況の 確 認 に つ い て【 意 見 】  

 

現状 の 退職 給付 引当 金 計算 は 、 平 成 26 年 度 に 把握 され た 引 当 不 足 の解 消 を目

標と し たも のと して 一 定の 合 理 性 は あ ると 考 え られ る。  

ただ し 、企 業会 計規 程 では 期 末 自 己 都 合要 支 給 額を 引き 当 て る も の とし て いる

こと か ら、 平成 26 年 度の 引 当 不 足 を 規則 的 に 解消 して き た 現 在 の 期末 残 高と 各

年度 末 の自 己都 合要 支 給額 を 元 に 計 算 した 退 職 給付 引当 金 残 高 と を 比較 し 、重 要

な差 異 が生 じて いな い か確 認 す る こ と を要 す る 。  

退職給付引当金推移 （単位:千円）

年度 引当金残高 引当金増加

令和4年度 2,472,425 260,825

令和3年度 2,211,600 260,825

令和2年度 1,950,775 260,825

令和元年度 1,689,950 260,825

平成30年度 1,429,125 260,825

平成29年度 1,168,300 260,825

平成28年度 907,475 260,825

平成27年度 646,650 260,825

平成26年度 385,825 260,825

平成25年度 125,000 0

平成24年度 125,000

（出典:過年度決算書）

退職給付引当繰入内訳 (単位:千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

医業費用 249,325 249,325 249,325

看護師養成所費用 10,000 10,000 10,000

託児所費用 1,500 1,500 1,500

260,825 260,825 260,825

退職給付費の

うち繰入額

退職給付引当金繰入計
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１０  情報 管理  

 

（１ ） 概要  

 

①  病 院 は 患 者 の 個 人 情 報 等 、 非 常 に セ ン シ テ ィ ブ な 情 報 を 多 く 扱 っ て い る た め 、

情報 管 理に は万 全の 体 制が 求 め ら れ る 。加 え て 、近 年は 病院 を ター ゲッ ト と し た

サイ バ ー攻 撃も 増加 傾 向に あ り 、 ラ ンサ ム ウ ェ アへ の感 染に よ り 電 子カ ル テ シ ス

テム が 使え なく なる な ど深 刻 な 被 害 も 発生 し て いる 。こ の よう な被 害を 防 ぐ た め

にも 、 十分 なセ キュ リ ティ 対 策 を 行 う 必要 が あ る。  

 

② 岐 阜市 民病 院に お いて は 、「岐 阜市 民 病 院 医療 情 報 シ ス テ ム 運 用 管 理規 程」に基

づき 情 報シ ステ ムの 運 営管 理 を 行 っ て いる 。 ま た、 情報 資産 の セキ ュリ テ ィ 対 策

につ い ては 「医 療情 報 シス テ ム 情 報 セ キュ リ テ ィ実 施手 順 書 」 を、 アカ ウ ン ト の

管理 に つい ては 「医 療 情報 シ ス テ ム ア カウ ン ト 管理 基準 」 を 別 途 定 めて い る。  

 

（２ ） 監査 手続  

 

規程 の 閲覧 及び 担当 者 への ヒ ア リ ン グ を通 じ て 、情 報管 理 が 規 程 に 基づ き 適切

に行 わ れて いる かに つ いて 確 認 を 行 っ た。  

 

（３ ） 監査 結果  

 

PC 端末 や USB メモ リ 等の 管 理 状 況 に つ い て 【 意見 】  

 

ＰＣ 等 の端 末の 利用 や ソフ ト ウ ェ ア の 導入 に つ いて 、「 医療 情 報 シ ステ ム 情 報 セキ

ュリ テ ィ実 施手 順書 」 にお い て は 以 下 の様 に 規 定さ れて い る 。   

4 物理 的セ キュ リ ティ 対策  

（4）端 末 の 持 ち込 み の 禁止  

ア シ ス テ ム 管 理 者が 設置 し た 端 末 以 外 の端 末を 執 務 室 内 に 持 ち込 み、 院 内 ネ ッ ト

ワー ク に接 続し ては な らな い 。  

 

6 技術 的セ キュ リ ティ 対策  

（3）無 許 可 ソ フト ウ ェ アの 導入 禁 止  

ア 利 用 者 は 、 端 末に 、無 断 で ソ フ ト ウ ェア を導 入 し て は な ら ない 。特 に ネ ッ ト ワ

ー ク上 の 情 報 資 産 を 盗 聴 する よ う な 監 視 ソ フ ト やネ ッ ト ワ ー ク 状 態 を 探索 する

セ キュ リ テ ィ 関 連 の ソ フ トウ ェ ア 又 は ハ ッ キ ン グソ フ ト ウ ェ ア の 使 用 は厳 禁と

する 。  

イ 利 用者 は 、業 務 上 やむ を 得ず ソフ トウ ェ アを 導 入 す る 必 要 が あ る 場合 は 、「 ソ フ
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トウ ェ ア利 用申 請書 兼 誓約 書（ 様式 第 6 号）」に利 用 目 的 を 記 載 し、使 用上 の遵

守 事項 に チ ェ ッ ク を 行 い 、所 属 ⾧ の承 認 を 得 た 上で 、 シ ステ ム 管 理 者 の許 可を

得て 、 ソフ トウ ェア を 導入 す る こ と が でき る 。  

ウ シ ス テ ム 管 理 者は 、ソ フ ト ウ ェ ア 利 用申 請書 兼 誓 約 書 を 保 管し なけ れ ば な ら な

い。  

エ ソ フ ト ウ ェ ア の導 入作 業 は 、 医 療 情 報室 員ま た は 操 作 管 理 業務 委託 職 員 が イ ン

ス トー ル 方 式 等 を 確 認 の 上行 う か 、 ま た は そ の 立会 い の も と 、 当 該 ソ フト ウェ

ア納 入 事業 者の 技術 者 が行 う も の と す る。  

 

「医 療 情報 シス テム 情 報セ キ ュ リ テ ィ 実施 手 順 書」 より 抜 粋  

また 、USB メモ リ 等 の 外 部記 憶 媒 体 等 の 利 用 に つい て 、「医 療情 報 シス テ ム 情 報 セ

キュ リ ティ 実施 手順 書 」に お い て は 以 下の 様 に 規定 され て い る 。  

6 技術 的セ キュ リ ティ 対策  

（2）外 部 記 憶 媒体 等 の 原則 利用 禁 止  

ア 利 用者 は 、端 末に 無断 で 外部 記憶 媒体 を 接続 し て は な ら な い 。端 末は 原 則 、許 可

され て いな い外 部記 憶 媒体 の 接 続 を 拒 否す る 設 定と する 。  

イ 利 用者 は 、デ ジタ ルカ メ ラの 画像 取込 み 、患 者 、他 病院 へ の画 像提 供 を 目 的 と し

た CD-ROM へ の書 き 出 し等 、や む を 得 ず 業 務上 の 必要 があ る場 合 は、「外 部記

憶媒 体 等利 用申 請書 兼 誓約 書 （ 様 式 第 5 号 ）」 に利 用目 的を 記 載 し 、使 用 上 の遵

守事 項 にチ ェッ クを 行 い、所属 ⾧の 承認 を得 た 上で 、シス テム 管理 者 の許 可を 得

て、 外 部記 憶媒 体等 を 利用 す る こ と が でき る 。  

ウ  シ ス テ ム 管 理 者 は 、 外 部 記 憶 媒 体 等 利 用 申 請 書 兼 誓 約 書 を 保 管 し な け れ ば な ら

ない 。  

エ  項 目 イ に 掲 げ る 外 部 記 憶 媒 体 等 の 接 続 設 定 は 原 則 読 み 取 り 専 用 と す る が 、 や む

を得 ず デー タ書 き出 し が必 要 と な る 場 合は 、様 式 5 号に 理 由 を 記 載 し 、使 用 上の

遵守 事 項に チェ ック を 行 い、所 属⾧ の 承 認 を 得 た上 で、シ ス テ ム 管 理 者の 許可 を

得な け れば なら ない 。なお 、申請 目 的 と され た用 途 以 外 で は、書 き 出し て は な ら

ない 。  

オ  持 ち 運 び 可 能 な 記 憶 媒 体 を 利 用 す る 場 合 、 ウ イ ル ス 感 染 や 機 器 紛 失 に よ る 情 報

漏 え い の リ ス ク を 考 慮 し 、 利 用 者 及 び 所 属 内 で の 対 策 を 実 施 し な け れ ば な ら な

い。  

カ  申 請 機 器 の 利 用 を 終 了 す る 場 合 は 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 管 理 者 及 び シ ス テ ム 管 理

者に 報 告し なけ れば な らな い 。  

キ  申 請 機 器 を 紛 失 し た 場 合 は 、 速 や か に 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 管 理 者 及 び シ ス テ ム 管

理者 に 報告 しな けれ ば なら な い 。  

 

「医 療 情報 シス テム 情 報セ キ ュ リ テ ィ 実施 手 順 書」 より 抜 粋  
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① 担 当者 への ヒア リ ング を 通 じ て 、職 員が 使用 す る PC や USB メ モリ に 関 し て、以

下の よ うな 状況 であ る こと を 確 認 し た 。  

 

（PC に 関 し て）  

１． 原 則的 には 病院 で 購入 し た PC を貸 与し て いる 。  

２． 例 外的 に職 員個 人 で購 入 し て 使 用 して い る ケー スも あ る 。  

３． 個 人で 購入 した PC の セキ ュ リ テ ィに つ い ては 誓約 書 で 確 認 は して い るも の

の、 個 人の 管理 に任 せ てい る 。  

４．個 人で 購入 し た PC は 院内 ネッ ト ワ ー ク に は接 続さ れて いな い ため 、「 医 療情

報シ ス テム 情報 セキ ュ リテ ィ 実 施 手 順 書」 の 対 象と はな っ て い な い 。  

 

（USB メモ リに 関 し て ） 

１． 病 院管 理の USB メモ リ は パ ス ワ ー ド ロ ッ クが かか って い る 。  

２． 院 内ネ ット ワー ク に接 続 で き る の は病 院 管 理の USB メモ リの みで あ る 。  

３． 学 会で 使用 する 資 料作 成 等 の た め 、院 内 ネ ット ワー ク か ら 個 人 所有 の ＰＣ へ

デー タ を移 動す るケ ー スが あ る 。こ の 場 合 、病院 管 理 の USB メ モ リ を用 いて 院

内ネ ッ トワ ーク から 検 疫用 Ｐ Ｃ へ デ ー タを 移 動 し、 ウイ ル ス チ ェ ッ クを 実 施後

に個 人 所 有 の USB メモ リ を 用 いて 検疫 用Ｐ Ｃか ら 個 人 所 有 の ＰＣ にデ ータ を

移動 し てい る。 また 、 抽出 申 請 書 に 基 づい た 事 前承 認を 行 っ て お り 、個 人 情報

が含 ま れる デー タは 移 動禁 止 と な っ て いる 。  

４．個 人 所 有 の USB メ モリ に つい ては 、パ ス ワ ード ロッ ク 等 の セ キ ュリ テ ィは 個

人の 管 理に 任せ てい る 。 

５． 個 人所 有の USB メモ リ は 院 内ネ ット ワ ー クに は 接 続 さ れ て い な いた め 、「 医

療情 報 シス テム 情報 セ キュ リ テ ィ 実 施 手順 書 」 の対 象と は な っ て い ない 。  

 

② 病 院で 購入 した PC や USB メ モリ につ い ては「 医療 情報 シ ス テ ム情 報セ キュ リ テ

ィ実 施 手順 書」 の対 象 とな っ て お り 、 同手 順 書 に記 載さ れ て い る と おり ソ フト ウェ

アの 導 入や 院内 ネッ ト ワー ク へ の ア ク セス に 関 して は制 限 が 設 け ら れて い る。 一方

個人 で 購入 した PC や USB メ モリ につ いて は 手順 書 の 対 象 外 とな っ て おり 、厳 密な

セキ ュ リテ ィ対 策は 行 われ て い な い 。  

 

③ 仮 に個 人で 購入 し た PC が ラ ン サ ムウ ェ ア 等に 感染 し た 場 合 、 そこ に 保管 され て

いる 病 院に 関す るデ ー タが 外 部 に 流 出 する 可 能 性が ある 。 ま た 、セ キュ リ テ ィ の低

い USB メ モ リ な ど を 介し て 病 院 シ ス テ ム が 被 害を 受け る恐 れ も あ る。  

 

④ し たが って 、個 人 で 購入 した PC や USB メ モリ につ き 、院 内 で 使用 し病 院の デ ー

タを 扱 うの であ れば 、 持込管 理 や セ キ ュ リ テ ィ 周知 等の 対策 強 化 も 検討 す べ き であ

る。  


